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序論 
 
 
一、本研究の背景と目的 
 
 中国の法制度は、2000 年余りの古い歴史をもっているが、中華人民共和国の成立
を契機として、それ以降の法を中国現代法とすれば、その歴史はわずか半世紀にな
る。中華民国法を全廃して出発した現代中国の法制度の形成と展開には、紆余曲折
の歴史がある。現代中国の法制度には、中国共産党の路線、方針、政策が直接反映
されたともいえよう。現代中国では、1950 年代から 60 年代にかけて民法典の起草
に力を入れてきたが、政治運動（文化大革命）のため失敗に終わった。中国は、80
年代後半の改革開放に伴って、経済体制は、計画経済から市場経済に転換した。こ
のような状況のなかで、相継いで重要な民事法律が制定され、初めて、民事立法体
系が形成された。この民事立法体系は、民事基本法といわれる「民法通則」（１）、そ
して契約法、婚姻法、担保法等で構成された。しかし、現代中国の従来の民法理論
は、50 年代のソ連の民法理論を継受して形成されたため（２）、改革開放前の公有制
形式と計画経済体制には符合したが、市場経済の要求には適合しなかった。民法通
則が物権概念を取り入れなかったのも、この理論の下で制定されたからである。現
代中国の従来の立法方針は、法律の科学性と体系性を追求しなかった。そのため、
現行の法律が物権の基本規則と基本制度を欠いている結果を招いた。物権法立法を
欠いている中国の法制度から見ると、このような状況は当然な結果であった。した
がって、現代民法の重要な不動産所有形態一つである、建物区分所有権に関する基
本規則の欠落はいうまでもない。 
 一方、中国政府は、法治国家への転換という目標を達成するために、2010 年まで
には、市場経済の発展と、法治国家の設立に適応できる完璧な法律体系の構築を図
っている。このような状況のなかで、1998 年 3 月、立法機関は、中国民法起草グル
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ープを設立し、このグループに中国民法典の編纂と草案の準備作業を任せた。民法
起草グループは、梁慧星と王利明に中国物権法草案の起草を委託した。そして、1999
年 10 月には梁慧星グループの社会科学院草案(以下｢梁草案｣という)（３）が、2000
年 12 月には、王利明グループの人民大学草案(以下｢王草案｣という)（４）が完成され
た。その後、全人代常務委員会法制委員会は、二つの物権法草案に基づいて「中国
物権法草案征求意見稿」(以下｢政府草案｣という)（５）を作成し、2001 年 5 月に公表
した。物権法の審議に提出されたのは、この草案である。物権法草案は、2002 年
12 月の全人代常務委員会による第 1 回目の審議からはじめ、数回にわたる審議を経
て、ついに 2007 年 3 月 16 日、第 10 期全人代第 5 回会議において、中華人民共和
国物権法として採択された（６）。 
 他方、中国は改革開放による経済体制改革、特に１９８０年代後期の計画経済か
ら市場経済の転換によって、中国の経済は急速な成長を見せてきた。都市現代化の
推進による都市部への人口集中、土地使用制度の改革、いわゆる国有土地に対して
の期限付きの有償使用制度の認め、住宅制度の改革による住宅の商品化によって、
中国の不動産市場は､先例のない大盛況を迎えることになった。これに伴い、中国の
都市では、商業用、オフイス用共同ビルが―特に住宅制度の改革によって―中高層
マンション（本論文においては、マンションと区分所有建物を区別しない）が急増
し、現在も増加、拡大の一途である。ここで重要なことは、住宅の商品化に伴って、
住宅の所有権化が進み、重大な岐路を示しつつある。中国の国民は従来の公用住宅
の賃借人から、住宅所有権者に変身したと見ることができるのである。こういった
流れのなかにあって、区分所有建物が現れ、区分所有関係が発生した。中高層マン
ションの増加に伴って、マンション問題は様々な形で表面化する。その一環として、
管理問題が一つの大きな課題としてクローズアップされ、なかでも問題点として、
例えば、法律関係の明確性に関わる問題を取り上げるならば、区分所有者間の関係、
区分所有者と管理会社の関係、区分所有者組織とその他組織との関係等がそれに属
し、もう一つは、管理委員会の性格に関わる問題が生じている。管理委員会に対し
ては、その監督がなされていないため、管理委員会は多数区分所有者の利益を代表
することができず、区分所有者の利益または区分所有者の共同利益に損害を与える
場合もある。一方、住宅福祉制度に慣れてきた区分所有者は、有償サービス概念が
確立できでおらず、契約を履行し、義務を負うという概念が薄い。上に、規約は区
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分所有者の共同の行為規則であるが、区分所有者はこれをまもらない。更には、管
理基金を分譲会社や管理会社が管理し、区分所有者の意思によらないため、共用部
分、諸設備の修繕及び更新が影響を受ける。これらの問題を概観して見ると、区分
所有法上の管理者、規約、集会などに関わる問題であって、従来のいくつかの行政
の規定によって解決するには無理があることがわかる。 
 地方では、中高層マンションの管理の円滑化を図るため、それぞれの自治的管理
条例を制定した（７）。これらの条例は、各地方で、自分の省、市の状況に合わせて
制定したため、その定められた規定の内容もそれぞれであって、同一の問題に対し
ての判断基準も異なる。従って、トラブルの増加も予想される。また、統一性を欠
いているため、区分所有建物の管理に混乱を招く恐れもある。このような状況のな
かで、区分所有建物の管理業界からも区分所有法の整備が呼びかけられている。 
 学界においても、建物区分所有権制度に関する研究が進められてきたが（８）、こ
れらは、諸外国の建物区分所有権制度と、理論に関しての紹介であって、中国の建
物区分所有法制度のあり方につての研究としては、不十分である。しかし、学者た
ちは、中国における建物区分所有法制度の重要性と緊迫性を強調し、建物区分所有
法制度の立法を提唱している。このような要素が反映され、三つの物権法草案とも、
建物区分所有に関する規定を設けており、今回採択された物権法の中にも独立の章
として規定されている。しかし、日本をはじめとする諸外国のように、区分所有法
として制定されるまでには時間がかかると思われる。 
 このような背景を踏まえて、本研究は、中国物権法草案における建物区分所有権
法制度の考察に基づいて、中国物権法における区分所有権制度の検討をおこない、
特に、現在の中国の区分所有建物管理の現状を踏えて、管理制度の整備をどうすれ
ばよいのかという問題を解明することを目的とする。具体的にいえば、区分所有法
制度の全般にも簡単に触れながら、主には区分所有建物の管理制度にあたる管理者､
規約及び集会に焦点を絞って検討を行い、そして、中国物権法における建物区分所
有権制度の問題点を指摘し、その整備方法を提案することを試みる。 
 
 二、本研究の方法と構成 
 
 本研究は、次の三つの方法をもって展開していきたい。 
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 まずは歴史考察の方法である。住宅は人間が社会生活を営む基本条件である。住宅
に関する制度は、その社会の政治､経済情勢に適応しなければならない。中国の場合は、
それが密接な関係がある。住宅に関する法制度を研究する場合は、その歴史の考察を
離れてはできない。歴史的考察を行うことによって、過去の状況を把握できるし、そ
れに鑑みて、現在または将来の制度を構想することができるからである｡ 
 次に､判例の研究方法である。法学の研究は判例研究を離れることはできない。日本
のスキームを概観しながら、判例研究を通してその問題点を把握し､またその学説の流
れを読みとることができる。本研究では､特徴があるいくつかの重要だと思われる判例
を取上げて検討していきたい。 
 さらに、比較研究の方法がある。日本の区分所有法は制定されてから 2 回改正を経
験した。その改正は、経済成長によるマンション増加に伴って、新しく発生した問題
に対応するため行われたもので、日本の区分所有法はかなりのスピードで成熟してき
たと思われる。今マンションブームを迎えた中国に対して、先行した日本の区分所有
法の整備経験は、中国における建物区分所有権法制度の整備に重要な示唆を与えると
思われる。 
上述のように 本研究は､建物区分所有権法の全般に渡って、検討を進めるものではな
いが、管理制度における管理者、集会、規約において、どうしても不可欠と思われる
ものは、その概要にふれる。 
 まず序章では本研究の背景と目的を明らかにし、研究の方法と構成を説明する。 
 第一章では、中国不動産法制度の変遷を紹介し、中国都市住宅に関する政策、制度
を考察する。特に中国物権法が制定されるまでの建物区分所有権法制度の整備現状を
分析し、中国物権法草案における区分所有権法制度を考察し、検討したうえで、その
問題点を指摘し､よって本研究の方向性を示す。 
 第二章では、立法されたばかりの中国物権法を概観しながら、物権法における区分
所有権制度の考察に検討を加えて、その特徴と問題点を明らかにすることに焦点をあ
てている。 
第三章では、日本の区分所有権法の流れを概観し､日本区分所有法の特徴を紹介した。 
 第四章では、日本区分所有法における管理制度を概観し､中国物権法における建物区
分所有権法制度に与える示唆を構想した。 
 第五章では、判例研究から､実際のトラブルに対しての中国建物区分所有権法制度の
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対応を検討してみた。 
 結論では、以上の研究を踏まえて、区分所有建物の管理を行う主体、区分所有建物
管理の中での規約の位置づけなどのいくつかの面から、中国物権法における区分所有
権法制度の整備に向けての今後の有り方をまとめる。 
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注 
 
（１）1986 年 4 月 12 日第 6 期全人代第 4 回会議により｢中華人民共和国民法通則｣が採
択された。基本原則、公民、法人、民事法律行為と代理、民事権利、民事責任、訴
訟時効、渉外民事関係の法律適用、附則の 9 章 156 条で構成された｢民法通則｣は、
中国民法の基本原則や制度を定めたもので、民法典の総則とは違う。もちろん、民
法典でもない。 
（２）旧ソ連法の影響を受けて、中国民法学は物権自体を社会主義とは無縁の法概念と
考え、それに代えて単に所有権という用語を通用させてきた。民法通則もその影響
から完全に脱しきれておらず、｢財産所有権及び財産所有権と関連する財産権｣と表
現するにとどまっている。 
（３）中国民法起草グループは 1998 年 3 月 25－26 日会議で、物権法の基礎を検討し
た。そして、梁慧星教授が提出した物件法立法方案（草案）を検討した。最後の決
議として、梁慧星教授に物権法草案の起草を依頼することに決めた。梁慧星教授が
責任者となった中国社会科学院法学研究所物権法起草グループは、1999 年 10 月に
「中国物権法草案建議稿」（以下「社会科学院草案」と省略する）を完成させた。
条文の構成を見ると、この草案は、合計十二章､435 カ条からなる。第一章総則（第
1－60 条）､第二章所有権（第 61－195 条）、第三章敷地使用権（第 196－229 条）、
第四章農地使用権（第 230－259 条）、第五章隣地利用権（第 260－287 条）、第六
章典権（第 288－303 条）、第七章抵当権（第 304－357 条）、第八章質権（第 358
－390 条）､第九章留置権（第 391－407 条）、第十章譲渡担保（第 408－416 条）、
第十一章占有（第 417－434 条）、第十二章附則（第 435 条）。この草案の特徴は、
①合法的財産に対して一様に保護するという原則を貫徹し、生産手段の形態に基づ
いて所有権を区分する方法を放棄する。国家所有権、集団所有権､個人所有権を規
定せず、土地の所有権（第二章第二節）、鉱物の所有権（第 62 条）、公有物・公用
物（第 63 条）にのみ特別規定を設けている。②株式会社化という国有企業の改造
の完了後は、国と企業に財産関係は、会社法の調整対象となり、国は株主権を享有
し、企業は法人財産権を享有することになるので、物権法は国有財産権について規
定しない。③寺院など宗教財産は信者の寄贈によること、及び特別な宗教目的の用
に供することを鑑み、宗教財産は宗教法人が所有すると規定した（第 64 条）。④収
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用制度は商業目的に広く利用される。また､農村の集団土地使用権や農家、都市部
住民の土地使用権を収用されたとき、公正な補償は得られない。こういった現状を
勘案して、自然人と法人の財産の収用は、真正な社会公益な目的に限定し、厳格な
法的手続きに従い、公正に補償することを規定し、さらに､商業目的の土地利用は､
収用制度を適用しないとした（第 48 条）。⑤諸外国の経験を参考にし、取得時効制
度を設けた（65 条－86 条）。⑥物権変動に関して、ドイツ法の物権形式主義を採用
せず、また、フランス法の債権合意主義も採用しない。原因行為（売買契約）プラ
ス登記（交付）という折衷主義の立場をとり、不動産登記の公信力の原則（2９条）
と、動産の善意取得の制度（145－147 条）をもって取引の安全を保障する。⑦県
レベルの法院（地方裁判所に相当する）で、行政管理の機関とは無関係の統一的な
不動産登記機関を設立することを提案する（第 20 条）。⑧土地使用権の概念を基礎
として、目的別に敷地使用権（第 3 章）と農地使用権（第 4 章）に分ける。敷地使
用権は日本民法の地上権に相当し、農地使用権は日本民法の永小作権と類似する。
また地役権のかわりに隣地使用権を採用する（第 5 章）。中国の伝統的典権を規定
した（第 6 章）。これらは用益物権体系を構成する。⑨担保物権に関する現行担保
法の規定を基礎として、日本の財団抵当と企業担保を参考し、企業財産集合抵当（第
7 章 3 節）と企業担保（第 7 章 4 節）を規定する。英米法上の mortgage とドイツ、
日本の譲渡担保制度を参考にし､譲渡担保を規定する（第 10 章）。これらは担保物
権体系を構成する。 
 
（４）民法起草グループは、王利明教授が梁慧星の立法方案に対して異なる意見をもつ 
ことを鑑み、王利明教授に彼の意見に基づく物権法草案の起草を依頼した。そし 
て、王利明教授を責任者とする中国人民大学民商事法律科学研究センターは、2 
000 年 12 月に「中国物権法草案建議稿」(以下「人民大学草案」と省略)を完成 
した。人民大学草案の条文の構成は、合計六章、575 カ条からなる。第一章総 
則(第 1－56 条)、第二章所有権(第 57－232 条)、第三章用益物権(第 233－ 
383 条)、第四章担保物権（第 384－554 条）、第五章占有(第 555-57 
4 条)、第六章附則(第 575 条)。人民大学草案の特徴は①生産手段の所有形態に基 
づく所有権区分を堅持すること。中国は公有制を主体とし、各種所有形態の経済 
が共存する社会主義経済であり、公有制が主導的地位を占めるこの制度上の特長 
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によって、物権法は国家所有制と集団所有制の二制度を規定しなければならない 
と主張する。②国家財産に対する特殊な保護制度を堅持すること。まず、ある財 
産の帰属を特定することができないとき、国がそれを所有すると推定する(第 44 
条第 2 項)。次に、所有権不明の財産は国家の所有と推定する(第 112 条)。第三 
に、自然人または法人にその経営または管理することを委ねていない国家財産が 
侵害を受けたとき、訴訟時効の期間の制限を受けない(第 120 条)。③国有企業の 
財産権を規定する（第 121－125 条）。④農業生産合作社と集団企業所有権を 
含む集団所有権を規定する（第 126－152 条）。⑤農地請負経営権の概念を踏 
襲すること。⑥単独の宅地使用権を規定する（第四章第３節）。⑦優先購買権を規 
定する（第二章第 8 節）。⑧空間利用権を規定する（第三章第 6 節）。⑨養殖権・ 
漁業権、採鉱権・探鉱権、特許物権、林業権、取水権、狩猟権を含む特許物権を 
規定する（第三章第 7 節）。⑩担保物権として優先権を規定する（第四章第４節）。 
 
（５）法制工作委員会民法室は、社会科学院草案と人民大学草案を土台に、手を加えた 
上、2001 年 5 月 22－29 日物権法専門家討論会の検討に供するための物権 
法草案を提出した（以下は法制工作委員会草案と省略）。この草案は、法制工作委 
員会による半年ほどの修正を受け､新たに、「中華人民共和国物権法（意見募集稿）」 
として年末に完成された。「中国民法典（草案）」のなかの「物権法」の内容はこ 
の草案である。条文の構成を見ると、この草案は、合計六つの部分、27 カ章、 
336 カ条からなる。中国物権法草案の第一審議稿である。 
  総則（第 1－39 条）、 所有権（第 40－115 条）､用益物権（第 116－247 条）、担
保物権（第 248－323 条）、占有（第 324－334 条）、附則（第 335－336 条）。 こ
の草案の特徴は、①2001 年 5 月物権専門家討論会による三つの建議、即ち、担保
物権を規定すること､物権の定義を規定すること､及び､典権を規定することが採
用された。②取得時効､物の定義と種類、統一的不動産登記機関の規定、建設用地
使用権と宅地使用権の一本化、建設用地使用権と農地請負経営権の名称の変更等
は規定していない。③所有権の部分では､所有形態別に国家所有権、集団所有権と
私的所有権に分けられた。国家財産の特殊な保護は設けていない。宗教財産の問
題は規定していない。④用益物権の部分では、用益物権の一般規定が増設された
（第十二章）。また居住権が新たに作られた（第 19 章）。そのほかに、探鉱権、採
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鉱権、取水権、漁業権、飼育権、狩猟権が設けられた。⑤担保物権の部分では、
抵当権、質権、留置権譲渡担保という四種類の担保物権が規定され、優先権は規
定されなかった。また、抵当権のなか、企業財産の財団抵当と企業担保は規定さ
れなかった。 
（６）中国物権法は全人代常務委員会において 8 回の審議を経て採択された。これは中
国立法史上初めてのことである。物権法の概要に関しては第二章で紹介する。 
（７）現在北京、上海、天津、重慶、広東などの 20 箇所を超える省、市で区分所有建
物の管理条例が実施されている。 
（８）中国では、1980 年代後期から、学界において区分所有法制度に関する研究が進ん
でおりいくつかの論文、書籍などが発表、出版された。その代表作としては、陈
苏｢建物区分所有権論｣(｢法学研究｣1990 年第 5 期)、王貞韶｢建物区分所有と共有｣
（｢政治と法律｣1992 年第 4 期）、陣華彬｢現代建築物区分所有権制度研究｣(法律出
版社、1995 年)、｢建築物区分所有権研究｣（法律出版社、2007 年）などがある。 
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第一章 現代中国の物権法草案における建物区分所有権 
 
 
 
第一節 中国都市住宅に関する基本政策と制度の考察 
 
 
住宅問題は、現代国家の一つの重大な社会経済問題である。各国の政治、経済制度 
の差異により、それにともなう住宅政策も異なる。社会主義国家である、中華人民共
和国(1949 年 10 月 1 日成立)の住宅問題に関する基本政策と住宅制度も、いくつかの
段階を経て発展してきた。 
 現代中国の歴史はすでに半世紀をこえる。それとともに、国民党政府時代の法を全
廃して出発した、現代中国法の歴史も半世紀をこえる。この間、現代中国の法及び法
制度の展開は、紆余曲折した道を歩んできた。不動産所有制度に即していうならば、
建国初期の私有にはじまり、文化大革命時期の全面的な公有、土地所有権と使用権の
分離ないし建物の私有まで認める改革開放の時期に至る。中国建物区分所有権に関す
る法制度の立法について論じるにあたっては、まず､不動産法の歴史を取上げ､その歴
史的背景に触れておく必要がある。中国の不動産法の歴史は、社会主義国家建設をめ
ぐる中国共産党の当時の路線･方針･政策に左右された歴史だといえ、中国の都市住宅
問題に関する基本政策と制度の変革の流れは、次の三段階に分けて説明することがで
きる（１）。 
 
 
一、中国都市住宅に関する基本政策と制度の変遷 
 
 １、建国初期（1949～1956） 
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 第１段階は、1949 年の建国から 1956 年の私有不動産に対するいわゆる社会主義改
造までである。この段階において､都市では、建物の個人所有の類型が存在したが、所
有権は単なる形式的なものに過ぎなかった。建物の所有に関しての法的規定もわずか
で､簡単であった。建物区分所有権制度に関しての法的認識と立法の発想もまったくな
かった。 
この段階では、土地・建物の所有制度は、国有と集団所有、および個人所有の三つ
の類型があった。国有土地は都市･鎮（２）の土地の大部分と農村土地の一部を含めてい
た。国有以外の土地は農業組合の集団所有または個人所有である。中国新政府はいく
つかの法律を制定して、この段階の基本的な不動産制度を確立した。例えば、＜1949
年中国人民政治協商会議共同綱領＞(中国における実際上の最初の憲法)、＜1951 年土
地改革法＞、＜1954 年憲法＞等がある。それらの法律や規定は、土地の売買、賃借、
担保設定を認めた。しかし、国有土地、集団所有土地を売買、賃借、担保設定するこ
とは禁止した。これらの法律では土地･建物の所有、取引に関する規定はきわめて簡単
であった（３）。その内容を要約してみると次の三点にまとめることができる。①都市
における私有不動産体制の保護である。土地と建物を含む資本家の所有を認め、法に
よる不動産の売買､抵当、贈与あるいは交換を許した。②賃貸借制度の推進と制限であ
る。公有建物の売買が禁止されており、使用権の取得のためには賃貸制をとらなけれ
ばならないが、「社会主義的福祉」の考え方から家賃が非常に安く設定されていた。私
有建物の家賃も制限されていた。③都市と農村にそれぞれの土地・建物制度が実行さ
れた。農村では大量の土地を持ち農民を雇い、または、土地を貸し出している少数の
大土地所有者すなわち地主の不動産が無償で没収され、人口の大半を占める農民に配
分された。 
都市においては、私有不動産体制が維持されたが､所有権は単なる名義的なものと考
えられている。区分所有権については、中華民国・民法典の７９９条と８００条に規
定があったが、中華人民共和国は旧体制のすべての法制度を破棄したため、法律上の
根拠は失われた。建物区分所有制度を整備するという発想自体がまったく見当らなか
った時期といえる（４）。 
  
 
 2．全面公有期（1956～1978） 
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 第 2段階は 1956年の私有不動産に対する社会主義改造から 1979年の住宅商品化改
革の開始までである。この段階で政府は、社会全般において社会主義改造を行った。
この改造によって、土地と建物は全面公有化され国家所有となった。つまり、この段
階では、財産の私的所有権が認められなかった。従って、このような社会では、建物
区分所有権制度が存在する余地もなかったといえる。 
この段階においては、農村での農民たちの集団組合組織の結成、都市での民族資本
主義企業の合弁によって、土地及び建物の一部が国有化または集団化された。この時
期から土地の売買、賃借、担保設定等の土地処分行為が一切禁止されることになった
（５）。建物については、国が私有建物に対して社会主義改造を行うことにした。その
方針は、全体として国家のコントロールを強めること、私有建物の賃貸借を国の意志
に服従させること、それによって私有建物の所有権を変えることであった（６）。この
方針に従って、政府は一方的に、公私合弁、強制買収等を通して公有改造（７）計画を
実施した。 
 この時期における住宅制度は、社会保障の一環として位置付けられ、公有福祉制度
によって住宅が供給された（８）。すなわち、国家が住宅を建てた後に、販売すること
なくほぼ無償で住宅を貧困な労働者に配分した。住宅は､ほとんど商品化されず、国家
は、住宅に投資し、資金を回収するようなことをしなかった。私有の住宅についても
国は家主から十分な土地税、住宅税、都市建設資金を徴収しなかったので、実際上福
祉制度の範囲に置かれていた。 
  
 
  3．改革開放期（1978～） 
 
 この段階は 1978 年の住宅商品化の改革から現在までである。中国政府の経済政策
は、改革開放政策によって、計画経済から市場経済に変わった。従って、住宅制度に
も大きな変化があった。その改革の主な内容は、住宅について、国家負担から個人分
担へ転換することであった。それまでの公有福祉制度による住宅供給を中止し、個人
購入とした。住宅の商品化は、商品住宅（９）の誕生を促された。これは、建物区分所
有権制度の物質的基礎となる。 
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 1980 年代後半からの中国住宅制度の改革に伴って住宅の商品化が始まった。そして、
都市では多量の商品住宅が建設された。商品住宅は中国住宅制度の改革の産物で、住
宅難の緩和に大きな役割を果たしていたといえる。1997 年から 2002 年には新たに供
給された住宅の面積は 34 億平方メートルに達した。2002 年、都市住民一人あたりの
平均建築面積は 22.8 平方メートルに達し、19９7 年に比べて 5.2 平方メートル増加し
た。ここ十数年間新たに供給された住宅はほとんど商品住宅であるが、これまでにそ
れを購入するのは、主に国家機関や企業であった。近年、商品住宅の購入者は、これ
までの国家機関や企業から個人へと徐徐に変わりつつある。1997 年から 2002 年の全
国の個人の商品住宅の購入率は、54.5%から 95.3%に増加した。2002 年、個人の新し
い商品住宅の購入額は、約 4500 億元に達する。現在住民の私有住宅の持ち率は 72.8％
に達している（１０）。 近年、中国における都市の近代化に伴って、都市への人口集中
が盛んである。これによって、住宅の需要量が大幅に増加し、商品住宅はブームを迎
えつつあると見られる。 
 中国の第 10 期新 5 ヵ年計画の方針によって、工業化を進める上で、地方の労働力の
都市への移動が不可欠である。中国民政部によると、2000年からの20年に毎年約1200
万の農村人口が都市へ移住し、20 の新しい市、区が承認される見通しである（１１）と
の報告もある。今後とも活発な住宅需要が保持される見込みである。 
 このような不動産業の好景気の実態に伴い、1990 年代に入って、商品住宅をめぐる
不動産法制度を整備することの緊急性と重要性もようやく認識され、現実の課題に直
結する関連制度の改革の必要性が増した。現状を見ると、中国の都市部では、事実上
区分所有されている集合住宅が至る所に見られる。都市部を中心とした分譲型集合住
宅の急増という状況を反映して、建物区分所有の規律が物権法中に独立章として規定
された。 
 
 
 
二．中国商品住宅管理法規中の建物区分所有権制度 
 
 
 中国住宅制度の改革により、商品住宅（マンション）が普及しその数も急速に増加
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してきた。従って、商品住宅関連法規の整備も迫ってきた。当時には、まだ物権法も
成立されていなかったし、もちろん建物区分所有権制度も制定されていなかった。し
かし、建物区分所有に関する規定がまったく存在しなかったわけではなかった。不備
があるにしても、いくつかの関連法規はあった。以下において、物権法が採択される
前の建物区分所有権制度の状況の概観を述べる。 
 
 1．住宅の関連政策 
 
 中国政府は、1990 年代以後の住宅政策の重点を、主に住宅配分制度の転換、住宅金
融制度の充実、住宅管理法規の整備などの面に置いた。 
 住宅配分制度の転換とは、住宅の現物配分を中止し、次第に住宅配分の貨幣化を実
施すること（１２）、公的住宅の払い下げ、家賃を引き続けて上昇させることなどの内容
から成る。 
 住宅金融制度の充実は、住宅配分制度の転換を支援するための補助的な施策であっ
たが、個人が住宅を取得しやすくするという点で、効果を上げている。具体的には、
住宅公共積立金の設立、個人向けの住宅融資制度の整備などである。特に住宅公共積
立金残高の増加、個人向け住宅ローンの条件の緩和と期限の延長などにより個人にと
って住宅は以前より増して買いやすくなっている。 
 住宅の管理体制も大きく変わってきた。都市住宅の所有構造の変化は、中国の物業
管理（１３）市場に巨大な需要をもたらしている。これに関連して中国建設部劉志峰副
部長は、「2002 年末で、物業管理会社は２万社を超えているし、２30 万人が従事する
成長産業となってきた。これは、中国の社会サービス従事者の２３％にあたる。深圳
市は、中国で一番早く(1981 年)物業管理が実施された都市であり、物業管理の比率は、
物業（１４）全体の９５％を占める。従って、専門管理会社によるいわゆる委託管理方
式が住宅管理の主要な方式になりつつあり、2000 年 10 月 15 日、業界を代表する全
国規模の自立団体として社団法人中国物業管理協会（１５）も設立された」（１６）と説明
した。 
 
  
2．住宅の関連法規の整備 
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中国の住宅制度の改革に伴って、商品化された住宅は、これまでの公的住宅と異な
る性質を持つ。すなわち、売買上では商品としての価値が生じ、所有上では所有者が
それぞれ違うという点である。商品住宅の持つこれらの性質は、これまでの公的住宅
には見られない所有権、管理などの様々な問題が生じる可能性を絡んでいる。このよ
うな状況の中で、1980 年代から数多くの関連法律や行政法規が打ち出された。ここ十
数年間の代表的なものだけ取上げて見ると、1989 年に｢都市異産隣接建築物の管理に
関する規定｣(建設部)、1994 年に｢都市新規住宅小区の管理方法｣(建設部)、｢住宅公共
積立金制度の設立に関する暫定規定｣(財政部)、1997 年に｢中華人民共和国建築法｣(人
民代表大会)、1998 年に｢都市不動産開発経営管理条例｣(国務院)、等が制定された。こ
のなかで｢都市異産隣接建築物の管理に関する規定｣の第 2 条は、本規定においての都
市の異産隣接建物は構造上隣接され、または共有、共用設備と附属建物があり、かつ
異なる所有者に所有されている建物であると定めた。これは建物区分所有権概念の事
実上の認知ではあるまいか。当該規定は、また各所有者と使用者が共有財産に対して
行う維持、修繕等の負うべき具体的な義務及び共有物の損害に対しての賠償責任を定
めた。しかし、当該規定は法律ではなくただのひとつの行政的な規定であり、また当
該規定の制定目的から見られるように、所有権を確定する意図によるものではなく建
物の管理の目的から作り出した規定である。当該規定第 1 条は、「都市異産建物の管理
を強め、建物所有者と使用者の権益を保護し、管理、修繕の責任を明確して、建物の
正常な使用を保障するために本規定を制定する」と規定した。またほとんど大まかの
ことしか規定されておらず、かなり不備なものである。例えば、専有部分と共用部分
の区分、区分所有者管理団体及びその法律性格、管理機構、管理規約、専用使用権な
どに関しては、全然触れられていない。区分所有の法律制度の内容を欠いているこれ
らの行政規定によって、建物区分所有権の法的紛争を解決することは難しいと見られ
る。 
 法律としての建物区分所有権制度は、三つの「中国物権法草案」に見られる建物区
分所有権に関する規定である。中国は建物区分所有権法制度の立法に当たって、立法
形式は民法典形式をとっている。すなわち、物権法として民法典に入れるということ
である。上で述べたように、中国における物権法には代表的な三つの草案があって、
それぞれの草案が建物区分所有権に関しての規定を設けている。以下においては、主
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に管理制度に焦点をあてながら、三つの物権法草案に見られる建物区分所有権制度を
それぞれ概観することにする。 
 
 
 
第二節 社会科学院草案における建物区分所有権 
 
 
 
 本草案は、建物区分所有権を物権法のなかの一つの重要な不動産権利と位置づけ、
その構成としては、所有権章の一節として規定を設けている。以下においては、その
法律規定を踏まえてその概要を考察する事にする。 
 
 
一、 建物区分所有権に関する基本規定  
 
この草案は、全部で 24 ヵ条をもって建物区分所有に関して規定している（１７）。そ
の内容を見ると、建物区分所有権の定義(90 条)、専有部分についての区分所有権者の
権利(91 条)、専有部分の正当な使用及び共同利益違反の禁止(92 条)、区分所有権者と
専有部分占有者の遵守事項(93 条)、共用部分変更等の禁止(94 条)、建物共用部分及び
敷地に対しての区分所有権者の使用収益(95 条)、専有部分、共用部分等の管理、修繕、
維持及びその費用の負担(96 条)、共用部分及び関連施設の取壊し、重大な修繕または
改良(97 条)、一部共用部分の修繕及びその費用の負担(98 条)、区分所有建物の建替え
(99 条)、区分所有権の譲渡(100 条)、区分所有者と専有部分占有者の義務(101 条)、管
理基金の設立（102 条）、負担または分担費用の強制納付(103 条)、行為の強制停止(104
条)、管理規約(105 条)、権利義務の承継(106 条)、区分所有権者会議、臨時会議及びそ
の招集人(107 条)、区分所有権者会議の招集方式及び期間(108 条)、普通事項の決議方
法(109 条)、特別事項の決議方法(110 条)、管理委員会、管理者等の選任と任期(111 条)、
管理委員会の職責(112 条)、管理委員会の訴訟主体資格(113 条)である。 
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１、区分所有権の定義等について 
 
この草案は区分所有権について、数人が一棟の建物を区分してその一部を専有し、
その専有部分について単独所有権を有し、かつ、建物及びその附属物内の共同部分に
ついて、別段の約定がある場合を除き、専有部分の割合に応じて共有することと規定
する(90 条 1 項)。 
また、専有部分は、区分所有建物が構造上及び使用上の独立性を有し、かつ、独立
的に区分所有の目的となる部分と規定し(90 条 2 項)、共用部分は、専有部分以外の部
分及び専有部分に属しない附属物であると規定した(90 条 3 項)。 
この草案は、建物区分所有の概念においては二元論説を取り入れ、建物区分所有権
とは、専有部分所有権と共用部分所有権により構成された一種の複合的権利であると
明確に規定した（１８）。もちろん、法解釈論としては、建物区分所有権の内容のなかの
構成員権の存在も否定しない（１９）。草案では、専有所有権の主導性、一体性等の建物
区分所有権の特徴を反映して、区分所有者は法律上別段の制限がある場合を除き、そ
の専有部分に対して、自由に使用、収益、処分及び他人の干渉を排除することができ
ると規定し、またその専有部分を共用部分の持分及び敷地使用権の持分と分離して、
移転または担保権の設定をすることはできないと規定した(91 条)。共同利益違反行為
の禁止(92 条)と区分所有者の権利義務(93 条、101 条)、義務違反者に対する措置（103
条、104 条）に関しても規定を設けている。共同利益に反する行為に関しては、不当
毀損行為と不当使用行為に分けて検討し、規定をしている。また、区分所有者相互間
の基本的権利・義務及び区分所有者以外の占有者の義務、義務違反行為についても規
定している。 
 
 
2、共用部分等 
 
草案は共用部分等については、共用部分の共有関係、共用部分の使用、共用部分の
持分の割合、共用部分の変更、共用部分の管理、共用部分の負担及び利益収取等の面
から諸外国の立法例を参考したうえで、それに関する具体的な規定を設けることとし
ている。具体的に見ると、共用部分変更の禁止（94 条）に関しては、区分所有建物の
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上下、外壁、天井及び防空避難施設等は、区分所有建物の安全に関わる重要な共用部
分であるため、イタリア、台湾などの立法例を参考にして、共用部分変更行為の禁止
規定を設けたと説明している（２０）。建物及び敷地使用権等共用部分の使用、収益は、
区分所有法の中の重要な問題である（２１）。草案はドイツ、日本等の諸外国の立法例を
参考し、共用部分及び敷地に対する区分所有者の収益権を規定している（95 条）。専
有部分、約定専有部分、共用部分、約定共用部分の修繕、維持、管理及びその費用の
負担等は、区分所有建物管理実務上の重要な問題である（２２）。草案は、スイス、イタ
リア、台湾等の諸外国の立法例を参考に、専有部分、共用部分等の管理、修繕、維持
及びその費用の負担に関して規定している（96 条）。区分所有建物の共用部分には、
全体共用部分と一部共用部分がある。両者の実益的な区別は、修繕費及びその他の負
担にあらわれる。イタリア、日本等の国の立法例から見ても一部共用部分に関する規
定は存在する。草案は、これらを参考にして一部共用部分の修繕及び費用負担に関し
て規定を設けている（２３）。 
 
 
３、管理者、規約及び集会について 
 
区分所有建物の管理制度において、管理者、規約及び集会に関する規定は、極めて
重要な内容だと思われる。この草案は区分所有建物の管理に関して、区分所有者全員
で組織する区分所有者会議（２４）を構成し（107 条）、区分所有者会議の決議により規
約を設定し（110 条）、また、管理委員会を設立して、管理者を推選するか、または、
管理者に委託する（111 条）と規定している。区分所有建物の管理に関する決定には、
区分所有者全員の関与を想定し、これを区分所有者会議による多数決議によるものと
している。多数決議においてその決議の単位については、区分所有者の頭数と共有持
分を要素としている。区分所有者会議の多数決議の種類に関しては、過半数決議のほ
か特別多数決議も認めている（過半数、三分の二、四分の三決議）。規約の設定に関し
ては、区分所有関係成立後に区分所有者会議において設定されることを想定している
（110 条）。区分所有建物の管理を現実に行う執行機関に関しては、管理者方式を想定
している（111 条）。 
このほかにも草案は、区分所有建物の建替えに関しても想定し、それに関する規定
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を設けている。草案は、老朽、損傷、傾斜、一部の滅失により、建物がその効用を維
持し、また回復するのに過分の費用を要するに至った場合、または地震、水害、風害、
火災またはその他の重大な事項によって、区分所有建物が公共の安全に危害を与える
に至った場合、区分所有建物を建替える事ができると規定している。建替えの決議は、
区分所有者会議において、区分所有者の三分の二以上及び区分所有権割合の三分の二
以上の出席を必要とし、出席者の四分の三以上及び出席者の区分所有権割合の四分の
三以上の賛成を得なければならない（99 条）。 
 
 
二、本草案の特徴 
 
 
本草案は、区分所有権の定義等の基本規定、共用部分等、管理者、規約及び集会、
建替えに至るまで想定した上で、できるだけ区分所有に関する全般にふれながら詳細
の規定を設けることを試みている。 
 この草案では、建物の管理(区分所有者の権利義務)の具体的な事項について、規約な
いし区分所有権者会議の決議に委ねる前に、まず、法が重要な事項については、すで
に規定を設けている。ペットの飼育に関する規定がその例である。草案第 101 条第 3
項は、「区分所有者と専有部分占有者は、動物を飼育する場合には、公共の衛生、公共
の安寧及び公共の安全を妨げてはならない。但し、法令また規約に飼育禁止の規定が
ある場合は、その規定に従う」と規定する。この草案では、法文をもってペット飼育
を原則として許容したうえで、但し、これを禁止する旨の規定がある場合にはそれに
従うものとすると定めている。この点をめぐる紛争を未然に防止することが意図され
ているといえる。また、管理基金の設立が義務付けられている。草案第 102 条は、「区
分所有権者の人数が２0 人以上である場合には、管理基金を設立しなければならない」
と規定した。 
 また、規約は区分所有権者会議の決議によるものとし(110 条)、規約の設定は必ずし
も法によって義務付けられていない。区分所有権者会議の議事は、区分所有権者の過
半数及び区分所有権の割合の過半数の出席があれば、その過半数、すなわち、最低、
総区分所有権者及び総議決権(区分所有権の割合)の四分の一以上で足りる。同草案では、
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管理委員会の設立が義務付けられているが、これが設立されない場合には、管理者の
選任が義務付けられている。管理委員会･管理者の職務について同草案では、広範な事
項について、本法の定め自体によって、管理委員会または管理者に権限(権利･義務)を
付与している。例えば、区分所有者と専有部分占有者の義務違反行為に対しての制止
及び裁判所への訴え、共用部分の維持､修繕及び一般の改良というようなものである。
管理委員会･管理者に管理に関しての積極的な役割が想定されているかに見える。 
 社会科学院草案のもう一つの大きな特徴としては、立法にあたって主に外国の立法
例を参考にしていることである。特に台湾地区「公寓大廈管理条例」（２５）の継受を随
所に見ることができる。 
 
 
 
 
 第三節 その他の物権法草案における建物区分所有権 
 
 
 
一、 人民大学草案における建物区分所有権 
 
 
 この草案における建物区分所有権制度は、所有権の一節として 12 ヵ条の規定をもっ
て構成されている（２６）。その規定を見ると、建物区分所有権の定義（180 条）、専有
権（181 条）、共用部分の権利（182 条）、建物の命名と経営（183 条）、区分所有建物
の修繕（184 条）、区分所有者の義務（185 条）、建物の売買（186 条）、共有権の確定
（187 条）、区分所有者の請求権（188 条）、区分所有建物の建替えと取壊し（189 条）、
共用部分の管理（190 条）、区分所有建物の管理（191 条）である。 
 
 
１、建物区分所有権の定義 
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建物区分所有権の定義に関して、本草案の担当者は学説上一元論、二元論、三元論
の三つの説があることを認めた上で、次のように説明している。一元論説のなかの専
有権説は、共有権の客観存在を排除したものであって、事実上専有権と共有権は分離
することができない一つの構成部分となっている。共有権説はもっと不合理なもので
ある。三元論説が構成員権を取り入れることは、区分所有者の具体的な権利行使を強
調することにはなるが、しかし、区分所有制度は主に財産帰属を確定するものである
から、区分所有者間の管理規約は、契約法で調整することであって、物権法の中に規
定するものではない。ゆえに、区分所有権定義に関しては、二元論説が最も合理的で
ある（２７）。この理念から本草案は、建物区分所有権の定義に関して、一棟の建物の内、
各区分所有者がその専有部分の専有権及び共用部分の共有権を有することを建物区分
所有権というと規定している（180 条）。 
 
 
２、専有部分及び専有権 
 
 
専有部分とは構造上及び使用上の独立性を持ち、区分所有権の目的となる建物の部
分である。区分所有者は専有部分に対して、占有、使用、収益及び処分する権利をも
っている。専有部分は次の三つの条件をみたさなければならない。①建物が構造上区
分され、居住者が自由に支配できること、②使用上独立され、単独で使用することが
できること、③必ず登記をすることである（２８）。専有部分の範囲に関して、本草案の
担当者は次のように説明している。専有部分範囲の確定に関して、学界においてはま
た議論がある。その焦点は、共用の壁が専有部分になるかならないかの問題である。
共用壁は共有財産にもなるし、また専用財産として扱うこともできる。これが区分所
有権の特別なところである。共有財産となる根拠としては、区分所有者には管理、維
持、修繕の義務があることである。専有部分となる根拠は、壁と専有部分そのものを
分離させることができないという事実である。そのほか、専有部分には建物のある附
属物（専用設備）、附属建物（車庫、倉庫）が含まれる（２９）。 
相隣関係の存在により、区分所有者間には一定の共同利益が形成されるため、区分
所有者が専有権を行使するとき、全体区分所有者の共同利益を配慮しなければならな
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い。そのため、区分所有者が専有部分を使用するとき、区分所有者の共同利益に反す
る行為をしてはならない。このような理念から本草案は、専有権について次のように
規定している。各区分所有者は、その専有部分を目的とする権利について、所有権の
一般規定を適用する。前項において専有部分とは、構造上及び使用上の独立性を有し、
かつ、単独で所有権の目的となる建物部分である。区分所有者は専有部分に対して、
法令の制限内において占有、使用、収益または処分する権利を有する。但し、専有部
分の所有権の行使については、建物の正常な使用を妨げ、または他の区分所有者の利
益に損害を与える行為をしてはならない。区分所有者がその権利の範囲を超えて専有
権を行使したときは、その侵害行為を停止するとともに損害賠償をしなければならな
い。（181 条）。 
 
 
３、共有部分及び共有権 
 
 
本草案担当者の説明によると、共有部分とは、区分所有者が所有している単独所有
部分以外の建物のその他の部分であり、共有者が共有部分に対して有する権利を共有
権という。共有部分には主に建物の基本構造部分、公共使用の部分、部分共有者の共
有部分が含まれる（３０）。また、法定共有権と約定共有権の存在を認めたうえで、共有
財産に対しては、約定がない場合において、各共有者はその持分に応じて共有権と管
理権を行使しなければならないとしている。そして、区分所有者がその権利範囲を超
えて権利を使用し、他の区分所有者の権益を侵害した場合には、侵害を停止するとと
もに損害賠償をしなければならないとしている（３１）。このような趣旨から草案は、専
有部分以外の共用の廊下、庭園及び通路、共用キッチン、共用トイレ、上下水道施設
等は共有部分に属する。共有部分には共有の規定を適用する。共用部分の管理権は各
区分所有者に属する。法律に別段の定めがない限り、各区分所有者は持分に応じて管
理権を行使しなければならない。各区分所有者が権利の範囲を超えて共有権を行使し
たときは、侵害行為を停止するとともに損害賠償をしなければならないと規定してい
る（182 条）。 
本草案はまた、区分所有建物の特別部分の権利帰属に関しても想定している。それ
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は、屋上ベランダと地下駐車場に関する問題である。 
（１）屋上ベランダの帰属  
屋上ベランダの帰属問題に関して草案の担当者は、①屋上ベランダは、最上階居住
者の所有権範囲に属するものであって共用部分ではない。そのため、屋上ベランダは
最上階居住者の所有とする、②屋上ベランダは、建物の不可欠の必要部分であるため、
区分所有者の共有にしなければならないとする二つの見解の存在を認めたうえで、次
のように説明している。特別な約定がない場合、屋上ベランダは全体区分所有者の共
同共有に属するものと見ることができる。なぜならば、屋上ベランダはただ最上一階
の附属物として存在するものではなく、各階層、特に敷地の支えを離れて存在するこ
とはできない。また、屋上ベランダには通常供水、アンテナ等の公共設備が設置され
ている。屋上ベランダは事実上区分所有者の共同使用となっている。そのため、区分
所有者が屋上ベランダを独占的に使用することはできないし、また、ある特定部分に
対する単独使用及び収益も認めることができない。しかし、約定がある場合は除く（３
２）。 
（２）地下駐車場の所有権と使用権 
地下駐車場は、一般的空間とは違う特徴をもっている。一般空間の場合は、それが
特定的で、独立的な物ではないため、一般的には所有権の対象にならない。しかし、
地下駐車場の場合は、建物の中に既に一定の空間として存在し、その範囲も明確であ
るため、住居と区別された独立の特定物となっている。この問題に関して草案の担当
者は、次のように説明している。地下駐車場は住居とは別に、単独的に所有権の客体
となる。海外の立法状況から見ると、駐車場の使用に関して法律の規定を設けている
立法例もある。中国の場合、駐車場の使用は分譲業者と区分所有者による契約の約定
によるのが通常である。このような債権的権利によって、区分所有者の駐車権利を保
障することは困難である。そのため、法律で区分所有者の地下駐車場の使用権を明確
に規定し、区分所有者の利益を保障しなければならない（３３）。 
（３）建物敷地使用権 
建物の基礎使用権は一種の抽象的権利であるが、その行使の前提は土地に対する実
際の占有である。そのため、建物の敷地使用権も建物権利の重要な構成部分である。
理論上から見ると、敷地利用権の帰属は屋上の帰属と類似する。そのため、敷地使用
権は各共有者の共有に属する。しかし、区分所有間に約定がある場合は除く（３４）。 
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上述した諸問題の配慮から草案は、区分所有建物の敷地使用権は、各区分所有者が
その専有部分の持分に応じて共有する。但し、区分所有者間に規約の別段の定めがあ
る場合を除く。区分所有者間に規約の別段の定めがある場合を除き、各区分所有者は
その持分に応じて地下駐車場、屋上ベランダに対して使用権を有する（187 条）。 
共有部分の管理と処分に関して草案は、次のような問題を想定している。区分所有
者の管理権は重要な内容であり、区分所有建物の共有部分に関わる問題に関しては、
区分所有者がその決議に参加しなければならない。通常区分所有者は、管理規約を通
して整備された管理制度の確立を望んでいる。管理規約は、区分所有者が建物の管理、
使用及び処分について従うべき規範、自治規則である。法律規定と公序良俗を守る限
り、管理規約は区分所有者が自由に確定することができる。区分所有者の人数が多い
場合は、協議により管理委員会と管理基金を設立することができる。中国の区分所有
建物の管理に多くの混乱が存在するのが現状であり、これらの混乱を公共機関の処理
に頼るのも現実的には困難である。そのため、区分所有建物の管理の自治制度の確立
に力を入れなければならない。しかし、中国の現在の民間自治文化が、いまだ発達し
ていない情況の中で、外国の法律に定められている厳格な会議制度や決議制度の実行
は困難であろう（３５）。このような状況を踏まえて草案は、各区分所有者は、協議また
規約によって、共有部分及び建物に関する事務全体の管理方法を定めなければならな
い。管理協議（３６）は、区分所有者の過半数または区分所有持分の過半数の賛成を得
なければならない。管理協議または管理規約に違反した者は、その違約責任を負う。
区分所有者は、管理協議によって管理委員会を設立することができる。区分所有者の
人数が非常に多い場合は、管理基金を設立することができ、その基金は管理委員会が
管理を行う（191 条）。 
そのなかで管理制度に関しての規定は 2 ヶ条しかない。そのひとつは、共用部分の管
理で、共用部分の重大な改良または共用部分の用途の変更については、管理協議また
は管理規約に別段の定めがない場合は、区分所有者全員の一致によって決定しなけれ
ばならない。区分所有者全員の賛成を得ないで、建物の構造、色または使用目的を変
更することができないと規定した(190 条)。 
区分所有建物の管理として、各区分所有者は、管理協議または規約によって、共用
部分及び建物に関する事務全体の管理方法を定めなければならない。 管理協議は、
区分所有者の過半数または区分所有持分の過半数の賛成を得なければならない。管理
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協議または管理規約に違反した者は、その違約責任を負う。区分所有者は、管理協議
によって管理委員会を設立することができる。区分所有者の人数が非常に多い場合は、
管理基金を設立することができ、その管理基金は管理委員会が管理を行うと規定した
（191 条）。 
 この草案は、共用部分の変更について、管理協議または管理規約に別段の定めがな
い場合には、区分所有者全員の合意によって決定しなければならないとする。また、
共用部分（建物の構造、外壁の色、使用目的）の変更は全員一致を求めている（１90
条）。草案は、区分所有建物の命名権も想定し、建物の命名権は区分所有者全員に属す
ると規定した（183 条）。また、区分所有建物の修繕、建替え（全員一致）、区分所有
建物の売買（譲渡）なども想定しながら、規定を設けることにしている。 
 
 
 
二、本草案の特徴 
 
 
本草案の建物区分所有権に関する規定は、全体的に簡潔でありながら、中国の現状
への配慮と、屋上、地下駐車場等の建物の特別部分の権利帰属問題、建物の命名等重
大事項の想定は、特徴として肯定できると思う。 
しかし、いくつかの疑問もある。共用部分の変更を区分所有者の全員一致の決議に
よるものとしているが、もし、区分所有者のなかで一人でも反対者がいる場合には、
その変更ができなくなる。これは、共用部分の円滑な維持管理に大きな影響を与える
という懸念もある。建替えの決議においても同じ懸念が生じる。また、集会及び規約
で法定の要件より重い要件を定めることは、適当であるかという疑問もある。 
 また、決議事項に関しては、過半数、全員一致の方式をとりながらも、集会に関し
ての具体的な規定を設けてないのは妥当であるか、管理者についての制度設定はどう
なるのだろうかという疑問が残る。 
 
 
 
 26 
  
三、法制委員会草案における建物区分所有権 
 
 
本草案では、建物区分所有に関する規定を独立章をもって規定している。 
 この草案は 11 ヵ条をもって建物区分所有権を構成した（３７）。その内容を見ると、
建物区分所有権の概念（66 条）、建物区分所有者の専有部分に対しての権利義務（第
67－68 条）、建物区分所有者の共用部分に対しての権利（69 条）、区分所有権者会議
（70 条）、区分所有者委員会(71 条)、区分所有権者会議・区分所有者委員会の職責(72
条)、管理規約（73 条）特別事項の決議方法(74 条)、区分所有者会議､区分所有者委員
会の権利(75 条)、建替え(76 条)である。そのなか管理制度に関する規定が占める部分
は 6 カ条である。 
 ここでいう建物区分所有権者会議は、区分所有者全員によって構成される。そして、
この区分所有権者会議は、当該建物及び附属施設の管理機構であると規定してあり(70
条)、管理の主体は、区分所有者全員であるとする。また、区分所有権者の数が多い場
合は、区分所有者委員会を設立する事ができ、当該委員会は、建物区分所有者会議の
決議によって管理の職責を履行する（71 条）と規定し､区分所有者委員会は、区分所
有者会議の決議によって､管理者になることができる。しかし、管理者を解任すること
ができるか、なにによって解任するか、各区分所有者でも個人的に管理者の解任請求
を求めることができるか､いわば､管理者の解任に関しての規定は設けていない。そし
て、管理者の多少はどこで判断するか、管理者はどのような権限をもっているかもあ
まり明確していない。 
 同草案は、建物区分所有者会議または区分所有者委員会は、建物及び附属施設の管
理規約を制定することができる（73 条）と規定した。規約の設定は任意的なものであ
る。しかし、その変更と廃止等規約に関しては、詳細な規定を設けてない 
同草案は、建物及びその附属施設の管理規定、維持、建替え、費用の分担、収益の
配分等の重大な事項は、建物区分所有者会議の議決権の 3 分の 2 以上の同意を得なけ
ればならないと規定し（74 条）、区分所有権者会議の議事は多数決（3 分の 2 以上）
の方式で決議することにした。ここで、維持と建替えは同じような重大な事項に属す
るかの疑問が残る。また、議決権の 3 分の 2 というのは、区分所有者数の 3 分の 2 な
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のか、区分所有権割合の 3 分の 2 なのか、それとも、区分所有者及び区分所有権割合
の 3 分の 2 になのかが明確でない。  
この草案は、社会科学院草案と人民大学草案の折衷的な草案として評価される。し
かし、建物区分所有権に関しては、全体的に非常に簡単なものである。 
上で述べた、三つの草案における建物区分所有権法制度を概観してみると、（１）外
国の立法例を参考にしたもの、（２）中国の実情を参考にしたもの、それぞれ特徴はあ
るが、解決すべき問題も少なくない。周知の通り、中国は、改革解放後経済の急成長
による都市化、住宅改革による住宅の商品化によって不動産業は大盛況であり、都市
部においては、いわゆる中高層分譲マンションが普及した。このような状況は、上述
したように、政府で制定した、いくつかの行政的規定をもって対応する範囲を遥かに
超えている。管理の面においては、地方でもそれぞれの管理条例を制定し、管理の円
滑化を図ろうとしている。そのなかで、管理者の解任等の問題、規約の効力問題、区
分所有者委員会の問題等の管理に関する様々な問題が存在している。 
 これらの問題を解決するためには、早急に中国の現状に合致した建物区分所有権法
制度を成立しなければならないのである。 
 
 
 
 
 
 まとめ 
 
 
 
 本章では、まず中国都市住宅に関する基本政策と制度を考察し、そして、中国物権
法草案における建物区分所有権の成立を歴史的な視点から考察した。さらに三つの物
権法草案における建物区分所有権制度の検討を通じて、中国の建物区分所有法制度の
実態を把握し、今後の課題と問題点を明らかにした。中国の不動産制度の流れ、建物
区分所有法制度の現状、及びその問題点を把握し、先行する日本の区分所有法の整備
の経験からの示唆を求めることができるからである。 
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 経済高度成長による都市化、それによってもたされる人口の都市集中、そして、住
宅制度の改革に伴う住宅の商品化によって、中国の不動産業は現在大盛況である。従
って、都市部においては、中高層分譲マンションがブームになって、その数も急激に
増加している。このような区分所有建物の普及､増加によって、今まで予想されなかっ
た区分所有建物の管理及び区分所有権相互関の調整をめぐる問題が生じている。この
ような状況において、建物区分所有権法制度の立法が必要かされ、中国にとって、建
物区分所有権法制度の確立は、差し追った現実の課題とされた。そして、中国におけ
る代表的な三つの物権法草案のなかに建物区分所有権制度に関する規定を設けること
になった。 
 中国物権法の三つの草案は、建物区分所有権制度に関して、区分所有者の専有部分
に対して有する所有権、共用部分に対して有する共有権、区分所有者の権利義務、区
分所有建物の管理等の面から規定を設けることを狙っている。しかし、人民大学草案
と、法制委員会草案は、これらの問題に関しての詳細な規定は、設けていない。特に
区分所有建物の管理に関しては、｢人民大学草案｣はほとんど取上げていないし、｢法制
委員会草案｣も大まかな規定しか設けていない。これに比べて、｢社会科学院の草案｣
は、諸外国と台湾地区の区分所有法の立法例（３８）を参考にしながら、できる限り具
体的な規定を設けるようにしているが、また触れていない部分もある。例えば、管理
者の解任の問題、集会の手続きの問題等である。つまり、中国における建物区分所有
権制度は、いまだ整備されていない状況であって、これは、中国においての建物区分
所有権法理論の研究に課題とされるべきである。そして、これらの草案をもとに、議
論に検討を加えて、審議に審議をかさねて制定されたのが、2007 年 3 月に採択された
物権法における建物区分所有権制度である。物権法立法により制定された区分所有権
制度は、草案段階に存在した問題点、疑問等をどのように解決しているのか、また現
状のなかで続々生じるマンション管理等の問題、将来に生じる問題等をどのように想
定し、どのような対応をとっているのか、このような疑問を解決するためにも、中国
の区分所有権制度を考察し、検討して見る必要がある。 
第二章においては、中国物権法の概要を概観しながら、中国物権法における区分所
有権制度を考察し、検討を加えて見ることにする。 
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注： 
（１）水本浩ほか編･『アジアの不動産法制』(財団法人 日本住宅綜合センター 平成
6 年)（包建東「中国の不動産法制」 以下包論文と省略）215 頁｡ 劉強・「中国・
建物区分所有権立法のあり方に関する研究」(都市住宅学 34 号 2001 年)（以下
劉論文と省略）97 頁｡中国不動産変革の歴史に関しては、包論文 215 頁以下、劉
論文 97 頁以下を参照。  
（２）中国の行政区域は省､市、県、鎮､郷､村に分ける。鎮は日本の区にあたると思う。 
（３）前掲・包論文 216 頁｡共同綱領第３条は、帝国主義国の在華特権をすべて取り消
し、「四大家族」(蒋､宋、孔､陣)に集中した官僚資本を没収して人民の国家的所有
に帰すこと、段階的に封建・半封建土地所有制を農民的土地所有制に改めること
を規定した。土地改革法３０条は､「土地改革が完成された後､人民政府により土
地所有証書を配布し、あらゆる土地所有者がその所有土地に対する自由経営､売買､
賃貸権利を有する」と規定した。５４年憲法第５条が規定する生産集団の所有形
態には、主として①国家的所有すなわち人民的所有、②協同組合的所有すなわち
勤労大衆による集団的所有、③単独経営の労働者による所有、④資本家的所有が
ある。③④が社会主義的改造の対象となる。 
（４）前掲・劉論文 97 頁｡ 
（５）前掲・包論文 216 頁。 
（６）前掲・劉論文 97 頁。 
（７）公有改造とは、買収､合弁などによって､土地及び建物の個人所有を国家､集団所有
に改造するいわゆる社会主義改造を言う。  
（８）前掲・包論文 221 頁。 
（９）中国では、中高層分譲マンション、あるいは集合住宅のことを商品住宅という。 
（１０）「全国房地産基本状況」（http://www.realestate.gov.cn２００３年９月１8 日） 
（１１）「華声報」(2000 年 8 月 15 日) 
（１２）中国では、長期間にわたって住宅の配分は福祉､供給､非商品性の原則に基づい
て行われた。しかし､住宅制度の改革により、住宅を貨幣で購入する制度に変わ
った。すなわち､住宅が商品化され､無償配分から、有償購入に変化した。 
（１３）中国でいう物業管理とは、住宅所有者が管理会社を選任し、所有者と管理会社
が建物管理契約によって、建物及び附属施設、敷地に対して行う、維持、修繕、
管理活動をいう。  
（１４）物業は、現在使用されている、建物、附属施設及び敷地をいう。例えば、住宅
区、中高層マンション、綜合ビル、オフイス、商業用ビル、ホテル、工業用建
物など。 
（１５）中国建設部に属する社団法人資格の社会団体である。2000 年 10 月に設立され、
現在 1200 個あまりの会員が加入している。 
（１６）「劉志峰副部長の全国物業管理業務会議の報告」
（http://www.reaiestate.gov.cn2003 年７月１6 日）  
（１７）この草案における建物区分所有に関する規定の条文の詳細は、｢資料１｣を見る。 
（１８）梁慧星｢中国物権法草案建議稿｣（社会科学文献出版社、2000 年）275 頁。 
（１９）梁慧星・前掲 275 頁。 
（２０）梁慧星・前掲 282 頁。 
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（２１）梁慧星・前掲 284 頁。 
（２２）梁慧星・前掲 286 頁。 
（２３）梁慧星・前掲 289 頁。 
（２４）区分所有者会議は日本の区分所有法上の集会にあたる。 
（２５）1995 年 6 月 28 日に公布・施行されたマンション管理に関する法律である。こ
の条例は、5 章 52 カ条をもって構成された。その内容は、主に居住者の権利義
務、管理組織、管理委員会・管理者、などに関して規定を設けた。 
（２６）この草案における建物区分所有に関する規定の条文の詳細は、｢資料２｣を見る。 
（２７）王利明編｢中国物権法草案建議稿及説明｣（中国法制出版社、2001 年）316 頁。 
（２８）王利明・前掲 317 頁。 
（２９）王利明・前掲 317 頁。 
（３０）王利明・前掲 318 頁。 
（３１）王利明・前掲 319 頁。 
（３２）王利明・前掲 320 頁。 
（３３）王利明・前掲 320 頁。 
（３４）王利明・前掲 320 頁。 
（３５）王利明・前掲 321 頁。 
（３６）管理協議とは、日本区分所有法の集会の決議のことをいう。 
（３７）建物区分所有に関する規定の条文の詳細は｢資料３｣を見る。 
（３８）外国の立法例として参考にしたのは、ドイツ､日本､スイス、イタリア､オースト
リア等国の区分所有法である。梁慧星編・『中国物権法草案建議稿』(社会科学
文献出版社、2000 年)274 頁以下参照。 
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第二章 中国物権法における建物区分所有権 
 
 
 
周知の通り 2007 年 3 月 16 日、第 10 期全人代第 5 回会議において、中華人民共和
国の最初の物権法が採択された。建物区分所有の規律は、この物権法の中に一つの独
立章として規定されている。 
第一章では、物権法成立の基となる｢物権法草案(三つの草案)｣における区分所有権制
度に関して考察し、検討をおこなった。その上でそれぞれの特徴と問題点を提示した。
果たして、物権法における建物区分所有権制度はどのように整備されたのか。 
本章では、中国物権法の概要（１）を概観した上で、物権法における建物区分所有権
について具体的な法規定の解説を踏まえて、詳しく考察し検討を行う。 
 
 
 
第一節 中国物権法の概要 
 
 
中国物権法は、現代中国で初めて制定された物権法として、極めて深い意味のある
法律である。また、もっとも新しい物権法としても諸外国の関心及び注目を集めてい
る。今回成立した新しい物権法は、比較法的に見ても大変興味深いものといえよう（２）。
しかし、その立法作業は極めて難航した。最大の問題は、物権法の擁護する私有財産
権・私的所有権が、改革の過程で生まれた不合理な既得権益を保障したり、人々間に
広がりつつある貧富の格差を固定化・助長して、共産主義という中国の政治的・社会
政策的立場をなし崩しにするのではないかという、いわば｢国体を脅かす恐れ｣に対す
る強い警戒感にあったようである。物権法が中国の憲法違反的立法であるとの主張も
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見受けられたほどで、出来上がった法文にもその痕跡をうかがうことができる。とり
わけ、土地公有制を堅持しつつ、国有財産を守り、私的所有権と調和する法秩序を構
築することは、立法技術的に多くの困難を伴ったであろうことは、それぞれの物権の
及ぶ範囲や国の監督権限の留保に関する規定などからも容易に推測される（３）。以下
においては、中国物権法の概要を概観してみる。 
 
 
一、中国物権法の立法過程 
 
  
１、 立法の背景 
 
 
改革開放以前、市場経済を導入する前の段階においての現代中国民法学は、旧ソ連
法の影響を受けて、物権自体を社会主義とは無縁の法概念と考え、それに代えて単に
所有権という用語を通用させてきた。ところが、物権法が成立される以前においても、
物権に関する法規定がまったくなくわけでなく、それぞれの法律、行政法規、行政規
則等には、物権に関する規定が設けられていた（４）。しかし、物権法に関する法分野
のなかでは、物権法の総則にあたる部分の規定が欠落し、物権法の基本原則も存在し
なかった。全体的に見ると、物権法秩序としての統一性を欠いていた（５）。 
 現代中国も建国以来、立法機関において民法典の起草作業が 3 度も企図された（６）。
もちろん物権法制定も民法典制定の一環として行われた。しかし、1 回目と 2 回目は
政治情勢により挫折してしまった。このときの民法典草案には、物権編が設けられて
はいなかった。3 回目もその立法の基本方針が、分野別の個別立法を先行させ、後に
これらをまとめて民法典にすることに変更されたため、４稿まで練りあげた民法典草
案も公表されずに終わった。 
 1993 年の憲法改正によって、中国の経済体制は計画経済から市場経済に移行した。
社会主義体制下での市場経済活動を支援するためにも、私有財産をめぐる物権法の整
備が不可欠なことになり、またこれに対応できる民事法体系全般の整備が必要とされ
た。こうして政府は、物権法の起草及び民法典の編纂をもう一度立法計画の中に組み
 33 
入れた。このような背景の下で、物権法の立法作業は進められてきた。 
 
 
２、 立法経過 
 
 
中国物権法の起草作業は 1998 年から始まった。最小の起草は、２つの学者グループ 
に委託され、2000 年には梁草案が、2001 年には王草案がそれぞれ公表された。全人代
常務委員会法制工作委員会は、この 2つの草案に基づいて、2001 年末に物権法草案(以
下法制委員会草案と称する)を作成し、社会各方面からの意見聴取に着手した。結果と
しては、法制委員会草案が物権法草案として、全人代常務委員会の審議に提出される
ようになった。物権法草案は、2002 年 12 月の第 9期全人代常務委員会第 31 回会議に
おいての、民法典草案の一部としての｢物権編｣について、第 1回目の審議が行われた。
2004 年 8 月、全人代常務委員会は、268 条からなる物権法草案を作成し、2004 年 10
月に第 2回審議を行った。2005 年 6 月第 3回審議後、物権法草案は 2005 年 10 月に第
4回審議が行われ、2006 年 8 月第５回審議、2006 年 10 月第 6回審議、2006 年 12 月第
7 回の審議、2007 年 3 月までの 8 回（ひとつの草案が８回まで審議されることは、物
権法がはじめてである）の審議を経て、結局 2007 年 3 月に第 10 期全人代第 5 回会議
において可決された。 
 
 
 
二、中国物権法の概要 
 
 
 中国の物権法は 5編 19 章 247 ヵ条で構成されている。第 1編総則（38 ヵ条）、第 2
編所有権（78 ヵ条）、第 3編用益物権（53 ヵ条）、第 4編（71 ヵ条）、第 5編占有（5
ヵ条）と附則（2ヵ条）である。 
第 1編総則は、第 1章基本原則、第 2章物権の設定、変更、譲渡及び消滅、第 3章
物権の保護で成立っている。第 1章は、物権法総則の総則として位置付けることがで
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きる。第 2章では物権変動の全般を定めている。物権変動においては、効力要件主義
と対抗要件主義の両方を混在させる制度を採用し、不動産登記においては、統一的な
登記制度が導入されている。しかし、統一登記の範囲、登記機関、登記方法について
は規定がなく、今後の立法課題として残された。第 3章は、物権が侵害された場合の
保護措置を規定している。なお、日本民法で議論されている物権的請求権の権利内容
（行為請求権なのか認容請求権なのか）や費用負担の問題については規定がなく、解
釈にゆだねられている（７）。                                
 第 2 編所有権では、土地・建物の収用・徴用の規則、所有権の対象等の一般規定ら、             
建物区分所有、相隣関係、共有、即時取得等の特別な所有権取得の規定まで設けてい 
る。                   
日本では、国有財産や土地の収用は、公法である国有財産法や土地収用法に規定さ
れているが、その見地から見ると、本法は、いまだ私法に純化されていないと言えよ
う（８）。また、所有権の対象が国家所有権・集団所有権・個人所有権に限定されてい
ることは、中国物権法の特徴のひとつである。第 6章は区分所有権に関する規定であ
るが、これに関しては本章の第 2節で詳しく述べることにする。第 7章相隣関係は、
相隣関係を処理する際の原則及び個別な規定を設けている。第 8章共有は、共同所有
の形態として、持分共有と共同共有の規定を設けている。持分共有は日本民法におけ
る通常の共有に相当し、共同共有は合有に相当する。第 9章所有権取得に関する特別
規定は、所有権の原始取得に関する様々な規定を設けている。 
 第 3 編用益物権では、一般規定として、自然資源について有償使用の制度を採用す
ることを定めるほか、土地請負経営権、建設用地使用権、宅地使用権、地役権の具体
的な用益物権に関しても規定している。第 11章土地請負経営権は、農業経営を目的と
して国家所有または集団所有の土地を使用し、収益する用益物権（125 条・134 条）で
あって、機能的には日本民法の永小作権に似ているともいわれている。第 12 章建設用
地使用権は、都市部の土地の使用収益権である（135 条）。機能的には日本民法の地上
権に相当する。第 13 章宅地使用権は、農村部の集団所有地を、宅地として使用する場
合に限定して認められる使用収益権である（152 条）。第 14 章は地役権であるが、比
較的に詳細に規定を設けている（162 条－167 条）。 
 第 4 編担保物権では、抵当権、質権、留置権のみを規定している。第 16 章抵当権は、
普通抵当権と根抵当権について規定を設けている。第 17 章質権は、動産質権と権利質
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権に関して規定を設けているが、不動産質権は認めてない。第 18 章留置権は、留置権
の目的物を動産に限られて規定を設けている。 
 第 5 編占有では、占有者所有権と占有訴権のみの簡潔な規定を設けている。 
 
 
 
 三、中国物権法の特徴及び意義 
                                                                             
 
 
中国物権法の特徴としてまず取り上げられるのは、平等保護の原則である。物権法 
は、物権に対する法律の保護について、｢国、集団又は個人その他の権利者の物権は、
法律の保護を受ける。いかなる組織又は個人も、これを害してはならない｣（第 4条）
と規定している。これは平等保護原則の反映である。この原則によって、中国物権法
の所有権の主体は分類（国家、集団、個人）化され、対象も限定されている。これは、
公有制を重心に他種の経済制度も併存している中国国情の反映でもある。 
 次の特徴としては、中国の特色がある中国独自の物権を創設したことである。他の
国の物権には見られない、土地請負経営権、建設用地使用権、宅地使用権といった物
権は、中国の国情に応じて、物権法によって認められた物権である。この関係で、用
益物権が物権法の中心を占め、特に重要な意味を有する。中国物権法はこれらの規定
をもって、公有制度においての、私権の市場進入の難問の解決を図っている。 
 中国物権法立法の意義は、私有財産を認め、その範囲の拡大及び私有財産に対して
の保護を宣言したことであると思う。 
 
 
 
 第二節 中国物権法における区分所有権制度 
 
 
 中国の経済成長と住宅制度の改革に伴って、不動産業は急激に発展している。した
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がって、中国のマンションの数も著しく増加している。マンションをめぐる問題は、
21 世紀中国市民の社会生活にかかわる最大の法律問題の一つといっても過言ではな
いと思う。建物区分所有権は不動産物権の中の、重要な私的権利となった。建物区分
所有権について物権法は、所有権なかの独立章として、14ヵ条をもってその規定を設
けている。 
以下においてはその区分所有権に関する具体的な規定を考察して見ることにする。 
 
 
一、区分所有者（原語は「業主」（９））の建物の区分所有権 
 
 
第 70 条 [区分所有権の内容] 区分所有者は、建物内の住居又は事業等に用いる専 
有部分に対して所有権を有し、専有部分以外の共用部分（原語は「共有部分」）に対し 
て共同所有及び共同管理の権利を有する。 
本条は、建物区分所有権の基本内容に関する規定である。本条の規定から見ると、 
区分所有者は建物内の住居、事業等に用いる（店舗、事務所等）専有部分に対して所 
有権を有し、その専有部分に対して占有、使用、収益及び処分する権利がある。 
 区分所有者は、専有部分以外の共用部分、例えばエレベータ、廊下、階段、共同貯 
水槽外壁面、水道主管、電気主線（１０）等に対して共有の権利を有する。 
 区分所有者は、専有部分以外の共用部分に対して共同管理の権利を有する。 
本条は、建物区分所有権の定義において二元論説を採っている。 
 
 第 71 条 [専有部分に対する権利義務]区分所有者は、その専有部分に対して、占有、 
使用、収益及び処分する権利を有する。区分所有者は、権利を行使する際に、建物の 
安全に有害な行為をしてはならず、他の区分所有者の権益に損害を与えてはならない。 
 この条文は、区分所有者の専有権に関する規定である。区分所有者は建物内の住居、 
事業等に用いる専有部分に対して専有権を有する。本条は、その権利を具体的に、専 
有部分に対する占有、使用、収益及び処分権と規定している。 
 しかし、区分所有者の専有権の行使は一定の制限を受けている。これは、専有部分 
と共用部分の一体性、不可分離性の建物区分所有権の特殊性によるものである。これ 
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を想定して本条は、区分所有者が専有権を行使する際に、建物の安全を害してはなら 
ず、他の区分所有者の権益に損害をあたえてはならないと規定した。これは日本区分 
所有法（以下日本法という）の共同利益違反行為の禁止（日本法 6条１項）規定を参 
考にしていると思う。 
 
第 72 条 [共用部分に対する権利義務]区分所有者は、専有部分以外の共用部分に対
して、 
権利を有し、義務を負う。権利の放棄を理由に義務の履行を拒絶してはならない。 
２ 区分所有者が建物内の住居又は事業に用いる専有部分を譲渡するときは、その
共用部分に対する共同所有及び共同管理の権利も一括して譲渡するものとする。 
この条文は、区分所有者の共用部分に対しての権利義務に関する規定である。本条
は共用部分を専有部分以外の共有部分と規定し、共用部分の例示として、廊下、階段、
エレベータ、外壁、共同用の貯水槽、水道管、電気線、及び区分所有者が共同使用の
管理用部屋、緑地、道路、共用施設、その他の公共場所をとりあげている（１１）。しか
し、法律に別の定めがある場合は除く。日本法の規約共用部分に関する規定は、想定
していないと思う。 
区分所有者の専有部分以外の共用部分に対する権利、義務には、共用部分に有する共 
有権と共同管理権の二つの内容が含まれている。区分所有者は、共用部位と共用設備、 
施設の使用、収益、維持等の事項に関して管理の権利を行使すると同時に、共用部分 
の管理の義務も負わなければならない。区分所有者は、権利の放棄を理由に義務の履 
行を拒んではならない。 
 区分所有者の専有部分の所有権、共用部分の共有権及び共同管理権は不可分的な権 
利であって、区分所有者が専有部分の所有権を失った場合は、したがって、共用部分 
の共有権及び共同管理権も失われる。以上が、本条の趣旨である。 
 
第 73 条[建築区画内の道路等の所有権の帰属]建築区画内の道路は、区分所有者の共
有に属する。ただし、都市部の公共道路に属する場合はこの限りではない。建築区画
内の緑地は、区分所有者の共有に属する。ただし、都市部の公共緑地に属する場合又
は個人に属することが明示される場合はこの限りではない。建築区画内にある他の公
共場所、公用施設及び不動産を管理するための建物は、区分所有者の共有に属する。 
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この条文は、建築区画内の道路、緑地、その他の公共場所、公用施設と管理用部屋
の帰属に関する規定である。道路、緑地、その他の公共場所、公用施設、管理用部屋
の所有権の帰属が明確でないため、区分所有者と分譲業者、区分所有者と管理会社間
のドラブルや紛争が多い。そのため、これらに関して明確に規定しなければならない。
しかし、いかに規定するかという問題に関しては、審議の段階においても様々な議論
があった（１２）。現状から見ると、建物区画内の緑地は原則的に区分所有者に属してい
る。道路は、区分所有者に属する場合と、市（国）に属する場合に分かれている。立
法部門の観点は、道路、緑地、その他の公共場所、公用施設と管理用部屋は、建物の
附属施設として、原則的には区分所有者の共有に属するとしている（１３）。このような
趣旨から、本条のような規定が設けられることになった。しかし、本条でいう緑地、
道路の区分所有者所有は、緑地、道路の土地所有権に対しての認容ではなく、緑地、
道路が土地上の附着物として区分所有者に権利を帰属させることを意味する。 
 
第 74 条[建築区画内の駐車場又は車庫に関する権利関係]自動車を止めるために計
画された建築区画内の駐車場又は車庫は、まず区分所有者の需要を満たさなければな
らない。 
２ 自動車をとめるために計画された建築区画内の駐車場又は車庫の帰属は、売買、
付随的贈与又は賃貸などの方法で約定する。 
３ 区分所有者の共有に属する道路又はその他の場所を占用し、これを駐車場とし
た場合は、その駐車場は、区分所有者の共有に属する。 
この条文は、駐車場と車庫に関する規定である。区分所有権の中で、駐車場、車庫
の所有権帰属問題に関する議論も多い。この問題は、区分所有者の利益に密接な関係
があるため、注目される問題のひとつである（１４）。立法担当者によると、区分所有者
の共有に属する財産とは、分割することができない、いかなる区分所有者にも専有で
きないものだ。エレベータ等の公用施設と、緑地等の公用場所がその例である。不動
産市場の現状から見ると、駐車場又は車庫の帰属は、当事者が売買、付随的贈与又は
賃貸などの方式で区分所有者の専有又は専用に属するかを約定する。駐車場、車庫を
区分所有者の共有に帰属した場合、駐車場、車庫と住居の配当割、区分所有者の居住
面積、マンションの分譲状況等が全部異なるため、区分所有者の共有とし管理するの
は困難である。このような趣旨から本条の第 2 項は、自動車をとめるために計画され
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た建築区画内の駐車場又は車庫の帰属は、当事者が売買、付随的贈与又は賃貸などの
方式で約定すると規定した。また、分譲業者が駐車場、車庫を区分所有者以外の者に
高価で販売し、区分所有者が利用する駐車場又は車庫が不足したり、無くなったりし
て公用の道路或いはほかの場所を占用する問題を解決するために本条第 1 項は自動車
を停めるために計画された建築区画内の駐車場又は車庫は、まず区分所有者の需要を
満たさなければならないとしている。また第 3 項は、区分所有者の共有に属する道路
又はその他の場所を占用し、これを駐車場とした場合は、区分所有者の共有に属する
と規定した（１５）。 
 
第 75 条[区分所有者会議]区分所有者は区分所有者大会を開催し、区分所有者委員会
の選挙をすることができる。 
２ 地方人民政府の関係部門は、区分所有者大会の開催、区分所有者委員会の選挙
に対して、指導及び協力をしなければならない。 
この条文は、区分所有者大会、区分所有者委員会の設立に関する規定である。区分
所有者大会は、区分所有者全員により組織された、区分所有者の自治組織であり、建
築区画内の建物及びその附属施設の管理機構である。この趣旨から本条は、区分所有
者は区分所有者大会を設立することができると規定した。また区分所有者の人数が多
い場合を想定し、その場合は区分所有者委員会を組織することができると規定した。 
区分所有者大会は、区分所有者の自治組織として、区分所有者の利益と密接な関係
がある。しかし、諸要素により区分所有者大会の設立が難航する場合もある。このよ
うな状況を想定して、本条は第 2 項において、地方人民政府の関係部門は、区分所有
者大会の開催、区分所有者委員会の選挙に対して、指導及び協力をしなければならな
いと規定している。 
 
第 76 条[区分所有者の共同決定事項及びその方法]次の各号に掲げる事項は、区分所
有者が共同で決定する。 
① 区分所有者大会議事規則の制定及び改正 
② 建物及びその附属物の管理規約の制定及び改正 
③ 区分所有者委員会の選挙又は区分所有者委員の交代 
④ 不動産管理会社（原条文は「物業服務企業」）又はその他の管理人の選任と解任 
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⑤ 建物及びその附属物の維持、修繕資金の調達と使用 
⑥ 建物及びその附属物の改築及び建替え 
⑦ 共同所有及び共同管理に関するその他の重大な事項 
２ 前項の第⑤号と第⑥号の事項を決するときは、専有部分が建物総面積の三分の二
以上を占め、かつ総人数の三分の二以上を占める区分所有者の同意を得なければなら
ない。前項のその他の事項を決するときは、専有部分が建物総面積の過半数に達し、
かつ総人数の過半数に達する区分所有者の同意を得なければならない。 
 この条文は、区分所有建物の重大事項及びその議決権に関する規定である。区分所
有建物の管理に関する重大事項の決定には、その財産権を有している区分所有者の全
員が関与しなければならない。そして、これは集会による多数決議によるものとして
いる。本条は、区分所有者大会において、区分所有者が共同で決めることができる事
項を定めたうえで、第 2 項においては、多数決議での議決権に関して定めている。多
数決議においての決議の単位は、共有持分と区分所有者の頭数を要素としている。普
通事項に関しては、過半数決議に、重大事項の場合は三分の二の多数決議によると規
定している。 
 
第 77 条[用途の変更]区分所有者は、法律、法規及び管理規約に違反し、住居を事業 
用に変更してはならない。区分所有者が住居を事業用に変更する場合は、法律、法規
及び管理規約に従うほか、利害関係を有する区分所有者の同意を得なければならない。 
 この条文は、住居を店舗、事務所などの事業用に変更することに関する規定である。
いわば、専有部分の不当使用に関する規定である。日本の区分所有法は、｢区分所有者
は、建物の保存に有害な行為その他建物の管理又は使用に関し区分所有者の共同の利
益に反する行為をしてはならない｣（日本区分所有法第 6条 1項）と規定している。共
同利益に反する行為を、不当毀損行為と不当使用行為とに分けることができる。住居
を店舗、事務所等の事業用に変更する行為は、専有部分を規約等で定められている用
途以外の目的で使用する不当使用行為に当たる。諸外国の立法例を見ても、共同利益
背反行為の禁止規定は設けられている。 
 本条も、区分所有者は、法律、法規及び管理規約に違反し、住居を事業用に変更し
てはならないと規定した。また、やむを得ず変更する場合を想定して（１６）、区分所有
者が住居を事業用に変更する場合は、法律、法規及び管理規約に従うほか、利害関係
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を有する区分所有者の同意を得なければならないと規定している。 
 
 第 78 条[区分所有者大会及び区分所有者委員会の決定の効力]区分所有者大会又は
区分所有者委員会の決定は、区分所有者に対して拘束力を有する。 
 ２ 区分所有者大会又は区分所有者委員会が行った決定が、区分所有者の合法的な
権益を侵害した場合、侵害された区分所有者は、人民法院にその取消しを請求するこ
とができる。 
 区分所有者大会は、建築区画内の区分所有者全員参加により組織された区分所有者
の自治組織であり、建築区画内の建物及び附属施設の管理機構である。区分所有者委
員会は、区分所有者大会の執行機関として、区分所有者大会の決議事項を実行する。
区分所有者大会と区分所有者委員会は自治管理の権力機関と執行機関であり、それに
より行われた決議は、全体区分所有者に対して拘束力をもっている。本条は、現状の
中で区分所有者大会、区分所有者委員会の決定が、区分所有者の権益を損害する場合
を想定して、区分所有者大会又は区分所有者委員会が行った決定が、区分所有者の合
法的な権益を侵害した場合、侵害された区分所有者は、人民法院にその取消しを請求
することができると規定した。 
 
第 79 条[建物及びその附属物の維持、修繕]建物及びその附属物の維持、修繕資金は、
区分所有者の共有に属する。建物及びその附属物の維持、修繕資金は、区分所有者の
共同決定に従い、エレベータ、貯水タンク等の共用部分の維持及び修繕に用いること
ができる。維持、修繕資金の調達及び使用状況は、公開しなければならない。 
この条文は、区分所有建物及びその附属施設の修繕資金の帰属、用途及び調達と使
用に関する規定である。中国は住宅制度の改革により、いままで国、政府機関、企業
等が負担した住宅の修繕費用を居住者が負担することになった。大規模高層マンショ
ンの増加により、修繕費用をめぐる問題も増加してきた。これを想定して本条は、建
物及び附属施設の修繕資金に関して規定を設けた。本条の規定によると、修繕資金の
所有権は区分所有者の共有に属し、その用途としては、専有部分以外の共用部分の修
繕に使われる。また、区分所有者が修繕資金の調達状況を把握し、修繕資金の使用を
監督するためには、修繕資金の調達、使用状況を公開しなければならないと規定して
いる。 
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第 80 条[建物及びその附属物の費用分担]建物及びその附属物の費用分担又は収益
分配等の事項は、約定がある場合はその約定に従って確定する。約定がない又は約定
が不明確の場合は、区分所有者の専有部分が建物の総面積に占める割合に従って確定
する。 
この条文は、区分所有建物及びその附属施設においての費用の分担、収益の配当に
関する規定である。建物を良好の状態でより長く保つためには、建物及びその附属施
設に対して、常に維持管理、または、必要な修繕行為を行わなければならない。当然、
維持、修繕には費用がかかる。また、建物及び附属施設を利用して収益を得る場合も
ある。区分所有者の建物及びその附属施設の費用分担又は収益配当問題を如何に決め
るかに関しては審議の段階で様々な議論があったが（１７）、この問題は、区分所有者の
区分所有権の行使であって、区分所有者が法律によって処分することができるという
趣旨から（１８）本条は、建物及びその附属施設の費用の分担又は収益の配分等の事項
は、約定がある場合はその約定に従って確定すると規定した。また、約定がないまた
は約定が不明確の場合は、原則的に区分所有者の専有面積が建物の総面積に占める割
合に従って確定すると規定した。 
第 81 条[建物及びその附属物の管理]区分所有者は、自ら建物及びその附属物を管理
することができ、不動産管理会社又はその他の管理人に委託して管理させることもで
きる。 
２ 区分所有者は、法律に従い、建設者の委託した不動産管理会社又はその他の管
理者を交代させることができる。 
この条文は、管理方式に関する規定である。管理方式には自主管理と委託管理の方
式があるが、中国物権法の場合は、管理方式において自主管理と委託管理の両方を可
能とする方式をとっている。自主管理の方式は主に、区分所有者の人数が少ない場合
を想定している（１９）。委託管理を主な管理方式として想定しており、それに加えて管
理者方式も想定している（２０）。中国の場合、区分所有者大会が設立される前の段階に
おいて、分譲業者が委託した管理会社がその管理を担う。しかし、区分所有者全員に
より組織された区分所有者大会が設立され、自らの意思による自主管理、または委託
管理を望む場合がある。このような状況を想定して、本条は、区分所有者は、法律に
従い、建設者の委託した不動産管理会社又はその他の管理人を交代させることができ
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ると規定した。 
 
第 82 条[不動産管理会社又はその他の管理人]不動産管理会社又はその他の管理人
は、区分所有者の委託に従い、建築区画内の建物及び附属施設を管理し、かつ、区分
所有者の監督を受ける。 
この条文は、不動産管理会社又はその他の管理者と区分所有者間の関係に関する規
定である。区分所有者は、不動産管理会社又はその他の管理人に委託して管理させる
ことができる（81 条）。その委託の方法、手順等は区分所有者が共同で決定する（76
条）。区分所有者は、不動産管理会社又はその他の管理人を選定した場合、管理契約を
結び、区分所有建物及びその他の附属施設の管理権を管理会社又はその他の管理人に
委託しなければならない。区分所有者と管理会社又はその他の管理人との関係は契約
関係である。管理会社又はその他の管理人は、契約の権限の範囲内で、契約に定めら
れた内容に従って管理義務を果たさなければならない。又その管理活動は、区分所有
者の監督を受ける。 
 
第 83 条[区分所有者の義務並びに区分所有者大会及び区分所有者委員会の権限]区
分所有者は、法律、法規及び管理規約を守らなければならない。 
２ 区分所有者大会又は区分所有者委員会は、ゴミの放置、汚染物若しくは騒音の
排出、規定に反する動物の飼育、法規に反する建築、通路の占拠及び管理費用支払い
の拒絶等の他人の合法的な権益に損害を与える行為に対して、法律、法規及び管理規
約に従い、行為者に、侵害の停止、危険の除去、妨害の排除及び損害の賠償を命じる
ことができる。区分所有者は、自己の合法的な権益を侵害する行為に対して、法律に
従い、人民法院に訴えを提起することができる。 
この条文は、区分所有者の義務、共同利益違反行為の禁止、義務違反行為に対する
措置に関する規定である。法律、法規及び管理規約を守るのは区分所有者の義務であ
る。騒音、悪臭などの発散、ゴミの放置、規約に違反する動物の飼育等は共同生活上
の不当行為である。法規に違反する建築、通路の占拠等は不当使用行為である。管理
費の不払い、共同生活上の不当行為、不当使用行為は建物の管理又は使用に関し区分
所有者の共同の利益に反する行為である。義務違反行為に対する措置として、違反行
為の停止などの請求、損害賠償請求、侵害を受けた区分所有者が法律に従って人民法
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院に提訴すること、共同侵害を受けた区分所有者らが代表を推薦して人民法院に提訴
することである。区分所有者大会、区分所有者委員会の訴訟資格に関しては規定して
いない。 
 
 
 
二、中国物権法における建物区分所有権の特徴及び問題点 
  
 
 以上においては、物権法における建物区分所有権に関する規定を踏まえて、その条
文の趣旨、目的、理由等の面から中国区分所有権制度を考察し、検討してみた。これ
に基づいて、以下においては、中国建物区分所有権の特徴及び問題点を明らかにする
ことを試みてみる。 
 
 
１、 中国建物区分所有権の特徴 
 
物権法における建物区分所有権の特徴を見ると、区分所有者は全員で建物・附属施
設・敷地の管理を目的とする区分所有者大会を構成する。また、区分所有者大会の執
行機関である区分所有者委員会を選挙することもできる（75 条）。ただ、これらが法
人格を有するか有しないかに関しては明確に規定してないが、どちらかといえば法人
格を有しないようである。道路・緑地・公共の場所・公用の施設は建物の附属施設と
して原則的に区分所有者に共有される（73 条）。区分所有者以外への駐車場の譲渡・
賃貸を防ぐため、建築区画内の駐車場はまず区分所有者の需要を満たさなければなら
ない（74 条 1 項）。また、共用の道路あるいは他の場所を占用する駐車場は、区分所
有者の共有になると規定した（74 条 3 項）。日本でも問題になってきた分譲業者など
の駐車場専用使用権の留保は認めていない。 
法文をもって駐車場所有権の帰属問題を規定することによって、この問題をめぐる紛
争を未然に防止することが意図されているともいえよう。 
 大修繕・復旧・建替えは、建物の総面積及び総人数の各 3 分の 2 以上の特別多数決
 45 
議が必要とされるが、それに関する詳細な規律はない（76 条 2 項）。区分所有建物の
管理については、専門業者への委託を念頭において現実的な規定が設けられている（81
条・82 条）。区分所有者に禁止違反の行為があった場合には、区分所有者大会等の普
通決議によらなくても、直接人民法院に訴えを提起することができる（83条2項2文）。
全体的に見ると簡潔で、また、日本の区分所有法とは違い、団地に関する規定は存在
しない。 
建物区分所有権のなかで、管理権を重視していることも、中国建物区分所有権の特
徴である。 
 
 
２、 中国建物区分所有権に存在する問題点  
 
 
物権法における建物区分所有権は、上述したような特徴もあるが、反面またいくつ
かの問題点も存在している。 
１ 全体的に見ると規定の内容が簡単である。管理権に関する規定以外には、その
内容が簡単すぎである。立法規定が簡単すぎ、ほとんどの問題の解決は司法解釈によ
ることになる。これは立法にあたっては、あまり細かい規定はしないという、中国立
法思想を反映しているのだと思われる。 
 ２ 区分所有建物の専有部分と共用部分の範囲にその明確性が欠いている。物権法
における建物区分所有の規定から見ると、専有権に関する原則的規定（第 71 条）と、
共有権に関する原則的規定（第 72 条 2 項、第 73 条、第 74 条）は設けられているが、
専有部分に関する定義、その範囲に関しては明確に規定していない。共用部分の範囲
に関する規定も不完全である。 
 ３ 区分所有者の専有部分と共用部分に対して有する権利義務に関しての具体的な
内容は、ほとんど規定されていない。物権法における建物区分所有権は、区分所有者
の義務を定めるに止まった。権利の具体的内容と具体的な規則がないと、その法を適
用する際には困難をもたらすと思う。 
４ 区分所有者大会と区分所有者委員会の性格が明確化されていない。最も大きな
問題は、区分所有者大会と区分所有者委員会のその他の組織としての性格を明確化し
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ていないことである。区分所有者大会と区分所有者委員会は、区分所有者の団体であ
って、実務においては、管理会社と契約を締結したり、訴訟においては全体区分所有
者の代表として、その活動に参加したりする。そのため、区分所有者大会と区分所有
者委員会は、その他の組織である。その団体性に対して規定がなされていないという
ことは、区分所有者の権利の保護に不利な影響を与える。 
 
 
 
 
 
 
 
まとめ 
 
 
 本章においては、今回新しく成立された中国物権法の立法背景、経過、概要、特徴
及び意義などの面から、まず中国物権法の概要を概観した。そのうえで、物権法にお
ける区分所有権を考察、検討し、その特徴と問題点を明らかにすることを試みた。 
中国区分所有権をまとめてみると、専有部分・共用部分の範囲に関しては、専有部
分か共用部分かについて法律上確定しており、規約により任意にこれを定めることは
できないとしている。 
管理主体については、区分所有者が他と協力して行っていく法制度を採っていると
考えられる。日本法での｢区分所有者団体｣に関する規定もないし、団体性も希簿であ
る。また、区分所有者の集合体は、法人格を有しない。 
規約に関しては、規約の設定が必ずしも法に義務付けられていないが、区分所有建
物管理において、法は規約の存在を想定している。日本法の規約事項に関する規定（日
本法 30 条）は存在しない。 
 集会においては、多数決議においての決議の単位については、共有持分と区分所
有者の頭数を要素としている。集会の多数決議の種類に関しては、過半数決議と多数
決議の二種類がある。 
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執行機関は、区分所有者委員会である。執行機関には管理者方式と、理事会方式が
あるが、中国の場合は管理者方式を採用していると思われる。 
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注 
 
（１）中国物権法の立法経緯、概要、意義などについての詳細は、松岡久和・鄭芙蓉｢中
国物権法成立の経緯と意義｣（ジュリスト№1336 2007．6．15 38 頁以下）、河
上正二・王冷然｢中国における新しい物権法の概要と仮訳｣（NPL №857 2007．
6．15 16 頁以下）を参考にする。法条文の日本語訳も参考または引用する。 
（２）河上正二・王冷然・前掲の 16 頁。 
（３）河上・王・前掲 16 頁。 
（４）松岡久和・鄭芙蓉前掲 39 頁。 
（５）松岡・鄭前掲 39 頁。 
（６）松岡久和・鄭芙蓉前掲 38 頁。 
（７）松岡久和・鄭芙蓉前掲 41 頁。 
（８）松岡久和・鄭芙蓉前掲 41 頁。 
（９）住居所有者のことをいう。 
（１０）胡康生主編｢中華人民共和国物権法釈義｣（法律出版社、2007 年）167 頁。 
（１１）胡康生・前掲 170 頁。 
（１２）胡康生・前掲 173 頁。 道路、緑地の帰属問題に関して様々な議論があった。
①道路は国家所有であって、区分所有者は使用権を有する。②緑地は土地の使
用効能の一種であって、その本質は土地である。都市部の土地は国家所有であ
り、区分所有者が有するのは使用権であって、所有権ではない。③都市部の土
地は国有であって、道路も緑地もその所有権は国に属する。④区分所有者が住
宅を購入した後、その住宅に有する所有権には、建物内の住居、店舗などの専
有部分に有する専有的、独立的所有権と、専有部分以外の道路、緑地、その他
公共場所、公用施設と管理用部屋などの共有部分及び建物の附属施設に有する
共有権がある。⑤建築区画内の道路、緑地、その他の公共場所、公用施設と管
理用部屋の所有権の帰属は、投資した 
ものが所有するという原則によって確定する。 
（１３）胡康生・前掲 173 頁。 
（１４）駐車場の帰属問題に関しては、二つの観点があった。ひとつは、駐車場、車庫
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は区分所有者の共有に属するという観点。もうひとつは、駐車場、車庫の帰属
問題に関して、区分所有者と分譲業者の間に約定がある場合にはその約定に従
う。約定がない場合または約定が明確ではない場合には、区分所有者の共有に
属する。 
（１５）胡康生・前掲 175 頁。 
（１６）中国の場合は、失業者が生活のために店舗などを運営する場合を想定する。 
（１７）胡康生・前掲 185 頁。  区分所有者が建物及びその附属物に対する費用分担、
収益配当問題を如何に規定するかに関しては様々な議論があった。①区分所有
者の専有面積が建築物総面積に占める割合によって確定する。②区分所有者の
専有部分が建物に占める価値の割合により確定する。③区分所有者の専有部分
の面積、購入するときの時価などを総合的な要素を考慮しなければならない。 
（１８）胡康生・前掲 186 頁。 
（１９）胡康生・前掲 187 頁。 
（２０）胡康生・前掲 187 頁。 現代マンションは建物及び附属施設において、その機
能的にも新しい技術を取り入れ現代化されているため、その管理は複雑で、よ
り専門化されているため、区分所有者の自主管理は困難である。不動産管理会
社が統一した専門化管理を行うのがより望ましいところである。 
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第三章 日本における区分所有権法制度の変遷 
 
 
 
 日本における区分所有法制度を概観することは、ここまで考察してきた中国物権法
における建物区分所有権制度の整備にとって、示唆となるものである。中国における
商品住宅（いわゆるマンション）普及の形態が、日本のマンション形態の普及の流れ
よりも急であり、短期に拡大している情況を鑑みれば、迅速な法制度の整備が必要で
あり、ゆえに先行する日本の法制度に学ぶことは重要かつ重大な意義がある。 
 
 
 
 
第一節 昭和 37 年区分所有法（１） 
 
 
 
一、立法の背景及び目的 
 
 日本では近代法体系を構築した当初より建物の私有体制が確立されていた。明治 29
年に制定され、明治 31 年から施行された民法典では、すでに建物区分所有制度を認め
ていた。日本民法旧 208 条（２）（｢建物の区分所有等に関する法律｣附則 3 条により削
除）によれば、「数人で一棟の建物を区分し、その一部を所有するときは、建物及びそ
の附属物の共用部分はその共有に属するものと推定し」（同条１項）、「共用部分の修繕
その他の負担は各自の所有部分の価格に応じて分割（同条２項）」としていた。民法
208 条は、ナポレオン民法 644 条がそのまま継受されている。民法典での区分所有は、
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建物には所有権の目的となる部分と共用部分があること、共用部分の法律関係は共有
であり、負担は共有持分の割合で行うこと、が規定されていた。しかし、この規定は
利用されることがない､いわば死せる制度だった（３）。 
 当時の状況に関して、当時の立法担当者は、次のように説明している。「日本の家屋
は、棟割長屋を別とすれば、一般に区分所有に適するような構造を具えてなかったし、
棟割長屋は、一般に賃屋経営の手段として利用されていたので､これを区分して所有す
るという場合は、実際には極めて少なかったといえるからである。従って、以前は、
建物の区分所有といえば、ほとんど棟割長屋を対象とするものに限られており、西洋
に古くから存在したといわれる階層的所有権は、わが国では皆無に近い状態であった」
（４）。 
 ところが、昭和 30 年前後、日本経済の高度な成長により､都市において中高層の近
代的建築物が普及し、これに伴って、建物を階層的に区分所有することができ、従っ
て､今まで適用されることの少なかった建物区分所有制度が、あらためてその価値を見
直されることになったわけである。中高層建物の区分所有を生ずる代表的な事例に関
して、当時の立法担当者は次のように説明している。「ひとつは、当時日本住宅公団や
各地の住宅公社・住宅協会、あるいは民間の不動産会社の行っている中高層アパート
の分譲を挙げることができる。もう一つは、区分所有目的とする営業用の中高層住宅
やいわゆる下駄ばき住宅の、共同出資による建築である。このような中高層建物の区
分所有は、多くの利点を備え､都市近代化の時流にも適合するものであるため、次第に
増加する傾向にあり、この傾向は、都市の再開発に関する各種の施策に利用され、こ
とに昭和 36 年制定された市街地改造法や防災建築街区造成法が、区分所有にかかる中
高層建物を多数建築することによって、今後もますます推進されることは注目すべき
現象である」（５）。 
 ところで、中高層建物のような階層区分所有の場合には、その法律関係の複雑さに
よって、区分所有者全員によって共同使用されるべき廊下･階段などの共用部分の管
理･使用面から生ずる問題や、階層区分所有権と敷地使用権についての法的規制の問題
が生じることが予想された（６）。 
 しかし、法制定当時において実際には、区分所有の対象となる建物はそれほど多く
なかった。当時において、日本住宅公団が昭和 30 年度から 36 年度までに建設した分
譲住宅は 6,732 戸、市街地施設つき住宅(いわゆる下駄ばき住宅で、下層の施設部分は
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土地提供者の所有とし、上層のアパート部分は公団が所有している｡) は 180 棟であっ
て、また東京都住宅公社が昭和 30 年１１月から 37 年２月までに建設した分譲住宅は
29 棟 591 戸、市街地施設つき住宅は、13 棟である（７）。そこにおいては、特に区分
所有建物についての具体的の問題や課題が顕在化したわけではないが、今後増加が予
想される区分所有建物について将来生ずるであろう問題に対処するために、あらかじ
め区分所有関係を規律する立法を確立しておこう、というものであった（８）。昭和 37
年区分所有法の制定の理由は、法務省立法担当者の説明によると、次のようなもので
あった。 
 「建物の区分所有関係を規律する法律の規定は、これまで極めてわずかであって、
法 208 条が、建物及びその附属物の共用部分は区分所有者の共有と推定すること(第 1
項)及びその共用部分の修繕費等は各自の所有部分の価格の割合で分担すること(第 2
項)を定めていたほかは、同法 257 条が、右の共用部分については共有分割の請求を許
さないことを明らかにしていたにすぎない。棟割長屋の区分所有しか存在しなかった
民法制定当時においては、この程度の規定で満足すべきであったであろうとも思われ
るのであるが、すでにビルデイングの階層的区分所有の発生を見るに至った今日にお
いては、これをそのまま放置しておくことは、もはや許されない（９）」と述べる｡ 
 上述した事情によって、昭和 37 年に、民法 208 条を廃止し、新たに「建物の区分
所有などに関する法律」が制定された。特別法としての昭和 37 年区分所有法は、どの
ようなものであるか、これを把握するために以下において、昭和 37 年区分所有法の基
本内容と特徴を概観して見ることにする。 
 
 
 二、昭和 37 年区分所有法の基本内容及び特徴 
 
 
 昭和 37 年の区分所有法は、37 条からなる。まず、1 条では、区分所有権の目的物
の要件を規定する。2 条では、区分所有権、区分所有者、専有部分、共用部分等の定
義を定める。3 条は共用部分自体に関する事項、4 条は、共用部分の所有権の帰属関係
及び登記について定めている。5 条は、区分所有者の権利義務を、6 条は、先取特権を、
7 条は、敷地の使用権との関係において区分所有権の売渡請求権を規定する。そして、
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8条から 15条までは共用部分の共有につき民法の例外としての特別規定をおいている。
16 条には、共用部分を特定の区分所有者に所有させるという管理所有について規定し
ている。17 条から 22 条までは管理者、23 条から 26 条までは規約、27 条から 34 条
までは集会について規定している。35 条は、建物の一部が滅失した場合について規定
している。36 条は、団地への準用規定であり、37 条は、罰則についての規定である。 
 昭和 37 年区分所有法は、民法 208 条だけで調整できなかった区分所有関係を明確
化 
させると同時に、管理者、規約、集会という区分所有特有の管理制度を任意的なもの
として導入した。管理者、規約、集会これらの制度を任意的ものとして規定する理由
に関して、当時の立法担当者は、「もっとも、これらの制度を任意的なものとして規定
するか､強制的なものとして規定するかは、他の事項の関連において、しばしば問題と
された。しかし、他の規定との関係で強制的制度として規定する必要がなくなったこ
と､実際上も任意的なものとして規定すれば足りると考えられたこと、ドイツなどにお
いては、管理者の選任や集会の定期招集が法律上強制されているにもかかわらず、実
際には必ずしもそれが励行されていないこと等に鑑み､結局、任意的な制度として規定
することとなったものである」（１０）と述べた。 
 管理者の制度を認めた理由について、法務省立法担当者は次のように述べている。
「建物の区分所有の場合には、共用部分の保存行為その他その建物の維持管理に必要
な行為で共同の利益に関するものは、すべて区分所有者が共同して行うべきことにな
るが､それらの行為を一々共同して行うことは、実際問題として煩瑣であるばかりでな
く、たとえばアパートの区分所有なような区分所有者が多数である場合には、極めて
困難である。そこで管理を円滑に行うために、あらかじめ管理者すなわち常時その建
物の管理を行うべき者を定めておくとともに､その者に一定範囲の行為をなし得る権
限を与えておくことが考えられる。そして、事実、このようなことは、分譲アパート
等については、従来から行われていたのである。しかし、従来は、これに関する何ら
の規定も設けられていなかったため、かかる管理者を置くには区分所有者全員の合意
(またはその全員との契約)が必要であり、また、区分所有者が一人でも変更した場合に
はその特定承継人の同意(又はその承継人との契約)を得なければならないことになる。
のみならず､その権限が一定していないため、外部に対する関係でも仕事がやりにくい
という欠陥があった。従って､この法律は､・・・管理者の制度を法定し、その選任を
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容易とするとともに､その地位の安定と権限の明確化を図ることとしたのである。なお､
管理者に相当するものは、諸外国の多くの立法例においても認められている」（１１）。 
 規約に関する規定を設けた理由について、法務省立法担当者は、「建物又はその敷地
若しくは附属施設の管理又は使用に関しては､区分所有者が共同して処理すべき事項
や共同の規律に服すべき事項が少なくない。従って､これらの事項については、あらか
じめその処理の方法なり守るべき規律を定めておくことが適当であり､そのため､従来
も､いわゆる管理規約や管理組合契約を締結し、これに所要の定めをしておくのが普通
であった。しかし､それは単なる債権契約にすぎなかったから、区分所有者が変更した
場合に、その特定承継人を当然に拘束する効力がなく、ために管理上支障を生ずるよ
うなこともないではなかった。そこで､この法律は、『規約を』を法律上の制度として
認め、これに区分所有者の特定承継人をも拘束する効力を賦与する」こととした。そ
して、諸外国の立法例も､多くは､これに類似したものを認めているという（１２）。 
 集会に関する規定を設けた理由について、法務省の立法担当者は、次のように説明
している。「区分所有の元では、常時その建物などの管理を行うべきものとして管理者
を置き、共同の事項を処理する等のために規約を定めるほか、時には区分所有者全員
が集まって共同の問題を協議することが必要となるである場合もあるであろう。アパ
ートの区分所有のように、区分所有者が相当多数である場合において、区分所有者が
管理組合を組織し、自主的な管理を行っている時には、特にその必要があると思われ
る。この法律は、区分所有者が管理者を選任し、又は解任するには、原則として集会
の決議によるべきものとしているが、（第 17 条１項）、そのほかにも､特定の事項につ
き､規約で､集会の決議によるべきものと定めることは可能であるから（第２3 条参照）
区分所有者が集会を開き､そこで決議をする必要のある場合は、必ずしも少なくないと
思われる。そこで､集会に関し最小限度必要な事項をこの法律に規定」したのであり、
外国の立法例でも、ドイツ、フランス､イタリ－ア等ほとんどすべての国が、集会に関
する規定を設けているという（１３）。管理者､規約､集会という区分所有特有の管理制度
の導入は、昭和 37 年区分所有法の重要なところであると思われる。 
 昭和 37 年区分所有法は、区分所有の「所有権性」を可能な限り自由な、制限のない
所有権とし、個々の区分所有権の自由度を保障した（１４）、いわば個別主義的な区分所
有法といえよう。つまり、所有権を確保することが昭和 37 年区分所有法の特色だと見
ることができる。 
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第二節 昭和 58 年区分所有法 
 
 
 昭和 37 年区分所有法はその施行後 20 年で、その全条にわたって改正を行った。以
下においては、改正の背景、改正の内容及びその特徴などから昭和 58 年区分所有法（１
５）を概観して見ることにする。 
 
 
 一、改正の背景及び目的 
 
 
 昭和 37 年法が制定されてから 20 年間、日本経済の高度の成長によって、都市にお
ける地価の高騰、分譲マンションの著しい普及、及び大型化が極めて顕著であった。
このような状況のなかで、昭和 37 年法の規定をもっては十分に対応することができな
い様々の問題が生じ、又は指摘されるようになった。 
 これらの問題に関して、当時の立法担当者は、「この問題は、敷地の登記をめぐる問
題である。日本の法制においては、建物と土地は格別の不動産であり、その処分は格
別することが可能であるから、その登記も格別に処理されることになる。区分所有建
物の登記簿については、特別の編成方法がとられていて、その公示の一覧性をもって
いる。これに対し、敷地の登記簿については、このような特別の方法がとられていな
いから、一筆の土地の登記簿が膨大になるため、ある建物の敷地を登記簿のうえで探
すことが大変である。このような現象は、一筆の土地上に数棟の区分所有建物がある
場合、さらに数筆の土地が数棟の建物の共同の敷地になっている団地型の場合は、も
っと顕著であって、区分所有建物の敷地の登記簿が一覧性を欠く状態が生ずる」（１６）
と不動産登記に関して、その問題点を指摘した。また、区分所有建物の管理及び区分
所有権相互間の調整をめぐる諸問題について、｢専有部分と共用部分をめぐる紛争が多
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いこと、管理組合の法人格を取得する道を開くこと、規約の設定・変更や共用部分の
変更は、原則として全員の合意によるよるべきこととされているが、これでは硬直に
過ぎて、管理の円滑化に影響が出ること、書面による合意をもって集会の決議に加え
るには、全員の合意が必要とされているが、これでは硬直に過ぎること、マンション
の老朽化に備えて多数決議による建替えができるようにすべきではないかということ
等の様々な問題が指摘されることになった。そのほか、ビロテイや車庫、倉庫、駐車
場をめぐる紛争も現れた」（１７）という指摘もあった。 
 以上の背景のもとで、昭和 58 年 5 月に国会において「建物の区分所有等に関する法
律及び不動産登記法の一部を改正する法律案」可決され、58 年法が成立された。 
 昭和 58 年区分所有法の改正の目的は、一つは区分所有建物に関する登記の合理化を
図ることで、もう一つは、区分所有建物に関する管理の充実を図ることであった。 
 
 
 二、改正の概要 
 
 
 昭和 58 年法は、主に次の点で改正された。①区分所有者の団体と管理組合法人制度
等②専有部分と敷地利用権の一体性の制度の新設と不動産登記手続の改正など③共用
部分の変更及び規約の設定・変更・廃止の要件の緩和④管理者の権限の強化⑤集会の
権限の強化とその運営の合理化⑥専有部分の占有者の権利義務⑦義務違反者に対する
措置⑧集会の決議に基づく復旧及び建替え⑨団地関係。 
「これらの内容は、大きく分けると二つの改革を含む。第一は、区分所有目的である
専有部分への権利と敷地利用権の一体化の推進である（区分法 22 条）。第二は、管理
制度の充実である。ここで採られた管理制度の充実とは、①区分所有者の団体性の認
知（区分法 3 条）②決議における全員一致から多数決主義への移行（区分法 17 条１項、
31 条 1 項など）③義務違反者の排除（区分法 59 条）④建替え制度の法定（区分法 62
条）、などである。第二の改革は、個別主義とは異なる原則への移行を意味する、区分
所有権、ひいては制度としての区分所有の性格がまったく変ってしまったともいえる
改革である」（１８）。また、その意味に関して 「区分所有者の団体性の認知は、その
意味するところは充分解明されたとはいえないが、区分所有者相互の間に団体的関係
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があり、それを区分所有と言う制度で重視していかなくてはならないとの宣言をした、
ということであろう（区分法 3 条）。これに対して決議における全員一致から多数決主
義への移行の意味は、明らかである。共用部分の変更が、従来、共有者の全員一致で
あったものが､区分所有者及び議決権の各四分の三の特別多数決にてきることになっ
た（区分法 17 条 1 項）。また規約の設定・変更も､区分所有者の全員一致から区分所有
者及び議決権の各 4 分の 3 の特別多数決でできることとなった（区分法 31 条 1 項）。
〔特別の影響を受ける〕区分所有者の承諾を得なくてはならないとする少数者保護の
規定があるといえ（区分法 17 条 2 項､31 条 1 項）、所有権の自由度は制限されること
となった。義務違反者の排除と建替え制度の法定はさらにこの傾向を徹底化した。義
務違反者の排除は、共同生活上の障害が著しく他の方法によってはその障害を除去し
て共同生活の維持を図ることが困難という条件のもとではあるが、区分所有者及び議
決権の各 4 分の 3 の特別多数決議で区分所有権を競売して所有権を奪うことができる
こととなった（区分法 59 条）建替えでは､老朽化などで建物の価格と効用の維持回復
費用と比較して、後者が前者より過分のときは、区分所有者及び議決権の各 5 分の 4
の特別多数決で建物を取り壊して新たな建物の建築ができることとなった。とくに、
ここでの義務違反者の排除、建替え制度の法定は、客観的要件のしばりがあるといえ、
特別の多数決で所有者の意思に反して所有権が否定されることが容認されることにな
った。決議における全員一致から多数決主義への移行は、所有権が否定されることは
ないが、利用方法が制限されることは起こりうる」（１９）という指摘もある。 
 昭和 58 年区分所有法は、個別主義原則から異なる原則（団体主義）に移行し、制度
としての区分所有の性格の中でも所有権の絶対性という点に影響を与えたのは間違い
ないと思われる。 
 
 
 三、区分所有法の基本内容 
 
 
 改正の結果､58 年区分所有法は、その構成が三つの章､70 カ条と附則からなってい
る。 
 第一章「区分所有権」は、一棟の建物の区分所有の関係について定めたもので、こ
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の法律の中核をなしている。このうち、第一節「総則」（1 条～10 条）は区分所有関係
の基本的事項を、第二節「共用部分等」（11 条～21 条）は共用部分の共有関係等を、
第三節「敷地利用権」（22 条～24 条）は専有部分と敷地利用権の一体性の制度をそれ
ぞれ定めている。第四節「管理者」（25 条～29 条）及び第五節「規約及び集会」（30
条～46 条）において、共同管理方法としての管理者､客及び集会について定め、第六
節「管理組合法人」（47 条～56 条）は管理組合制度について､成立から解散まで詳し
く規定している。第七節「義務違反者に対する措置」（57 条～60 条）は区分所有者等
の義務違反行為に対して区分所有者が団体的にとることができる措置を、第八節「復
旧及び建替え」（61 条～64 条）は建物の一部が滅失した場合の復旧等と集会の決議に
よる建替えの制度をそれぞれ定めている。 
 第二章「団地」（65 条～68 条）は、一団地内に数棟の建物があって、その団地内の
土地又は附属施設がそれらの建物の所有者の共有に属する場合、すなわち団地関係が
構成される場合におけるその団地関係を規律するものである。 
 第三章「罰則」（69 条～70 条）は、建物の区分所有関係及び団地関係を通じての罰
則規定である。 
 なお､本法は「附則」において､施行期日及び経過措置などを規定している。 
 
 
 四、昭和 58 年区分所有法の特徴 
 
 
 昭和 58 年法の特徴は､団体性が法全体を貫いていることだといえる。「個別的区分所
有権から団体的区分所有権へと位置づけを変えたことであるといえる。他の区分所有
権との関係からくる制限、管理制度からくる制限をより強め、団体的拘束を大きくし
たのが昭和 58 年法の特色といえよう」（２０）。区分所有者の団体性の宣言、そして、共
用部分の変更、規約の設定・変更、廃止、建替えにつての多数決主義のとりいれ、土
地と建物の一体化等によって、区分所有者に対する団体的拘束力が強化されている。
この団体的区分所有法は、区分所有建物の管理制度の充実､管理の円滑化等に効果があ
ると思われる。 
 区分所有建物の管理や使用に個別性と団体性の双方が必要なことは否定できない。
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しかし、日本の人間関係は、比較的集団的志向の強い社会といわれてきた。そこで過
度の団体性の強調はのぞましくない結果をうむことになるであろう（２１）という反論
も出されている。 
 昭和 58 年区分所有法が大幅に改正されたが、日本にもっと適合する区分所有権法理
論を早急に開拓するため、区分所有権法に関する議論は活発に行われ、現在も展開し
続けている。 
 
 
 
 
 
 第三節 平成 14 年区分所有法 
 
 
 
 上述したように、日本の区分所有法は、昭和 37 年に制定され、それから 20 年経過
した昭和 58 年には大幅な改正が行われた。それから、さらに 20 年経過した平成 14
年には、再度の改正が行われた。以下においては、改正の目的､改正の内容等から、平
成 14 年区分所有法（２２）を概観することにする。 
 
 
 
 一、法改正の背景及び目的 
 
 
 周知の通り、昭和 58 年の区分所有法改正から現在に至るまで、分譲マンションの増
加に伴って、マンション管理をめぐる様々な紛争が生じた。また、築後時間の流れに
よって老朽化したマンションも増加し､これに伴って、建替え問題もひとつの課題とな
ってきた。しかし、現行法の規定ではこれらの問題に対して十分に対処できなかった。
このような情勢が、平成 14 年区分所有法改正の背景にあった。 
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 この点に関して、改正法の関係者は、「こうした分譲マンションの増加に伴い、区分
所有建物の管理をめぐる紛争が増加しており、適正な管理を行う上で現行法には多く
の問題点があるとの指摘もあって、その見直しについては多方面から提言が寄せられ
ていました。また、建築時から相当年数を経た分譲マンションも増加の一途をたどっ
ており・・・・・この中には建替えの検討が必要なものが相当数含まれるものと推測
されますが、現行制度では建替えを円滑に実施することが困難であるという指摘があ
りました。さらに、平成 7 年の阪神・淡路大震災では、相当数の分譲マンションが倒
壊するなどの被害を受けて建替えを検討し、これを実行に移していますが、その過程
で建替えに関する現行制度の不都合な点が明らかになったという指摘もありました。」
（２３）と説明した。また、「改正の契機は、次の 3 点であったと思われる。第１は、前
回の改正からの 20 年経過である。・・・・・その改正からほぼ 20 年経過した現在で
は、マンションはますます増加し､現在では前述のように約 400 万戸に達している。そ
こでは様々なドラブルが生じ、多くの判例が形成された。また､現行の規定では十分対
処できない事柄も生じてきた。このような認識のもとに見直しを行うというのが今回
の改正の契機の第 1 であった。第 2 は、阪神・淡路大震災後の被災マンションの復興
の経験であり､また､初期に建てられたマンションが築 40 年､50 年を迎えて、建替えな
どが現実化してきたという点である。なお､築 30 年以上のマンションは 10 年後には
約 100 万戸に達するという。こういった現実の被災マンションや老朽マンションにあ
って、現行の建替えや復旧の規定は、いくつかの点で問題があるとの指摘がなされて
いた。第 3 は、規制改革あるいは都市再生と言った政府の大きな目標があった。今回
の改正において､この点を見逃すことはできない」（２４）の指摘もある。 
 平成 14 年区分所有法の改正の目的は、改正法関係者の説明によると「区分所有建物
の管理を行う上で､あるいは､その建替えを実施する上で、現行法では十分に対応でき
ない場合があるという指摘を受けて､管理の適正化および建替えの実施の円滑化を図
るために、今回､区分所有法を改正する」ことにしたものである（２５）。マンション管
理の適正化および建替えの実施の円滑化を図ることが、今回の改正の目的であった。 
 
 
 二、改正法の概要 
平成 14 年区分所有法は、管理と建替えの面において改正が行われた。その改正の事
 61 
項を見ると、①共用部分の変更、②管理者および管理組合の当事者適格、③規約の適
正化、④管理組合の法人化要件、⑤集会の決議および規約・議事録等の電磁化、⑥復
旧、⑦建替え決議、⑧団地の建替えである。以下においては、管理の適正化に関する
事項と建替えの円滑化に関する事項に分けてその改正の内容を概観する。 
 
 
 
 １、管理の適正化に関する事項の改正内容 
 
 
 この内容に関して、改正法の関係者は、「共用部分の変更は、その形状または効用の
著しい変更を伴うものに限り､区分所有者および議決権の各4分の3以上の多数による
集会の決議で決するものとした（第 17 条 1 項）。管理者は、共用部分ならびに建物の
敷地および附属施設について生じた損害賠償金および不当利得による返還金の請求お
よび受領に関し、区分所有者を代理し､また､規約または集会の決議により､区分所有者
のために、原告または被告となることができるものとした（第 26 条第 2 項および第４
項）。規約を設定・変更する場合は、専有部分もしくは共用部分または建物の敷地もし
くは附属施設につき、これらの形状､面積､位置関係､使用目的および利用状況ならびに
区分所有者が支払った対価その他の事情を総合的に考慮して、区分所有者間の利害の
衡平が図られるように定めなければならない者とする規定を新たに設けた（第 30 条第
3 項）。管理組合の法人化のための人数要件を撤廃して､区分所有者の数が 2 人以上の
管理組合に法人格を取得することを認めることにした（第 47 条第 1 項）。今回の改正
では、これまで書面による作成を義務付けられていた規約および議事録について、電
磁的記録によって作成することができる（第 30 条第 5 項、第 42 条第 1 項・第 2 項）。
電磁的記録によって作成されて保管されている規約等の閲覧方法についても整備した
（第 33 条 2 項、第 42 条 5 項）。また､集会での議決権の行使に代えて、電磁的方法に
よって議決権を行使することができるとした（第 39 条第 3 項）」（２６）と説明している。 
 
 
 ２、建替えの円滑化に関する改正事項の内容 
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 平成 14 年区分所有法の建替えに関する改正の主たる内容は、丸山教授の説明によれ
ば、「老朽化、費用の過分性､敷地の同一性､建物目的の同一性など､従来､建替え決議を
するために必要な客観的要件をすべて削除し､建替え決議は、ただ区分所有者および決
議の各 5 分の 4 以上での特別多数決議のみでできる（第 62 条 1 項）。団地で特定の建
物の建替え決議をするには、当該建物で区分所有者および議決権の 5 分の 4 以上での
特別多数決の決議を必要とするほか（第 62 条 1 項）、団地団体で議決権の 4 分の 3 以
上の承認決議が必要である（第 69 条 1 項）。この場合､特定建物以外の建替えに特別影
響があるときは、その建物の議決権の 4 分の 3 以上の賛成が必要である（同条 5 項）。
団地において一括建替えをするときは、団地団体の区分所有者および議決権の各 5 分
の 4 以上の特別決議と、それぞれの棟の区分所有者および議決権の各 3 分の２以上の
特別多数決でできる（第 70 条 1 項）」（２７）のものである。 
 
 
 三、平成 14 年区分所有法の特徴 
 
 
 平成 14 年区分所有法は、昭和 58 年法より制度としての団体主義がもっと強化され
たと思われる。これに関して丸山は、「区分所有法の立法では個別主義､団体主義のい
ずれか一方に傾斜することは許されない。そうみると民法典､昭和 37 年法は個別主義
に近いところに位置し、昭和 58 年法で転轍は団体主義に切り変わり、そして平成 14
年法でさらにその傾向を著しくしたといえよう。平成 14 年の区分所有法は､専有部分
への所有権性を弱めた､といえよう。建物が存する限り、専有部分の支配ということは
異ならないとはいえ、特別多数決により処分を強いられるとの側面は否定できない」（２
８）と指摘した。また､鎌野は、「〔区分所有権〕について、2002 年改正法は､多数決の
みによって消滅させることができるとした。これは、所有権の亜種と考えられる〔区
分所有権〕について、区分所有者間の団体性をいっそう強化し、〔所有権の内在的制約〕
を強める方向で、さらに変革したものと言えよう。つまり、2002 年改正法は、一方で
は、これまで通り、〔区分所有権〕の〔所有権〕としての絶対性（〔自由な所有権〕）の
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側面をなお尊重し、たとえば、多数決による共用部分の管理ないし変更を認めつつも
それが専有部分の使用に特別影響を及ぼすべき時はその所有者の承諾を必要とし（17
条 1 項、18 条 2 項）、また、区分所有者がきわめて著しい共同利益違反行為をした場
合に限って区分所有権の競売を認める（59 条）といった点を保ったが、他方において
は、建替えの場面では全面的に多数決議に委ねることとして、〔区分所有権〕の〔所有
権〕としての絶対性（〔自由な所有権〕）の側面を否定するに至った」（２９）と指摘して
いる。 
 平成 14 年区分所有法は、建替え法の改正、創設によって区分所有者間の団体性が強
化されたことは、否定できない事実だと思われる。 
 
 
 
 まとめ 
 
 
 本章では、「昭和 37 年区分所有法」、それから、「昭和 58 年区分所有法」、「平成 14
年区分所有法」という順で、日本区分所有法制度の歴史的な変遷を概観した。このこ
とによって、日本区分所有法の特徴および優れた点を見いたすとともに、管理の充実、
管理の適正化を図るためにどのように改正されたのか、というところに焦点化し議論
を進めた。 
 日本区分所有法の大きな特徴は、団体性である。日本区分所有法の流れを見ると、
昭和 37 年区分所有法の個別的区分所有権から、昭和 58 年区分所有法の団体的区分所
有権に変遷し、平成 14 年区分所有法においてこの団体性はより強化された。 
 中国の物権法における建物区分所有権法制度と比較して日本区分所有法は総合的か
つ緻密に整備されている。日本区分所有法は、管理の充実化、適正化を実現するため
に、それに関する事項の改正にも力を入れてきた。例えば、管理者の権限の拡充、規
約の適正化、規約・集会等の電磁化等の事項である。このような状況は、中国物権法
における建物区分所有権法、特に管理制度の整備をするにあたって極めて参考になる
と思われる。もちろん、日本の区分所有法と中国の物権法における建物区分所有権法
は、法の構成が異なっている。しかし、中国物権法における建物区分所有権法は、そ
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の立法例のひとつとして、日本の区分所有法を参考にしている（３０）ため、日本区分
所有法からの示唆は、重要な意義があると思う。 
 次章では、中国の管理制度をどう整備するべきかという問題を念頭におきつつ、制
度論として日本区分所有法の管理制度の管理者、規約、集会を取上げる。 
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注 
（１）日本では、昭和 37 年 4 月に｢建物の区分所有等に関する法律｣が制定され、昭和
38年4月1日から施行された(以下昭和37年区分所有法と略する。旧法ともいう)。
昭和 37 年区分所有法に関しては、川島一郎｢建物の区分所有等に関する法律の解
説｣法曹時報第 14 巻第 6 号（1962 年）(以下では、川島・解説という)p.831 以下
参照。 
（２）梅謙次郎｢民法要義｣（信山社 復刻叢書法律学編 12‐11）91－92 頁参照。民法
旧 208 条は、民法典第 3 章｢所有権｣の第 1 節として｢所有権の限界｣の中に示され
｢数人ニテ一棟ノ建物ヲ区分シ各其一部ヲ所有スルトキハ建物及ヒ其附属物ノ共
用部分ハ其共有ニ属スルモノト推定ス｣とし第 2 項で｢共用部分ノ修繕費其他ノ負
担ハ各自ノ所有部分ノ価格ニ応ジテ之ヲ分ツ｣と定められていた。条文の説明では、
｢本条ハ建物ノ所有権ニ関セリ即チ一棟ノ建物ヲ区分シ数人ニテ別々ニ之ヲ所有
スル場合ニ於テ其共ニ使用スル部分ノ共有ナルコト及ヒ之ニ関スル修繕費其他ノ
負担ノ分担法ヲ定メタリ蓋シ本条ノ規定ハ西洋造ノ家屋ニ在リテハ、一階毎ニ所
有者ヲ異ニスル場合又日本造ノ家屋ニアリテハ長屋ノ各戸別々ニ所有スル場合ニ
於テ最モ其適用ヲ見ルコト多カルヘシ｣｢本条第一項ノ規定ニ依レハ、建物及ヒ其
附属物ノ共用部分ハ各所有者ノ共有ニ属スルモノト推定セリ是固ヨリ当然ノ規定
ナリト雖モ未タ必スシモ事実ニ適合スルモノト謂フヘカラス故ニ此推定ハ他ノ推
定ノ如ク反証ヲ以テ是ヲ撃破スルコトヲ得ヘシ｣｢本条第二項ニ所謂｢其他ノ負担｣
トハ主トシテ租税ヲ云ヘリ蓋シ家屋税ハ通常一棟ニ付キ其額ヲ定ムルカ故ニ本条
ノ場合ニ於テハ各所有者ニ於テ之ヲ分担セサルコトヲ得ス｣とする。なお、この点
につき末川博士は、一棟の建物を区分して各々その一部を所有する場合は区分所
有権として民法典に認められているが、建物及びその附属物の共用部分は区分所
有者の共有に属するものと推定される。共用部分は、反証のない限り一応共有に
属するとみることが普通の場合の実情に適しかつ紛争を予防するのに足りるから
であるが、これを分割請求することは性質上許されず、修繕費その他の負担は各
自の所有部分の価格に応じて分担しなければならないと解説する。 
末川博｢物権法｣（日本評論社 1971）288－289 頁参照。 
 
（３）丸山英気「区分所有の所有権性」（日本不動産学会「日本不動産学会誌」第 16 巻
第４号 2003 年、〔以下では丸山論文という〕）64 頁。 
（４）前掲・川島・解説 831 頁｡ 
（５）前掲・川島・解説 832 頁以下参照。 
（６）前掲・川島・解説 833 頁｡ 
（７）前掲・川島・解説 834 頁｡ 
（８）鎌野邦樹「わが国の区分所有法の性格」(日本マンション学会誌「マンション学」
第 12 号、2001 年)64 頁｡ 
（９）前掲・川島・解説 833 頁｡ 
（１０）前掲・川島・解説 842 頁｡ 
（１１）前掲・川島・解説 1237 頁｡ 
（１２）前掲・川島・解説 1242 頁｡ 
（１３）前掲・川島・解説 1247 頁｡ 
（１４）前掲・丸山論文 64 頁。丸山英気編『区分所有法』（大成出版社､１９８４年）7
頁。 
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（１５）昭和 58 年に、「建物の区分所有などの関する法律及び不動産登記法の一部を改
正する法律」が日本国会で可決された。以下では、この改正区分所有権法を区
分所有法あるいは５８年法という。 
（１６）この問題に関しては、濱崎恭生『建物区分所有法の改正』（法曹会、平成元年）
7 頁以下を参照。 
（１７）前掲・濱崎編 9 頁参照。 
（１８）前掲・丸山論文 65 頁。 
（１９）前掲・丸山論文 65 頁。 
（２０）丸山編・前掲１３・2 頁。 
（２１）丸山編・前掲 2 頁。 
（２２）「建物の区分所有に関する法律及びマンションの建替えの円滑化等に関する法律
の一部を改正する法律」が、平成 14 年 12 月 4 日に成立し、平成 15 年 6 月 1
日施行された。この法律を以下においては、平成 14 年区分所有法ということに
する。 
（２３）吉田徹編『改正マンション法』(商事法務、2003 年)6 頁。 
（２４）鎌野邦樹・山野目章夫編『マンション法』（有斐閣､2003 年）13 頁。 
（２５）吉田編・前掲７頁。 
（２６）吉田編・前掲 21 頁以下を参照。 
（２７）丸山論文・前掲 66 頁。 
（２８）丸山論文・前掲 68 頁。 
（２９）鎌野邦樹「マンションの建替え」（法学教室、272 号。2003 年 5 月）53 頁。 
（３０）社会科学院草案は、立法例として主にドイツ、日本、台湾等の区分所有法を参
考にしている。これに関しては、梁慧星編『中国物権法草案建議稿』（社会科学
文献出版社、2000 年）274 頁以下参照。人民大学草案は、その参考立法例を取
上げていないため、その詳細は知ることはできないが、区分所有に関する理論
に関しては、台湾と日本の民法学者の理論を参考にしているため、日本と台湾
の区分所有法が参考立法例になると思われる。法制委員会草案は、社会科学院
草案と人民大学草案を参考にした。 
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第四章 日本の区分所有法における管理制度 
 
 
 
 周知の通り日本の区分所有法は、昭和 37 年に制定され､昭和 58 年、平成 14 年の 2
回の大改正を経て現在に至っている。2 回の改正とも､分譲マンションの増加に伴って
生じた管理をめぐる様々な紛争を解決するために、管理制度を充実させることをひと
つの大きな改正要件とした。いわば、管理制度を充実させ、区分所有建物の円滑､かつ､
適正な管理の実現を図るために、改正がなされたのである。日本の区分所有法の管理
制度を概観することは、中国物権法における建物区分所有権法制度にすれば、重要か
つ、重大な意義がある。また、中国建物区分所有権法の管理制度の充実に示唆を与え
ると考えられ、それゆえ重要だと考える。 
 
 
 
 第一節 日本の区分所有法における管理者の位置付け 
 
 
 一、管理者の意義 
 
 
 １、管理者制度の趣旨 
 
 
 区分所有建物において、その専有部分は各区分所有者が単独所有し、共用部分、敷
地および附属施設は、区分所有者全員で共有している。そのため、建物並びに敷地及
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び附属施設の管理を区分所有者全員によって行うのが原則であるが、実際にはそれは
困難である。そこで区分所有建物の管理を円滑に行うために、特定のものに一定の範
囲内で行為をなしうる権限を与え管理行為を行わせる管理者制度を設けた。管理者制
度の趣旨は、｢新しいマンション法｣によれば、「建物の区分所有の場合には、建物、敷
地及び附属施設についての管理は、区分所有者が共同して行わなければならない。し
かし、これらの行為をいちいち共同して行うのは、煩瑣であるばかりでなく、区分所
有建物の規模が大きいときはきわめて困難である。そこで区分所有法は、管理を円滑
に行うための方策として、常時その建物の管理を行うべきものを定めておき、その者
に一定範囲の行為をなしうる権限を付与する」（１）とされている。また､「区分所有建
物の管理の対象や事項が多岐にわたってきているほか、附属施設等のおける設備の高
度化・複雑化に相俟って、管理についての専門的知識や経験を必要とされることもま
れではなくなってきている。その点からいえば、区分所有建物の規模の大小に問わず、
必ずしも管理に必要な専門知識を有しているわけではない区分所有者による共同管理
は容易なことではない」（２）という指摘がなされている。 
 さらに、「管理を円滑に行うためには、一定の範囲の管理行為については特定のもの
に権限を与えて管理を行わせる。このような趣旨から〔この法律の定めるところによ
り、・・・・・・管理者を置くことができる〕と定めた」（３）。 
 「管理者」とは、区分所有建物の共用部分､敷地及び附属施設を保存し､集会の決議
を実行し､または規約で定めた行為を行い､これらの職務に関して区分所有者を代理す
る職務を行うものである（４）。日本の区分所有法 3 条は「区分所有者は、全員で、建
物並びにその敷地及び附属施設の管理を行うための団体を構成し､この法律の定める
ところにより、集会を開き､規約を定め、及び管理者を置くことができる」と定め、管
理者による、区分所有建物の管理を認めた。 
 「区分所有法に何らの規定がなくとも、民法の委任契約等により特定のものに建物
の管理をさせることも可能とし、実際にも、管理組合や管理者を置かず、マンション
管理会社と契約し、建物の維持管理を委ねている例も見受けられる。しかし、管理者
の地位が委任契約等単なる契約に基づくものであれば、管理者を置くには区分所有者
全員の合意（またはその全員との契約）が必要となるし、また区分所有者が一人でも
変わると、改めてその特定承継人の同意を取り付ける必要も生じる。またその権限が
法定されていないため、外部に対する関係で仕事がやりにくいという欠陥もある。そ
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こで区分所有法では、管理者の制度を設け、その選任を容易にするとともに、その地
位の安定と権限の明確化を図っている」（５）としている。 
 
 
 ２、管理者と管理人 
 
 
 区分所有建物において、管理者、管理人という言葉が用いられているが、「区分所有
法上の管理者」と､「管理人」（管理主任、管理事務員）とは異なるものである。「管理
者は、区分所有者らに代わり、区分所有者らのために区分所有建物の管理に必要な事
務を処理する業務を担当するものであるのに対し、管理人は、区分所有者団体または
管理者、あるいは区分所有者団体または管理者から区分所有建物の管理を委託された
管理会社が、実際の管理業務を行うために使用するものであり、その選任および解任､
権限等は、個別の雇用契約または委任契約によって定まるのであって、区分所有法の
管理者に関する適用を受けるものではない」（６）という。後に触れる中国物権法草案に
おいては、この部分の混同もしくは、無理解が見られ草案の射程の枠組を明らかにす
ることが難解である。 
 
 
 
 二、管理者の選任及び解任 
 
 
 区分所有法 25 条 1 項は、「区分所有者は､規約に別段の定めがない限り集会の決議に
よって､管理者を選任し、又は解任することができる」と規定した。この定めから見る
と、管理者の選人や解任は、区分所有者が任意で行うことができるし、その方法は､
規約に別段の定めがない限り、集会の決議によってなされる。 
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１、管理者の選任 
 
 
「管理者の選任は、規約に別段の定めがない限り、集会の普通決議ですることになる」
（７）。管理者は規約の定め又は集会の決議で選任される（25 条 1 項）。集会によって
管理者を選任する場合は、規約に議決要件について､特別定めがない限り、普通決議に
よって行われる（39 条）。規約に管理者の選任に関して定めがある場合は、その定め
に従って管理者を選任する。規約及び集会によって管理者が選任されても、被選任者
が就任の承諾をしない限りそのまま管理者になることはできない。平成 14 年法の改正
によって、区分所有者全員の書面または電磁的方法による合意があった場合には、集
会の決議があったものとみなされる（45 条 2 項）ため、管理者は、書面決議等によっ
ても選任される（８）ことになる。 
 管理者になる者の資格に関しては、区分所有法上特に規定をしていない。「実際にも
管理者になるものの資格は様々であって、区分所有者以外の第三者であることもある
し、個人であることもあるし、会社その他の法人であることもあるし、また、管理組
合の理事長が管理者になる場合も多いが、管理組合それ自体が管理者になっているこ
ともあり、また、管理組合がない場合はもちろん、管理組合がある場合であっても、
管理受託会社が管理者になっていることも少なくないようである」（９）。ここで、管理
会社が管理者になっている場合が問題になるが、同一の管理会社が管理者と受託者の
地位を併有しているため、その意味では一種の自己契約（民法 108 条）であり、区分
所有者にとって不利であるが、これを一概に無効とするわけではない。建物区分所有
権法の解釈論として、管理会社のみを管理者の資格なしとすることはできないし、ま
た、管理会社による管理委託契約が自己契約になるとしても､区分所有者団体の意思と
して管理会社を管理者として選任した以上､このような自己契約についても承諾を与
えていると解されるからである（１０）。また､管理組合の代表者として選任された理事
長が法に規定する管理者となるかについては、「当該代表者は、本法の要件（31 条、
39 条、25 条１項等）を満たす限り、本条の管理者になる。なお、〔中高層共同住宅標
準管理規約〕（単棟型）は、管理組合の総会で組合員の内から数名の理事及び監事が選
任され、さらに理事の互選で理事長などが選任されるとし（同規約 33 条）、〔理事長は
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区分所有法に定める管理者とする〕（同規約 36 条２項）と定めている」（１１）。「マンシ
ョン管理適正化法」によって、マンション管理士制度が創設された。マンション管理
士は、管理者になれるかの問題になるが、鎌野教授によれば、「マンション管理士とは、
専門知識をもって、管理組合の運営その他マンションの管理に関し、管理組合の管理
者等またはマンションの区分所有者等の相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う
ことを業務とすることのできる国家資格取得者であって、区分所有建物の管理に必要
な知識あるいは技術を有していることから、管理者として選任されることは妨げない
が、これらの者は本来、区分所有法上の管理者とはまったく別の者である点には注意
を要する」（１２）と指摘している。管理者の任期について、区分所有法は規定をしてい
ない。また、管理者の人数についても区分所有法は制限がない。 
 
 
 ２、管理者の解任  
 
 
 管理者の解任も選任と同じように、規約の定めあるいは集会の決議によって行われ
る（25 条 1 項）。管理者の解任は規約に別段の定めがない限り､集会の普通決議によっ
て行われる（39 条）。規約に特定の者を管理者とする特別の定めがある場合は、管理
者の解任は、規約の変更になるため、集会の特別決議によって行う（31 条１項）。管
理者は､集会の決議によっていつでも解任することができる。規約に任期の定めがある
場合は、任期の満了を持って退任するのが原則であるが、その場合でも､任期の途中で
集会の普通決議によって解任することができる。ただし､途中で解任した場合は、やむ
を得ない事由があるときを除き、損害賠償責任が生じる（28 条､民 651 条 2 項）（１３）。 
 また、管理者の解任に関しては、管理者に「不正な行為その他の職務を行うに適し
ない事情」があるときは、区分所有者はこの要件をもって、裁判所に管理者の解任を
請求することができるとしていた（25 条 2 項）。「管理者は､不正な行為その他その職
務を行うに適しない事情があるときは、その解任を命ずる裁判によっても解任される。
この裁判による解任の請求は、各区分所有者がなし得るのであって、それは、株式会
社の取締役の解任の請求（商法 257 条第 3 項）等と同様、通常の訴訟によってするの
である。管理者が一部の区分所有者の利益を顧ないような場合に実益のある規定であ
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る｡」（１４）。 
                                                                                                              
「不正な行為」とは管理者の充実義務に違反し、区分所有者に損害を被らせるような
故意による行為をいい、「その他の職務を行うに適しない事情」とは、職務の遂行に直
接または 間接に影響を及ぼす事実の存在を意味し､例えば､健康上の理由などがこれ
にあたる、とさ れている（１５）。 
 
 
 
 三、管理者の職務権限 
 
 
管理者の職務権限に関しては、各区分所有者との関係における対内的職務権限と､
それ以外の者との関係での対外的職務権限とに分けることもできるし（１６）、また、管
理者が区分所有法により当然に行使することができる権限を｢法定権限｣と、規約また
集会の決議による授権により付与された権限を｢特別権限｣と名付けて、分ける方法（１
７）、区分所有法により、管理者の職務とその職務を行うにあたって必要となる権限に
分ける方法（１８）等がある。いずれにしても管理者の職務権限は、①共用部分等の保
存行為、②集会の決議及び規約に定めた事項の実行、③集会の招集、事務の報告、④
規約及び集会議事録の保管･閲覧、⑤代理権、⑥訴訟追行権、⑦委任契約による権利義
務を上げることができる。以下においては、これらの権限を「新しいマンション法」
等から簡単に概観する。 
（１） 保存行為  
保存行為とは、財産の価値を現状において維持するのに必要な一切の行為をいう。
共用部分のほか、当該建物の敷地及び附属施設など、区分所有者らの共有に属する部
分について、管理者はその現状を維持するための修繕等の行為を行う権利を有し、ま
た義務を負う。保存行為は、集会の決議、規約の定めがなくても、管理者が自分の判
断でその行為を行うことができる。しかし、改良及び変更については、集会の決議に
よらなければならない。保存行為は各共有者もすることができるから、管理者の権限
はこれと併存することになる。 
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（２） 集会の決議及び規約で定めた事務の実行  
管理者は、集会において決議された内用及び規約に定められた行為を実行する権利
がある(26 条１項)。集会の決議及び規約の定めによりなしうる行為の内容はいろいろ
あって、その権限も広い範囲にわたっている。例えば、共用部分等の改良工事を行う
ための事務処理、管理事務を行うための管理会社との契約、管理費などの徴収等であ
る。 
（３）集会の招集、事務の報告  
管理者は、少なくとも年一回の集会を招集しなければならない。(3４条 2 項)。管理
者は、集会の決議及び規約の定めを実行する権限を有するだけではなく、集会におい
てその事務に関する報告義務がある(43 条)。 
（４）規約･集会の議事録の保管及び閲覧  
管理者は規約を保管する義務があり(33 条)、正当な理由がある場合を除いて利害関
係者の規約の閲覧請求を拒んではならない(33 条 3 項)。保管及び閲覧義務は、集会の
議事録でも同様である(42 条 3 項)。  
（５）代理権  
管理者がその職務を執行する場合では、当然に区分所有者を代理する権を有する。
日本では、法律上この代理権は普通の共用部分等の保存･変更･管理の代理権だけでは
なく、共用部分につき損害保険契約に基づく保険金額の請求及び受領代理権をも含む
とされている(26 条 2 項)。これは、保険事故が起きた場合に保険金が有効かつ直接的
に使われるために、それが管理の責任者たる管理者の手元に一括して集められること
が望ましい結果であるといわれる（１９）。代理権の行使に際し、対内的にこれに制限を
加えることができるが、善意の第三者に対抗することができない(26 条 3 項)。平成 14
年区分所有法の改正により、管理者は、共用部分等について生じた損害賠償金及び不
当利得による返還金の請求及び受領に関し区分所有者を代理するものとなる(26 条 2
項)。 
（６）訴訟追行権  
管理者のその職務に関する代理権は訴訟上の代理権までも含まれる。日本では、さ
らに管理者は直接に原告又は被告となることができる(26 条 4 項)。しかし管理者への
授権は｢規約又は集会の決議｣によらなければならない。管理者による訴訟担当は、そ
の｢職務｣に関する事項及び｢全員のために｣に限られる。｢原告又は被告｣となることが
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できるという意味は、代理人ではなく当事者として、自己の名において訴訟を追行す
ることができるということである。したがって､訴えの取下げ、和解､請求の放棄･認諾
などもできるし､そのため特別の授権を受ける必要はない。また、強制執行･仮差押さ
え･仮処分に関しても訴訟行為をすることができる。訴訟のほか､訴訟に準じる行為も
することができると解される（２０）。管理者が当事者として受けた確定判決の効力は区
分所有者に対しても効力を有する。もちろん訴訟に要する費用は弁護士費用を含め、
区分所有者に対して前払い又は償還を請求することもできる。平成 14 年区分所有法の
改正により、管理者には、共用部分等に生じた損害賠償金及び不当利得による返還金
の請求、受領に関しての区分所有者を代理する代理権だけではなく、訴訟追行権も与
えられた。管理者は、これらの請求及び受領について、区分所有者のために原告また
は被告になることができるとした(26 条４項)。平成 14 年区分所有法は、改正により、
管理者の権限はもっと拡充されることになった（２１）。 
（７）委任契約上の権利義務  
日本の区分所有法は、管理者の権利義務を区分所有法及び 規約に定めるほか、民
法の委任契約の規定によるものとした(28 条)。この定めによって、管理者には、善管
注意義務、報告義務、金銭等受取物の引渡義務、報酬請求、費用の前払請求、費用償
還請求･損害賠償請求（２２）等の権利義務が生じる。 
 
 
 
四、日本の管理方式 
 
 
 区分所有法は、区分所有建物の管理に関しては、区分所有者全員で建物の管理を行
うための団体を構成し、この団体が規約を定め、集会を開き、管理者を選任するもの
とした（２３）。いわば、管理の方式に関しては、管理者を集会によって一人を選任し、
その管理者による管理方式を想定している。しかし、実際は、「集会で複数の理事を選
任し、その理事をもって理事会を構成し、理事の一人を理事長としている場合が多い。
そして、理事長を区分所有法上の管理者と規約で定めているが、管理者の業務は理事
会によって行われており、さらに、個別具体の業務については、管理業者に委託して
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いる場合が多い」（２４）。区分所有建物の管理方式には、ドイツ、フランスのような、
主に区分所有者以外の専門家によって管理を行う管理者方式と、アメリカのような区
分所有者による理事会方式がある。日本の場合は、区分所有法上では管理者方式を採
用しているが、実際には理事会方式を採っている（２５）。これに対して、「すべての区
分所有建物の管理を管理組合方式で行うことは無理で、専門家である管理者に管理を
委託する方式が考えられるべきであろう」（２６）という指摘もある。ところで、中国の
物権法における建物区分所有権法に見られる管理者の位置づけとそれに対して採用す
べき管理方式は如何なるものであるか、この問題に関しては、結論の部分で日本法と
あわせて詳しく検討する。 
 
 
 
 第二節 日本の区分所有法における規約及び集会 
 
 
 一、規約の意義及び性質 
 
 
 １、規約の意義 
 
 
 区分所有建物は、複数の区分所有者が一棟の建物に共同で生活していて、その建物
の適切な維持管理、及び共同生活の円滑化を図るためには、区分所有者相互間に守る
べき共同のルール･規則の設定が必要となる。区分所有法は、区分所有者全員で建物並
びにその敷地および附属施設の管理を行うための団体を構成し、その規約を定めるこ
とができるとした(3 条)。 
 
 
 ２、規約の事項 
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 規約で定めることができる事項は、規約で個別的に定める個別事項と、その他の一
般事項である。区分所有法で個別的に定める事項のほか、建物又はその敷地若しくは
附属施設の管理又は使用に関する区分所有者相互間の事項である（２７）。規約で個別的
に定める個別事項と、その他の一般事項である。一般的規約事項は、建物又は敷地若
しくは附属施設の管理又は使用に関する区分所有者相互間の事項である。「新しいマン
ション法」によれば、建物は、一棟のマンション全体を指しているので、共用部分の
みならず、専有部分も含まれる。もっとも、専有部分は各区分所有者の意思によって、
管理及び使用するものであるので、それに関して規約で定めることができるのは、そ
の管理や使用が他の区分所有者に影響を及ぼすものに限られる。具体的には、マンシ
ョン全体の使用目的に照らして共同生活の妨げとなるような営業行為をすることを禁
止するとか、室内での動物の飼育禁止、ピアノを弾くことについての相当な制限、ま
た、専有部分に属する配管等を共同で定期的に点検,補修行うこと等は、規約で定める
ことができる事項である（２８）。これに対して、建物の共用部分、敷地,及び附属施設
の管理又は使用に関する事項は、広い範囲に渡って規約で定めることができる。具体
的には、共用部分の維持や使用方法に関する事項、建物等の管理費･修繕積立金の負担
に関する事項、区分所有者の団体の組織・運営に関する事項、駐車場,倉庫等の敷地及
び附属施設の使用に関する事項等が規約事項となる（２９）。 
 建物等の管理又は使用に含まれない事項は、規約に定められても効力がない。専有
部分の譲渡その他の処分を禁止することを規約で定めても規約としては効力がない。 
 区分所有法は、個別的に規約で定めることができる事項について数多くの規定を設
けているが、個別的規約事項は、規約によらなければ定めることができない絶対的規
約事項と、規約以外の方法によっても定めることができる相対的規約事項とがある。
絶対的規約事項には、規約共用部分･規約敷地に関する事項,共用部分に関する事項、
敷地利用権に関する事項、管理者に関する事項、集会に関する事項､建物普及に関する
事項等があり、相対的規約事項には、先取特権、管理者の訴訟追行権等の事項がある
とされる（３０）。 
 
 
 ３、規約の性質 
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 規約は、区分所有者団体の最高の自治規範である（３１）。区分所有法は、規約の効力
を区分所有者に限定するものではなく、一定範囲内の第三者や管理者にも及ぶ(46 条、
26 条 1 項)としている。その意味では、規約には単なる自治規範を超える特別の意義
と効力が付与されているといえる（３２）。区分所有法は、規約の設定･変更･廃止を集会
の特別多数決議によって行うことにし(31 条 1 項)、規約と集会の決議一般に同等の効
力を付与している。これによって、規約と集会の決議差は減少している。それでも規
約を設けることの意義は、原田純孝教授によれば、「区分所有者が区分所有法の定める
一定の事項(絶対的規約事項)について同法の規定と異なる定めをするための特別の法
形式であること、及びその他の事項(相対的規約事項)についてもその改廃を集会の特別
多数決議によるべきものとするための法形式となること」（３３）である。日本の区分所
有は、区分所有者団体の私的自治を認めて、規約を設定するかどうか、いつ設定する
か等は、区分所有者の自治に委ねる(3 条)。しかし、規約の重要な意義から見ても、少
なくとも一定規模の区分所有建物においては、むしろ規約の設定は建物の良好な維持
管理のために実際上必要不可欠であるといえる。そこで、実際に規約を設定するにあ
たっての標準モデルとしての「中高層共同住宅標準管理規約」が示されている（３４）。 
 
 
 
 二、規約の設定変更または廃止 
 
 
 １、立法の趣旨 
 
 
 昭和 37 年区分所有法は､規約の設定､変更または廃止は、区分所有者全員の書面によ
る合意によってすると規定し､また、規約で別段の定めをすることを妨げない(37 年法
24 条 1 項･3 項)とした。このような全員合意を原則としたのは、立法の担当者の説明
によると「規約で定めることができる事項は、区分所有者の権利義務に関する比較的
重要な事項が多いので、規約の設定､変更または廃止は、原則として､その全員の合意
を要することとしたのである」（３５）。これに対し、昭和 58 年区分所有法は、立法担当
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者の説明によると「管理の団体的処理の方向の推進､多数決主義､集会中心主義の考え
方に基づき､規約の設定､変更及び廃止は､一部の区分所有者の権利を著しく害するこ
とないようにとの制約を付しつつ、集会の特別多数決議によってすることとしたので
ある」（３６）。 
 
 
 ２、規約の設定､変更または廃止の要件 
 
 区分所有法は、規約の設定､変更または廃止は、区分所有者及び議決権の各 4 分の 3
以上の多数による集会の決議によってしなければならないと規定した(31 条 1 項前段)。
規約の設定等の要件は、特別多数決議と、集会の決議である。「コンメンタール」によ
れば、「特別多数決議とは、区分所有者の数と議決権のそれぞれの 4 分の 3 以上の多数
であることを意味する。規約の設定、変更または廃止に関する定めは、特別多数の定
数を規約によって増大することも減少することもできないという特別の制限を強行法
的に受けているものと解すべきである」（３７）。また、この多数決議による規約の設定
などは、集会の決議によって行わなければならない。規約の設定、変更または廃止は、
区分所有者にとって、重要な事項であるため、現実に集会を開いて決議するのが妥当
である。平成 14 年法は、集会において決議すべき場合において、集会を開催しないで
書面または電磁的方法による決議をすることができる(45 条 1 項)とし、また、書面ま
たは電磁的方法による決議は、集会の決議と同一の効力が認められる(45 条 3 項)。こ
れに関して、平成 14 年改正法の関係者は、「区分所有建物の管理の充実を図る観点か
ら、簡便な意思決定の方法として、集会の開催を前提としない、書面または電磁的方
法による決議を新たに認める。書面または電磁的方法による決議を行う場合には、討
議を省略することによって各区分所有者に不利益が及ぶおそれがないように、区分所
有者全員の承諾を必要とすることにした」（３８）と説明している。 
 
 
 ３、特別影響を受ける者の承諾 
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 日本の区分所有法は、「規約の設定、変更又は廃止が一部区分所有者の権利に特別の
影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なければならない」と規定した（31 条 1 項後
段）。この規定に関して立法担当者は、「規約で定めることができる事項の範囲は、き
わめて広範であり、規約の設定、変更又は廃止を多数決で決するものとすると、多数
者の意思によって少数者の権利を害するおそれが生ずる。この弊害を除去し、規約の
設定等によって区分所有者全般の受ける利益とこれによって一部の区分所有者が影響
を受ける利益との調和を図るためである」（３９）と説明した。もし、その影響が区分所
有者全員に公平に及ぶときにはその必要はない。ここでいう「特別の影響」とは、立
法担当者の説明によれば、「規約の設定、変更等の必要性及び合理性とこれによって受
ける当該一部の区分所有者の不利益とを比較して、区分所有関係の実態に照らし、当
該一部区分所有者が受忍すべき程度を超える不利益を受けると認められる場合をいう
ものと解すべきである」とする（４０）。一部区分所有者の権利に特別影響を及ぶかどう
かは、管理費等の負担割合等の問題、専有部分の使用方法の問題、専用使用権の問題
の場合である。 
 ①管理費等の分担割合等。「マンション法」によれば、「共用部分、建物の敷地、附
属施設についての負担割合、及び管理費、修繕積立金等の負担割合は、規約で別段の
定めをすることができるが、これらの場合に特定の区分所有者に不利益･不公平な定め
をすることは、一部区分所有者に対する「特別の影響」に該当する。ただし、専有部
分の床面積割合に従うことによる計算の複雑化を避けるために、規約で単に最小限度
の調整をしたに過ぎない場合には、「特別の影響」を及ぼすものではないと解すべきで
ある。それに対し、管理費等の負担を合理的な範囲内で修正することは、一部区分所
有者に対する「特別の影響」には該当しない」（４１）とする。 
 ②専有部分の使用方法。規約では、専有部分の使用方法についても、合理的な範囲
内で制限することができる。そして、その制限が当該区分所有建物の利用状況に照ら
して合理的である限り「特別の影響」には該当しない。これにたいして、専有部分の
使用方法を合理的な範囲を越えて制限する規約の定めは「特別の影響」に該当する（４
２）。 
 ③専用使用権。規約によって、特定の区分所有者に駐車場の専用使用権が与えられ、
又は１階部分の区分所有者に専用庭が与えられている場合に、規約で庭を駐車場に変
更したり、専用庭を廃止したりすることは、原則として「特別影響」に該当する。し
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かし、区分所有者が有する無償の専用使用権を有償にする旨の規約の変更については、
当該区分所有者の権利に特別影響を及ぼさないと解されている（４３）。 
 上述したように、日本の区分所有法は、規約について、区分所有者が集会を開いて、
特別多数決議によってこれを設定することにしている。しかし、マンション管理の実
態においてもこれと同様であるか。「マンション法」によれば、「規約について、区分
所有法は、区分所有者が集会を開催してこれを設定することを基本的に想定している
が、実際には、分譲時に分譲会社(または管理会社)があらかじめ作成した規約案(原始
規約案)を各区分所有者に対し書面で提示して、区分所有者全員の承諾を得るという形
で設定される場合が多い。区分所有法は、全員の書面による合意を集会での決議とみ
なして(45 条 2 項)、このような方式の規約の設定を認めている」（４４）ものである。 
 
 
 
 
 三、マンション標準管理規約の概説 
 
 
日本の場合は、区分所有者による規約の設定等に当たって参照されるべきモデルと
して、マンション標準管理規約がある。マンションはひとつの自治体のようなもので
あり、管理規約はこの自治体における憲法のようなものである（４５）といった見方が
ある。確かに法律ではないが、この側面は重要かつ重大である。区分所有法は、区分
所有者間の権利義務、管理運営上の基本的枠組みを構成し、管理規約が、マンション
という共同住宅における共同生活を営むための、実情にあった共通のルールであると
いう点からすると、実際のマンションの管理運営上に占めるウエートはかなりのもの
になる。以下においては、管理規約の変遷をたどりつつ、マンション管理規約を概観
し、前規約との若干の比較を試みしながら、新規約の位置づけを行うことにする。 
 
 
 １、マンション標準規約の特徴 
 
 81 
 2004 年 1 月に改正された標準管理規約は、その名称を｢マンション標準管理規約｣
（以下標準管理規約）と改め、区分所有建物の権利関係や管理運営の基本原則である
区分所有法を踏まえ、比較的歴史の浅い居住形態であるマンションの管理運営を組織
的かつ合理的に行い、良好な共同生活秩序を維持していくために、マンションを取巻
く様々な状況を考慮しながら策定されたものである。従来の標準管理規約と大きく異
なるところは、これまでは、その対象をマンションの新規供給に携わる分譲業者或い
は管理会社に向けての業務指針であったのに、今回の改正では、既存マンションいわ
ゆる管理組合を対象としている点である。 
 この改正の中での大きな特色は、①建替えに関する規定の整備②未納管理費の請求
に関する規定の充実等を奉げることができる。具体的は建物の建替えに際して同意が
必要となる事項の調査を管理組合の業務と位置付け、その資金面の裏づけを明確にし
たことや、未納管理費等の請求を理事会決議により、理事長が組合を代表し訴訟その
他の法的措置を追行できる規定を設けたといったところである。これらは、区分所有
法を超えない範囲で管理運営面についての迅速性かつ緻密な規定がなされた点が画期
的である。さらには、マンション管理における専門的知識を有するものの活用、決議
要件や電子化に関する規定の整備、管理組合の業務としてのコミュニテイ形成に関す
る規定、環境・防犯問題への対応の充実等、マンション法体系の充実と伴に情勢の変
化を踏まえた改正がなされているという点であろう。なお、平成９年に登場した｢単棟
型｣｢団地型｣｢複合用途型｣に分けられた標準管理規約のスタイルは今回も同様に踏襲
されている（４６）。 
 
  
 
２、管理規約の変遷 
 
 
 中規模の住居専用マンションをモデルに、管理組合役員、消費者団体、分譲会社、
管理会社等からの意見をまとめ、管理規約を定める場合の指針として｢中高層共同住宅
標準管理規約コメント｣が作成され、公表されたのが８２年５月のことである。このコ
メントは当時の建設省に、住宅宅地審議会から答申される形で出来たものである。そ
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の後約一年間を経て、区分所有法の大改正に基づき、改正法に新たに定められた事項
の追加、改正法に抵触する部分の修正を目的に、83 年 10 月｢中高層共同住宅標準管理
規約及び中高層共同住宅標準管理規約コメント（改定版）｣が登場し、97 年２月に｢中
高層共同住宅標準管理規約及び中高層共同住宅標準管理規約コメント（単棟型）（団地
型）（複合用途型）｣が公表されてきた（４７）。 
 83 年規約が約 15 年間機能してきているが、実際のマンションの現場ではどのよう
な問題点を抱えていたのだろうか。共用部分、規約の設定、改廃については、昭和５
８年区分所有法が、その１７条 1 項で昭和３７年法による全員一致の原則をはずした
が、１７条 2 項で｢共用部分の変更が専有部分の使用に特別な影響を及ぼすべきときは、
その専有部分の所有者の承諾を得なければならない｣とした。ここれは、既得権者の承
諾がない限り規約の設定も変更も出来ないということであり、場合によっては全員の合意
と変わらないという指摘がある（４８）。さらに、特別の影響とは、理論上、規約の設定、
変更の必要性、合理性と、当事者が被る利益の程度との比較衡量によって判断することに
なるだろうが、既得権者とその他の区分所有者間に、この比較衡量が可能かについて疑問
視しているのである。具体的事例としては、ある等価交換マンションにおいて、元地主の
費用負担割合が一般分譲を受けた区分所有者と比較し格段に下げて設定されていた場合、
この不都合をどう解決するかということである。 
 83 年規約に対し 97 年の規約は、マンションにおける居住水準を維持し、建物とし
ての効用を維持していくため、計画的外壁改修、屋上防水、ベランダ防水工事等大規
模修繕工事を適切に実施していくことを問題視している。大規模修繕を円滑に進めて
いく上での前提となる長期修繕計画の作成、変更に関する業務を管理組合の業務とし
て規約に位置付けた。駐車場の使用、専有部分のリホーム等によるドラブルの増加を
踏まえ、区分所有者の公平性を確保し管理の適正化を図るため規約に新たな規定を設
ける等の見直しがなされた。複数の建物で構成されるマンション、住宅や店舗が併存
する形式のマンション等急速な普及に伴って、従来の規約をそのまま適用することは
できないため、単棟型、団地型、複合用途型について、規約をそれぞれ新たに作成す
ることを目的とし（４９）改正された。しかし、丸山英気の指摘によれば、①これから
譲渡される場合の規約の基準②既に譲渡され規約が存する場合の基準について検討の
必要性を指摘している。具体的には①については、97 年規約と異なる規約が、既に設
定されていた場合の効力上の問題である。事実上ディベロッパーによって規約が作ら
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れ、区分所有者が承認するというプロセスを得ている場合、ディベロッパーと区分所
有者間の利害が対立するような規定の効力をどうするかという指摘である。駐車場専
用使用権の設定、ディベロッパーによる管理費の未負担等である。また②については、
既存の規約の効力と解釈の問題である。区分所有者の多数にとって不利益な規約で改
正が必要場合、規約改正に必要な議決権の過半数が旧土地所有者に帰属しているよう
な場合（５０）については、若干の問題点を包含している。 
 
 
 
 四、集会の招集 
 
 
 日本の区分所有法は、集会を区分所有者団体の最高の意思決定機関として位置付け
ている。「新しいマンション法」によれば、「規約の設定･変更、管理者の選任･解任、
共用部分･敷地の管理に関する事項など、建物等の管理に関する重要な事項は、すべて
原則として集会の決議によって定めることにし、集会を、建物等の管理を行う区分所
有者の団体、すなわち管理組合の中心的、かつ最高の意思決定機関として位置付けて
いる」（５１）。集会の招集権者は、管理者又は管理組合法人の理事がいる場合には、管
理者又は管理組合法人の理事がなっており、少なくとも毎年一回を招集しなければな
らないと規定した(34 条 1 項･2 項、47 条 12 項)。集会を開く必要があるにもかかわら
ず管理者又は理事が集会を招集しない場合において、日本の区分所有法は、区分所有
者の5分の１以上で議決権の5分の 1以上を有するものは、管理者又は理事に対して、
集会招集の請求をすることができると定めた。このとき、集会の目的たる事項を示さ
なければならない。また、この 5 分の 1 という定数は、規約で引き下げることができ
るとした(34 条 3 項)。管理者がいない場合は、区分所有者の 5 分の 1 以上で議決権の
5 分の 1 以上を有するものが、集会を召集することができると定めた。この場合にも、
5 分の 1 というこの定数は、規約で引き下げることができる(34 条 5 項)。 
 
 
五、集会の決議 
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 集会の決議事項は、特別決議事項と普通決議事項がある。特別決議事項には、共用
部分の変更（17 条１項本文）、区分所有者の共有に属する敷地又は附属施設の変更（21
条、17 条 1 項）、規約の設定、変更又は廃止（31 条 1 項前段）（５２）等がある。特別
決議事項は､すべて集会の決議によって決する必要があって､規約によっても､これを
集会の決議以外の方法で決するものとすることはできない。普通決議事項には、共用
部分に関する事項（変更及び保存行為を除く）（18 条 1 項本文）、区分所有者の共有に
属する敷地または附属施設の管理に関する事項（変更及び保存行為を除く）（21 条）、
管理者の選任及び解任（25 条 1 項）等（５３）を挙げることができる。集会の多数決要
件は、「新しいマンション法」によると、「特別決議事項のうち、建替えの決議は、特
別に区分所有者及び議決権の各 5 分の４以上の多数による｡それ以外の決議は､すべて､
区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数による。多数決の基準として区分所有
者の人数と議決権の割合とを併用しているのは､区分所有者の利害が各区分所有者の
有する区分所有権の大きさ（この大きさは議決権の大きさに反映される）に比例する
一面があると同時に､区分所有関係が一つの共同生活関係である（構成員の数を考慮す
べき）ことを考慮したものである。区分所有者の人数と議決権割合のそれぞれにおい
て､４分の３（又は５分の４）以上の多数の賛成を必要とする。集会に出席した区分所
有者の人数と議決権を基準とするのではなくて、全区分所有者のそれを基準とする」（５
４）。日本の区分所有法は、共用部分の変更について､区分所有者の定数を規約で過半数
まで減ずることができると定めている（17 条 1 項但書）。普通決議事項については、
原則として､区分所有者及び議決権の各過半数で決すると定めた（39 条１項）。この普
通決議事項の決議においても、集会に出席した区分所有者の人数と議決権の各過半数
ではなく､全区分所有者のそれが基準となる。 
 １、議決権の割合  
区分所有法は、規約に別段の定めがないかぎり、各区分所有者の議決権は、14 条に
定めた割合によると規定した（38 条）。「新しいマンション法」によれば、「その割合
は､いわゆる内側線で測った専有部分の床面積の割合によるのが原則である。この場合
に､床面積のある一部共用部分があるときは、その床面積をその共有者の有する専有部
分の床面積によって按分して、その専有部分の床面積に加算する。しかし､この割合自
体についても規約で別段の定めをすることができる（14 条 4 項）」（５５）とした。 
 ２、 議決権の行使  
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議決権は、区分所有者本人が集会に出席して自ら行使するのが原則であるが、日本
の区分所有法は、書面または電磁的方法で行使することも､代理人によって行使するこ
ともできる（39 条 2 項･3 項）と規定した。区分所有者の､電磁的方法による議決権の
行使は、平成 14 年改正法によるもので、区分所有者は、規約または集会の決議により、
書面による議決権の行使に加えて、電磁的方法によって議決権を行使することもでき
るとされた（39 条 3 項）。 
 平成 14 年改正法は、集会において決議すべき場合において､区分所有者全員の承諾
があるときは、集会を開催することなく、書面または電磁的方法による決議をするこ
とができるとした（45 条 1 項）。 
 
 
 
六、規約及び集会の決議の効力 
 
規約及び集会の決議の効力は、「コンメンタール」によれば、「一般に､合意の効力は、
当該行為をした当事者及びその包括承継人にのみ及ぶのが原則である。この原則から
すれば、規約及び集会の決議は、区分所有者相互間の事項について区分所有者のみの
意思によって定めたものであるから､区分所有者以外のものにはその効力が及ばない
ことになる。しかし、区分所有者の特定承継人は、区分所有権を取得する当然に当該
区分所有者の団体の構成員となることから（3 条）、その団体の規範たる規約及び特定
承継の時に効力を有する既往の集会の決議に拘束される。また､区分所有者以外の専有
部分の占有者は､区分所有者の団体（3 条）の構成員ではないが、建物等を占有し使用
する以上､その使用方法については規約または集会の決議で定める規範に従う必要が
ある」（５６）とし、この理由から規約及び集会の決議がこれらのものに効力を及ぶとし
た。 
 
 
 
第三節 区分所有建物の管理制度の日中比較 
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一、区分所有権法制度における日中比較の意義 
 
 
社会主義と資本主義は、政治体制や経済体制において別々の制度である。したがっ
て、その法制度も異なる。特に経済体制においての資本主義市場経済と、社会主義計
画経済が構造のかなめであると思われる。 
周知の通り、現代中国の従来の経済体制は社会主義計画経済であって、その民法理
論も公有制形式と計画経済体制に適合する、旧ソ連の民法理論を承継して形成された。
しかし、改革開放政策により中国の経済体制も根本的な変化があった。｢社会主義市場
経済｣という新しい経済制度の導入により、経済体制は計画経済から市場経済に転換し
た。正常な市場活動は法により保障される。特に、経済領域において、｢市場｣、｢契約｣、
｢所有｣という順から見ても、市場に対する法の役割は大きいのである。したがって、
市場経済に適した法律を制定しなければならない。なぜならば、従来の計画経済に基
づいた社会主義法だけでは市場をコントロールできなくなるし、それにより生じる問
題にも対応できなくなるからである。そこで社会主義体制下での市場活動を支援する
ために、私有財産権をめぐる物権法が現代中国で初めて制定された。 
このような状況からみると、中国の法現象を検討する場合、従来の社会主義法だけ
ではなく、市場経済に基づいた資本主義のほう原則を勘案して、又その法原理を適用
することは十分可能なことであり、その意義も大きいと思われる。 
建物区分所有権制度に関しては、中国も日本も不動産私的所有権として、物権法に
よって保護している。また、中国の物権法は立法の際に、諸外国（資本主義国家）の
立法例を参考にした。これらの状況を勘案すると、実際的に比較が必要かつ可能な領
域のひとつということができる。したがって、中国建物区分所有権制度の整備にも示
唆的意義があると思う。 
 
 
 二、区分所有建物の管理制度の日中比較 
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 本論分の趣旨は、日本と中国の区分所有建物の管理制度の比較法的考察を行うこと
たった。日本と中国の法制度を主に文献（法文）によりマクロ的な比較研究を試みる。
区分所有建物の管理の実態の考察も大変重要であるが、中国物権法における建物区分
所有権は、採択されたばかりでまだ施行されていない（2007 年 10 月 1 日から施行）。
その実態の考察については今後の研究課題のひとつとして進めて行きたい。 
以下においては、中国建物区分所有権制度の整備に向けての示唆を念頭におきなが
ら、管理の主体、規約、集会、執行機関などの管理制度に関しての日中比較をおこな
うことにする。 
 
１、 管理の主体 
区分所有建物については、専有部分が一棟の建物の中に存在し、これから独立して
存在しえないこと、また、区分所有は共用部分を共有することから、必然的に、建物
及びその敷地の管理を必要とする。それらの共同管理については、大きく、｢各区分所
有者｣が他と協力して行っていくといった法制（団体性は希薄）と、区分所有者を構成
員とする｢団体｣が積極的に行っていくといった法制（団体性は強い）と考えられる。
言い換えれば、区分所有者の集合体に法人格を認めない法制と、これに当然法人格を
認める法制がある（５７）。 
日本区分所有法は、その法規定からみてもわかるように、区分所有者が区分所有者
団体の構成員になるのは、法律上当然なことであって（日本法 3 条）、この団体の法人
格を認めるか否かは、区分所有者の選択に委ねる（日本法 47 条 1 項）と規定している。
そのため日本法は、中間法制ともいわれる（５８）。 
中国物権法は、区分所有建物及びその附属施設の管理について、区分所有者が自ら
管理を行うことができるし、また管理業者及びその他の管理者に委託することもでき
る（81 条 1 項）と規定している。管理主体については、区分所有者が他と協力して行
っていくといった法制を採っている。日本法上の｢区分所有者団体｣に関する規定もな
いし、したがって、団体性も希薄である。区分所有者の集合体も法人格を有していな
い。 
 
２、 規約 
 区分所有建物においては、区分所有者による管理を必要としている。これは必然的
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なことであって、そのための根本規則が必要とされる。区分所有者の数が少ない区分
所有建物の場合は、これを必ずしも必要としないが、そのほかの区分所有建物の場合
は、管理のための根本規則たる規約は不可欠なものであろう（５９）。規約の設定が法的
に義務付けられている法制度と義務付けられていない法制度がある。日本の区分所有
法は、規約の設定が義務付けられてはいないが、規約を設定することができると定め
ている（日本法 3 条）。法は規約の存在を想定している（６０）。 
 規約の設定について日本区分所有法は、区分所有関係の成立後に区分所有者の集会
において設定されることを想定している（日本法 31 条 1 項）。しかし、実態において
は、規約の設定が区分所有建物の分譲者によって分譲のときになされている場合が大
部分であり、区分所有法もこれを排除していない（６１）。規約の変更については多数決
議（4 分の 3）で可能としている。 
 中国物権法は、区分所有建物の管理において規約の存在は想定しているが、法には
明確な規定を設けていない。あくまで区分所有者の共同決定事項のひとつに留まって
いる。当然規約の設定は法において義務付けられていない。中国でも規約の設定が、
区分所有建物の分譲者により、分譲のときになされていることが一般である。区分所
有関係の成立後に区分所有者大会において設定されることを想定しているともみえる
（76 条 2 項 2 号）。規約の変更については区分所有者及び議決権の過半数で可能とし
ている。 
 
３、 集会 
 区分所有建物の管理に関する決定には、その財産権の所有者である区分所有者の全
員が関与できなければならない。これは集会による多数決議により実現される。多数
決議におけるその決議の単位について日本法は、共有持分と区分所有者の頭数の両者
を等価値で要素としている（日本法 39 条 1 項）。集会の成立のための定足数は設けて
いない。集会の多数決議の種類に関して日本法は、過半数決議、4 分の 3 決議、5 分の
4 決議の数種の多数決議を設けている。 
 中国物権法は、多数決議においての決議の単位について、共有持分を要素としなが
ら、区分所有者の頭数も要素とする（76 条 2 項）。集会成立のための定足数は設けて
いない。集会の多数決議の種類に関しては、過半数決議と 3 分の 2 決議が設けられて
いる。 
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４、 執行機関 
 区分所有建物の管理を行うためには、規約を実行し、集会の決議を実施する執行機
関が存在しなければならない。執行機関には、管理者方式と、理事会方式に分けられ
る。管理者方式においては、区分所有者以外に管理業者や管理を業とする専門家など
も管理者になりうる。管理者方式は、迅速かつ効率的に管理がなされうる反面、区分
所有者の利益が害される恐れがある。そこで、管理者を監視する、区分所有者を構成
員とする機関が設けられている。理事会方式は、区分所有者から理事を選出して、複
数の理事からなる理事会に執行権限が与えられている。ただし、理事会方式において
も具体的な管理業務を、管理業者に委託することを法は認め、現実の多くはそのよう
にされている（６２）。日本の場合は、区分所有法上は、管理者方式を採っているが、実
際おいて多くは理事会方式を採っている。 
 中国物権法は、管理者方式を採っていると想定される。 
  
 
 
まとめ 
本章においては、日本の区分所有法における管理制度について簡単に概観してみた。
その上で、区分所有建物の管理を行う主体、規約を管理の中でどのように位置づけて
いるのか、管理について、区分所有者がどのような形で共同で参加し、決定するのか、
集会決議や規約の定めを実施する執行機関はどのようなものかという観点から、中国
物権法における建物区分所有権と比較した。そこで明らかになったことは、日本の区
分所有法では、区分所有建物の管理に関しては、区分所有者全員で組織する｢区分所有
者団体｣が｢規約｣を定め、｢集会｣を開催し、｢管理者｣を選任するものとしている。他方、
標準管理規約では、｢管理組合｣の｢総会｣において、複数の｢理事｣を選任し、｢理事会｣
を組織するものとしており、現実にはこの方式が多く採られている。また、管理業務
の一部（又は大部分）を｢管理業者（管理会社）｣に委託しているマンションが多い。
さらに、近年、｢マンション管理士制度｣が誕生した（６３）。第四章では、区分所有建物
の管理を行う主体、管理の中での規約の位置づけ、集会の位置づけ、集会決議や規約
の定めを実施する執行機関について概観した。国際比較という観点から見ると、日本
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法自体、独自の法意が浮び上がってくる。中国物権法による「管理者」、「規約」、「集
会」の射程は、日本法におけるどの程度のものを示すか、その実態はどうなっている
のかについて、一方では原理的な考察をし、他方では実態面の調査をしたい。 
 上述したように、区分所有建物の管理の法制度として、国によってそれぞれの方式
と方向性がある。どちらの方向が望ましいかは、簡単に決めることはできないが、管
理のあり方として、建物全体を長期間できるだけ良好な状態で維持・管理し、かつ、
区分所有者の権利を尊重しつつ管理をめぐるドラブルをできるだけ少なくするには、
どのような法制度が望ましいかを、中国建物区分所有法の今後の課題として、立法的
に検討をしていく必要があると思われる。 
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第五章 区分所有建物の管理制度をめぐる法律問題 
 
 
 
 
 第一節 区分所有建物をめぐる紛争の実態 
 
 
 一、区分所有建物をめぐる紛争の類型 
 
日本の戦後における区分所有建物(いわゆる分譲マンション)の本格的な普及の過程
を見てみると、昭和 30 年から 35 年にかけての｢第 1 次マンションブーム｣から現在ま
でに実に 6 度のマンションブームと呼ばれる時期を迎えている。本格的に登場しはじ
めてから約半世紀余りも経過してきた日本のマンションは、現在では全国ベースで約
500 万戸に迫り、1000 万人以上が居住しているといわれるほどまでに普及し、都市型
の居住形態としてすっかり定着している。では、こういったマンションと呼ばれる居
住形態における紛争とは一体どのようなものであるのだろうか。その紛争の類型をマ
ンションの供給時点から 4 期に分けて考察することができる（１）。 
 日本でのマンションをめぐる紛争において、まず、その初期段階のものとして生じ
てきたのは、昭和 40 年代に見られる「日照紛争」の問題であろう。この時期には、マ
ンションブームによってマンションが大衆化されており、そうした事情を背景に、地
価が高い都心部から、地価が安い地方にマンションの立地が拡大し、低層住宅地へ高
層建物（マンション）が建設されることからこの問題が起こったと考えられる。簡単
にいえば、そこに先住している一戸建て居住者との間で、日照、通風をめぐる「日照
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紛争」が生じてきたのである(第 1 期)。 
 続いて、次の段階で特徴的にクローズアップしてきたのは、昭和 50 年代の初めから
中頃にかけての「欠陥マンション」の問題である。この時期には、マンションの建設
技術の未熟さだけでなく、下請け等の建設業界自体の問題及び石油ショック等の社会
経済状況の影響による建築資材の値上げによって、手抜き工事が行われ、その結果、
社会的に欠陥マンションが増加して、それによって紛争が生じたと見られる(第 2 期)。 
 第 3 段階は、時代的には昭和 50 年代中期以後からの約 20 年間において、概略的に
はマンションの管理をめぐる問題を主なポイントとしながら、紛争が具体化・現象化
している。 
さらに、第 4 段階というのは、建替え、復旧をめぐる紛争であり、83 年区分所有法
は、建替え・復旧についての紛争を踏まえ、世界に先駆けて両者の規定を設けていた
ものの、95 年に発生した阪神・淡路大震災は、その射程を大きく超えるものとなった。
建替え事例と復旧はこの時期の大きな焦点であったといえる（２）。 
 
二．マンション管理をめぐる紛争 
 
昭和 50 年代の中高層区分所有建物の増加とマンション生活の一般化に伴って、マン
ション管理をめぐる様々の問題が生じ､様々な形で指摘されるようになった。マンショ
ンの管理をめぐる問題は、その居住形式と区分所有者全員の意思決定に関係があると
思われる。マンションは、一棟の建物に多数の家族が集合して居住する場所であって、
区分所有者の共同居住のルールの整備を必要とする。しかし、そのルールの未整備に
よって生ずる紛争も多い。また、区分所有者の利害対立等から区分所有者全員の合理
的な意思決定による合意形成が困難な場合も少なくない。マンション管理をめぐる問
題は、区分所有者と区分所有者間、もしくは、区分所有者と区分所有者団体間との争
いである。たとえば、区分所有者相互間での生活ルールをめぐる紛争の合理的解決基
準の創造は、なかなか難しい。都市での価値観が多様化しているからだ。ましてや区
分所有者全体の利益と個々の区分所有者の利益の調整をめぐる紛争解決基準の創造は､
さらに困難である（３）。 
 マンション管理をめぐる紛争を見ると、具体的には、①駐車場や管理人室は専有部
分か共用部分かといった問題や、給・排水管などの帰属の問題（最判平成 12．3.21）、
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②駐車場や庭の専用使用権が有効かどうかという争い（最判平成 10．10.22）、③専有
部分の利用規則の方法や程度をめぐる争い、④集会あるいは管理組合の運営に関する
争い（最判平成 2．11.26）、⑤管理者の解任をめぐる争い（東京地判平成 2．10.26）、
⑥集会の招集手続きの瑕疵､あるいは決議そのものの瑕疵に関する争い（東京高判平成
7．12.18）、⑦区分所有者の不当行為問題（東京高判平成 7．2.28）、⑧義務違反者へ
の措置をめぐる争い（最判昭 62．7.17）、⑨積立金、駐車場代金など共同の金銭の性
格といったものをめぐる争い（東京高判平成 4．8.31）などを上げることができる（４）。 
日本のマンションをめぐる紛争形態の変遷を概観して見ると、日本のマンションを
めぐる紛争の形態は、マンション普及時期の建築上の紛争から、マンションの増加に
よる管理の紛争、時間の流れによるマンションの老朽､損傷及び滅失による建替えの紛
争まで変遷してきた。中国の状況を見ると、商品住宅（マンション）の普及時期には、
欠陥住宅による建築上の紛争や所有権移転に関する紛争がほとんどであった。しかし、
経済発展に伴う不動産業の究極な成長によって、中国の商品住宅も著しく増加してい
る。したがって、商品住宅の管理をめぐる紛争が予想されるし、現実においてもマン
ション管理をめぐるドラブルが増加しつつある。以下においては、具体的な事例を取
上げ、中国の建物区分所有権制度に及ぼす示唆を予想しながら、マンションをめぐる
若干の法律問題に関して検討を行うことにする。 
 
 
 
 
  
第二節  管理組合と第三者間との債権・債務関係の問題 
 
 
 
 
 中国物権法における建物区分所有権制度の問題点に関しては、本論文の第 2 章です
でに述べてある。そこで明らかになったのは、日本の｢区分所有者団体｣に当たると思
われる区分所有者大会と、その執行機関である区分所有者委員会の法的性格が明確に
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規定されていないことである。そのため、中国の裁判実務においては区分所有者大会、
区分所有者委員会の訴訟主体としての資格が問われている。これは区分所有者大会、
区分所有者委員会が、マンション管理紛争において当事者となって解決することがで
きるかという、いわば、マンション紛争の当事者適各の問題である。 
区分所有者大会、区分所有者委員会の訴訟主体資格の問題は、中国建物区分所有権
制度のひとつの重要な課題として様々な議論がなされているが、そのなかでも、損害
賠償に関する訴訟主体としての区分所有者大会、区分所有者委員会の関連する問題の
議論が注目されている（５）。 
日本の区分所有法は、損害賠償問題に関する｢訴訟主体としての管理組合｣の問題に
どのように対応しているか。日本の区分所有法は、平成 14 年の改正により管理者等の
権限が強化・拡大された。管理者の権限につき、区分所有者を代理する職務内容（18
条 4 項）と関連し、損害保険契約に基づく保険金額並びに共用部分等について生じた
損害賠償金及び不当利得による返還金の請求及び受領について規定した(24 条 2 項)。
以下においては、中国建物区分所有権法制度の整備に与えうる示唆を念頭におきなが
ら、関連する日本の判例を取り上げて、管理組合と第三者との間の債権・債務関係に
ついて検討をおこなうことにする（６）。 
 
一、原告としての管理組合 
 
１、 法人格なき社団としての管理組合 
 
 管理組合は区分所有法 3 条によって定められた区分所有者の団体であるが、これは
一般的法人格なき社団とされる。管理組合の法的性質については、民法上の組合説と
社団説が対立していたが、｢管理組合が物管理的団体として管理に当たる限り、その管
理の内容は、建物、敷地などの、いうなれば物理的施設管理にかぎられるのは当然で
あって、この場合の管理組合の性質は組合とみるべきであるが、これに対し、管理組
合が物管理団体として物理管理団体として物理的施設管理に当たるとともに、居住者
団体として居住管理に当たるというものであれば、この場合管理組合は、まさに区分
所有建物を場とする地域社会そのものであり、その性質は社団(権利能力なき社団)とみ
るべきである｣と二元的に把握されつつある(７)。今日、マンションの適切な管理が不
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可欠なことになり、管理組合の財産的側面はもとより、人的結合による管理的側面が
重視されなければならない。このとき権利能力なき社団としての性質はますます強ま
ることになるであろう。マンションの管理組合の役割が共用部分の保存にとどまらず、
その変更・改良・管理へと移項するとき、そこから派生する問題は、マンションの適
切な維持管理を中心とした議論に収斂されることになろう。不法行為に基づく損害賠
償請求権の問題もそのひとつである。損害賠償請求権の法的性質問題と絡み合い、管
理組合の当事者適格について深刻な議論が提起されるようになったのはその徴憑であ
る（８）。 
 
２、 分割債権債務関係 
 
 民法 427 条によれば、数人の債権者或いは債務者がある場合においては、特別な意
思表示がある場合を除き、各債権者または各債務者は、平等の割合を以て権利を取得
し、義務を負担することとしている。 
 近代法は、個人主義の原則に基づき、複雑な法律関係を単純な個人債権債務関係と
して独立させ、特別の約束のある場合を除き、これをできるだけ各人に平等に分属さ
せ法律関係の明確化を図っている(９)。これが個人主義の原則に基づく債権債務関係の
分離・独立の原則である。 
 不法行為に基づく損害賠償請求権は、給付判決の確定と同時に金銭債権(債務)に転化
する。判例によれば、共有地が収用されてそれが補償金請求権に転化するときは、各
共有者がその持分に応ずる金額を請求する権利を有することは民法 427 条の法意に照
らし明らかとされる（大連判大正 3・3・10 民録 20 輯 147 頁）。この結果、共有物に
対する不法行為に基づく損害賠償請求権は、可分の金銭債権として各自の持分に応じ
た独立権利となり(京都地判昭和 29・6・26 下民集 1 巻 6 号 973 頁)、また、共有立木
の伐採による損害賠償請求権についても、共有者は各人の持分に応じてこれを行使す
ることになる（広島高岡山支判昭和 41・10・14 高民集 19 巻 6 号 476 頁）。 
 
３、共用部分の侵害に基づく損害賠償請求権 
 
(1) 共用部分の存続・回復を前提としないとき 
 98 
 
【事案】 
東京高判平成 2・5・28(判時 1354 号 100 頁)は、X 建物の管理会社 B が、区分所有
建物内の管理人室を担保として第三者に提供していたが、その担保権が実行された。
このことから管理組合長 A は区分所有者のために、このような処分をおこなった B の
不法行為責任を追及し、B に損害賠償を請求した事案である。 
  
【判旨】 
 損害賠償請求権の分属問題、管理組合の原告適格問題、マンションの共用部分に対
する侵害の回復と｢保存行為｣との関係の問題を原審である横浜地裁はどう見たか。 
 平成元年 10 月 26 日横浜地裁は、A の B に対する損害賠償請求の行使を是認した。
原審は、問題の管理人室が規約共用部分に該当することを前提に、管理組合の理事長
に選任された A に区分所有法所定の管理者としての原告適格をあたえ（区分所有法 26
条 4 項）、管理会社 B の処分を不法行為と認定し、A の B に対する損害賠償請求権の
行使を是認している。 
 これに対し、平成 2 年 5 月 28 日東京高裁は、原判決を取消して本件訴えを却下し
た。その理由として、区分所有法 26 条 4 項を適用するためには、管理組合に原告適格
を有するための実質的要件が必要であるが、本件ではその要件が欠けている。｢共用部
分の管理行為というためには、共用部分の存続ないし回復を前提とするものであり、
その滅失を原因とし、かつ回復を前提としない行為は、もはや共用部分の管理とはい
えない｣。このような観点からすると、本件訴えの提起は、｢管理者としての職務に関
しないものといわざるを得ない｣のであり、本件は原告適格としての A の実質的要件
が欠けることになり、本件訴えは不適法として却下されることになる。 
 
【分析】 
区分所有法 26 条 4 項により管理組合が原告(または被告)となりうるためには、管理
者の権限は共用部分の保存行為に基づいたものなければならない（26 条 1 項）。した
がって、訴えの内容がもともと共用部分の保存に含まれないとき、それは管理者とし
ての職務内容に含まれず、区分所有法によって管理組合の原告適格を認めることはで
きない。 
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 原審は、問題の管理人室が規約共用部分に該当することを前提に、管理組合の理事
長に区分所有法所定の管理者として原告格をあたえ、管理会社の処分を不法行為と認
定し、管理組合が管理会社に対する損害賠償請求権の行使を是認している。 
 しかし、第二審は原審とは異なり、管理人室が共用部分ではないと否定しつつ、管
理組合に原告適格を付与するための実質的要件が欠けていると判断した。｢本件建物が
共用部分であったにしても、これを失われたことにより金銭債権である損害賠償請求
権に転化すれば、その損害賠償請求権は、本件建物が再び区分所有者のもとに回復さ
れることが予想される等の特段の事情が認められない本件においては、当然に各区分
所有者の共有持分に応じて各区分所有者に分割帰属することとなり、区分所有者の共
同の財産としての性質は失われたものというほかないから、これに伴い、管理者は、
その管理権限を失う｣ことになる。 
 第二審判決の趣旨は、マンションの共用部分の保存事例において、不法行為により
生じる損害賠償請求権を分割債権としての金銭債権と規定し、各区分所有者の持分に
応じて分割帰属することを明示した最初の裁判例である。しかし、本判決の判旨は共
用部分から生じる損害賠償請求権についての一般論ではない。このため、本判決は、｢本
件建物が再び区分所有者のもとに回復することが予想されるなどの特段事情が認めら
れない｣事例に限定した内容となっている。 
 
(2) 共用部分の存続・回復を目的とするとき  
 
【事案】 
東京高判平成 8・12・26(判時 1599 号 79 頁)は、マンションの区分所有者全員で構成
された管理組合 X が、本件マンションの建設会社 Y1 および同販売会社 Y2 に対し、
補修費相当額を不法行為に基づく損害賠償として請求したものである。 
 
【判旨】 
第一審である平成 8 年 7 月 15 日東京地裁の判決は、｢原告の主張は、被告らの行為
により、本件建物の共用部分にひび割れなどの瑕疵が生じたことによる損害の賠償を
求めるということにあるから、その請求権は本件共用部分の共有者である各区分所有
者に帰属するものであり、しかも可分債権であるから、各区分所有者にその共用部分
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割合に従って分割して帰属しているのである。してみると、本件請求が、管理者の職
務である共用部分の保存に関するものではないことは明らかである｣として、管理組合
の原告適格を否定し、訴えを却下した。 
これに対し第二審である平成 8 年 12 月 26 日東京高裁の判決は、｢控訴人の主張は、
被控訴人らの行為により、本件建物の共用部分にひび割れ等の瑕疵が生じたことによ
る損害の賠償を求めるというにあるから、本件損害賠償請求権は、本件建物の共用部
分の共有者である各区分所有者に帰属するものであり、しかも、右損害賠償請求権は
可分債権であるから、各区分所有者にその共有持分割合に従って分割して帰属するも
のと解するのが相当であって、本件損害賠償請求権が控訴人の組合員である区分所有
者全員に総有的に帰属する旨の控訴人の前記主張は採用し難い。したがって、控訴人
の請求は理由がなく、棄却すべきものである｣とした。 
 
【分析】 
管理組合 X は、一審・二審を通じ、本件建物に生じた瑕疵が共用部分に生じた瑕疵
であることを理由に、損害賠償請求権が瑕疵の補修を目的とすることから、これが原
告の前組合員に総有的に帰属するものと解すべきことを強調し、本件不法行為による
損害賠償請求が共用部分の管理行為に該当することから、区分所有法 26 条４項により
原告たりうる資格があると主張していた。ここではマンションの共用部分の維持・管
理が保存行為の延長線上に位置づけられている。しかし、第一審判決は、損害賠償請
求権が全組合員に総有的に帰属する旨の原告の主張を否定しうえで、管理組合には原
告適格なしとして、本請求を却下した。第一審においてのこの却下はよいのであろう
か。 
これに対して第二審判決は、｢控訴人は、本件損害賠償請求権は控訴人の組合員であ
る区分所有者全員に総有的に帰属するとも主張しているところ、本件訴訟において権
利能力なき社団である控訴人が自ら原告となるのが相当かどうかは、控訴人の主張す
る本件損害賠償請求権が控訴人の組合員である区分所有者全員に総有的に帰属するか
どうかいう本件訴訟における本案の問題にほかならず、本件訴訟において、控訴人は
本件損害賠償請求権は控訴人の組合人である区分所有者全員に総有的に帰属すると主
張しているのであるから、その主張に理由があるか否かにかかわらず、控訴人には本
件訴訟の当事者適格はある｣というべきであるとする。｢ただ控訴人の右主張が理由の
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ない場合には、控訴人の請求は棄却すべきものということになる｣。第二審では第一審
のような門前払いではなく、実質的審理が求められているのである。 
第二審判決は、本件管理組合に区分所有法２６条４項は適用できないとしつつも、
権利能力なき社団である管理組合が自ら原告となることが相当かどうかの判断は、損
害賠償請求権が区分所有者全員に総有的に帰属すると主張している限り、当事者適格
はあるとする。しかし、当事者適格の存否と損害賠償請求権が区分所有者全員に総有
的に帰属するかの問題は別論であり、損害賠償請求権が可分債権であることに鑑みる
とき、それが持分割合にしたがって分割帰属することは明らかであるから、原告の請
求は棄却されることになる。 
不法行為に基づく損害賠償請求権を区分所有法26条4項により管理組合によって請
求させるか否かの分かれ目は、共用部分の｢保存行為｣の解釈にある。これを却下する
判決は、共用部分の保存行為の内容を厳格に(狭く)捉え、当該事案が厳格な意味の保存
行為に該当しないことを前提とする。これに反対する立場は、マンション(共用部分)
の維持・管理の重要性に鑑み、共用部分の保存行為の概念をできるだけ広く(拡大して)
捉え、これに一定の管理行為を含める方向で解釈しようとする。このとき、当事者適
格の存否の問題と損害賠償請求権の総有的帰属の問題を分けて考える立場から、損害
賠償請求権を却下する場合と、棄却する場合に分かれる。私見としては後者の立場を
支持したいと思う。 
今日の管理組合の役割はマンションの共用部分の適切な維持・管理を目的として期
待 
されている。このような観点からみると、共用部分の存続・回復を目的とした損害
賠償の請求であり、マンションの共用部分の適切な維持・管理が目的とされている東
京高判平成 8・12・26 は、マンション管理の一般論を提示したものといえる。このよ
うなとき、損害賠償請求権の分割帰属を前提に門前払いにするのは実際ではない。 
 
二、 被告としての管理組合 
 
１、分割債権債務の制限 
分割債権債務関係の承認は、債権者は各債務者へ権利を行使し、債務者は各債権者
に義務を履行することにある。これは個人主義に基づく債権債務の平等分割原則の反
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映の結果である（民法 427 条）。しかし、債権者の側から見れば債権の効力を弱体化す
ることになる。かくして平等分割主義は、①債権者に不利であって、債権の効力ない
し実効性が損なわれること、②当事者の意思ないし取引の実情に合わないこと、③解
決の方法が個人主義的にすぎることから批判の対象とされる（１０）。 
そこでこのような不便または不利益を解消するために、特に、多数当事者の債務関
係において、可分債務の性質上の制限による、可分（債権）債務の不可分（債権）債
務への転換が議論される。具体的には、①相続財産を合有と解することによって債務
の合有的帰属を認めること、②数人の債務が、各債務者にとって不可分的亨受する利
益の対価または不可分的給付の意義を有するときは、原則として性質上不可分債務と
解すべきこと、③数人が共同して物を購入したり、金を借りたりする場合において、
債務者となる全員の資力が総合的に考慮されたと見るべき特殊の事情があるときは、
連帯債務とする黙示の特約があるものと認めるべきであるとされる（１１）。このように
可分債務は、これを分割債務として各債務者に分割帰属させることが合理的でないこ
とがあり、債務の性質から不可分債務と解されることは多い。もし、これを可分債務
とすることによって訴えを起こす場合、誰を被告とするかの問題がある。 
 
２、 被告としての管理組合 
(1) 当事者被害の場合 
 マンションの共用部分や敷地での事故には、いろんな場合における死傷事故が考え
られるが（１２）、多くは誰が工作物責任（民法 717 条）における占有者（所有者）にあ
たるかの問題として議論される。ここでは管理者と区分所有者がこれに該当すること
になる。 
 管理者や管理組合の損害賠償義務が確定すると、債権債務の平等分割帰属の原則に
従い、債務はその持分に応じて各区分所有者に分属することになる。損害賠償請求権
は金銭債権であり、損害賠償金の支払い義務は各債務者（区分所有者）に分割的に帰
属するためである。これは、区分所有法 19 条が、対内的な問題として共用部分の負担
割合を持分割合に対応させていること、また 29 条が、第三者に対する区分所有者の帰 
責割合をその持分割合に対応させていることと符合する。このとき、マンションの共
用部分から損害を受けた被害者は、管理組合ではなく、各区分所有者の全員を相手に
損害賠償請求をしなければならないであろうか。裁判所は、損害賠償義務が分割債務
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であることを理由に、管理組合の被告適格を否定できるのであろうか。管理組合が被
告となる事例を取り上げて検討してみることにする。 
 すべての債務関係が個人の区分所有者に分属することの前提をとる限り、管理組合
に対する被害者からの損害賠償請求は認められないはずである。しかし、管理者や管
理組合は、26 条 4 項の要件を充たす限り、被告適格が認められる。ここでは任意的訴
訟担当が認められており、原告は、管理者や管理組合または区分所有者を相手に訴訟
を提起できる仕組みになっている。このため裁判例において、管理組合の被告適格が
正面から争われた事例はない。また、このような観点から被害者の請求を門前払いす
るのは合理的でないであると思われる。たとえば、管理規約に基づき承諾を拒絶した
ことが不法行為に当たる場合には管理組合の責任が認められ（東京地判平成 4・３・
13 判時 1454 号 114 頁）、不法行為に当たらない場合には管理組合の責任は否定され
る（東京地判平成 3・10・7 判時 1432 号 86 頁）。 
 マンションの瑕疵から生じる水漏れ事故については、専用部分の瑕疵が原因である
場合は区分所有者が（東京地判平成 4・3・19 判時 1442 号 126 頁ほか）、共用部分の
瑕疵が原因である場合には管理組合が責任を問われる事になる（東京地判平成 5・１・
28 判時 1470 号 91 頁）。 
 マンションの瑕疵が原因で水漏れ事故が発生するときには、事故発生部位が共用部
分であるのか、専用部分に属するのかが問題となる。区分所有者の専用に供されてい
る物（排水管の枝管）６であってもそれが共用部分に当たるときは、区分所有者は管
理組合に対しすでに支払った修理費を請求できる（東京高判平成 9・5・15 判時 1616
号 70 頁）。 
(２) 第三者被害の場合 
 共用部分の瑕疵により第三者が損害を被った場合には、第三者は管理組合に対し損
害賠償請求権を持つ。このような事例において管理組合の被告適格が説示されたもの
に福岡高判平成 12・12・27（判タ 1085 号 257 頁）がある。原審（福岡地判平成 11・
8・23）は、管理組合の過失責任を否定したが、本判決（福岡高栽）は、管理組合の過
失責任並びに工作物責任を認めた。このとき管理組合に被告適格があるかどうかが問
われた。 
 
【事案】 
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 築 15 年のマンションの共用部分である屋上バルコニーのゴミ詰まりのために漏
水・溢水等の事故が発生し、被害を受けた区分所有者や賃借人（第三者）が管理組合
を相手に損害賠償を求めたものである。 
【判旨】 
 管理組合に被告適格があるかどうかを本判決（福岡高栽）はどう見たか。判旨から
見てみると｢管理組合は、管理規約は自治規範であり管理組合と区分所有者との間に契
約関係はないと主張するが、管理組合は、建物の区分所有に関する法律 3 条に基づき
区分所有の目的とする建物並びにその敷地等の管理のため区分所有者全員をもって構
成するものとされ(管理規約 6 条)、敷地及び共用部分等の管理をその責任と負担にお
いて行うものとされている（同 23 条本文）のであるから、管理組合において管理すべ
き共用部分に起因して個々の区分所有者に損害が発生した場合、その区分所有者の責
に帰すべき事情がない限り、その損害が最終的に全区分所有者間でその持分に応じて
分担されるとしても、先ずは管理規約に基づいて管理組合に対して請求できると解す
るのが相当である｣として、区分所有者に対する管理規約に基づく責任、ならびに第三
者に対する工作物責任（民法 717 条 1 項）を認めた。この結果、管理組合は、共用部
分の瑕疵によって損害を被った者（区分所有者）に対して管理規約に基づく責任を、
第三者（賃借人）に対しては不法行為責任を負うことになる。 
 
【分析】 
本件のような場合において、管理組合性質が対外的問題に関連して議論されること
はない。また、損害賠償債務が合有的・総有的に管理組合に一元的に帰属するとの議
論も行われていない。管理者や管理組合の損害賠償責任については最終的には区分所
有者によって担保されるのであるから（29 条）、原告の便利を考えてできるだけ広く
認められるべきであろう。最後は、区分所有者の団体に権利能力なき社団として資格
があるかどうかに帰することになる（民訴法 29 条）。このとき管理者や管理組合の不
法行為については民法 44 条の類推適用が考えられる。かくして損害賠償請求権がすべ
ての区分所有者に分割帰属されることを理由に、つねに全区分所有者を相手に訴訟を
しなければならないとすることはできない。分割債務の議論は、管理組合が被告とさ
れている限り、マンションの共用部分の維持・管理から生じた損害については、債務
の性質上、不可分債務に転化したものとみなされるべきであろう。 
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【検討】 
 本論文の第三章ですでに述べたように、日本の区分所有法は時代の要請を受け、三
回も改正されてきたが（昭和 58 年、昭和 63 年、平成 14 年）、今日ほどマンション管
理の適正化の急務な時代はない。マンション管理に関する多発する紛争はマンション
の適正な管理を強く促した。このような状況のなかで、区分所有法本体の抜本的改正
が意図されるようになった。そして、平成 14 年の改正に至るようになった。今回の改
正では管理者等の権限の強化・拡大が意図され、マンション管理をめぐる紛争の自主
的解決が促進されている。 
 平成 14 年の改正により、区分所有者を代理する管理者の職務内容が、従来の損害保
険契約に基づく保険金額の請求及び受領に加え、｢共用部分等について生じた損害賠償
金及び不当利得による返還金｣が追加された。これにより管理者の職務権限は大幅に拡
大・強化され、管理者や管理組合は、マンションの共用部分に対する損害行為から生
じる損害の賠償、共用部分の建築工事等の瑕疵に伴う損害の賠償、さらにはマンショ
ンの敷地一部を不法占拠されることによって生じる不当利得の回復等を、自ら主体と
なって加害者や不当利得者に対して行使できるようになった。従来、このような請求
権は、それが可分債権としての性質をもつことから、区分所有者の全員に分割的に帰
属することになり、管理者に一元的に帰属するものないものとされてきた。区分所有
法 29 条はこれを前提としており、このことから管理者や管理組合の当事者適格が否定
され、裁判では訴訟適格なしとして却下された。このような観点からするとき、今回
の管理者の権限規定の変更は権利の創設的・設定規定といわれるべきである。 
 管理者の職務範囲をマンションの保存行為から維持・管理行為まで含めて考えると
き、東京高判平成 8・12・28 判決が、管理組合による損害賠償請求権の行使につき原
告適格を認めたのは決定的な意義がある。これにより損害賠償請求権の行使において
も、その請求がマンションの共用部分の維持・管理のためにおこなわれるとき、管理
組合による原告適格の主張は門前払いできないことになる。ただし、実体法上の権利
の帰属に関しては、損害賠償請求権が可分債権であることからすれば、管理組合への
総有的帰属は否定されることになる。このため当事者適格の観点からすれば却下では
なく、棄却となるのである。このような観点からすれば、平成 14 年の改正に伴う管理
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者の権限規定は、管理者や管理組合による｢マンションの適切な管理｣のための、権利
の確認であり、宣言であるとも理解できる。 
 中国の物権法における区分所有者大会の法的性質はいかなるものであるか。中国民
訴法 49 条は、｢公民、法人とその他の組織は、民事訴訟の当事者になることができる｣
と定めている。ここでいう｢その他の組織｣とは、諸外国の民事訴訟法のなかの｢非法人
団体｣に相当するもので、実体法上には権利能力を有しないが、訴訟法上には訴訟当事
者能力を有する区分所有者管理団体がこれに属する（１３）。区分所有者大会の法的性質
について、中国物権法は明確な規定を設けていない。区分所有者の共同利益に関する
事項において、区分所有者大会の当事者適格の問題は重要である。これは、区分所有
者大会が区分所有建物の共有財産を管理する職務内容の重要な一環である。中国にお
いても現在、マンションの適切な管理は不可欠である。区分所有者大会の役割が共用
部分の保存にとどまらず、その変更・改良・管理へと移項するとき、そこから派生す
る問題は、マンションの適切な維持・管理を中心とした議論に集中されることになろ
う。不法行為に基づく損害賠償請求権の問題もその一つである。中国より区分所有法
がはるかに整備されている日本においても、損害賠償請求権の法的性質問題と絡み合
い、管理組合の当事者適格について深刻な議論が提起されることになったのはその象
徴である。 
 また整備されていない中国建物区分所有権制度において、日本の管理組合の当事者
適格についての議論、管理者等の権限の強化・拡大等は重要な示唆を与えると思う。 
 
 
第三節 管理者と管理規約をめぐる問題 
 
経済発展による不動産業の究極な成長と住宅制度の改革に伴い、中国の都市部では
中高層マンションが急速に普及し始め、現在も増加、拡大の一途である。したがって、
マンション管理をめぐる紛争も増加しつつある。概略的には管理者、規約をめぐる紛
争が焦点となって現象化している。日本の区分所有法は、同様な紛争にどのように対
応しているか、同様な紛争が生じた場合、中国物権法における建物区分所有権法制度
は､対応できるか、このような主旨で、日本法からの示唆も念頭におきながら、以下に
おいては、管理者､規約及び集会に関しての判例をそれぞれ取上げ､それを具体的に検
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討して見る。 
 
 
 一．管理者解任の問題 
 
 
【事案】 
 東京地判平成 2・10・26（判時 1393 号 102 頁）は、マンションの区分所有者Ａ1
らは､分譲業者であるＢとの間で、本件マンションの共用部分に関する管理規約を合意
し、右規約により、Ｂを管理者とし、Ｂに対し管理業務を委託したが、Ｂの行う管理
業務について回懈怠等があり､信頼関係が破壊されたことから、Ｂの解任を請求した事
案である。 
 
【判旨】 
本判決は、管理者としての対応の杜撰さなどから、管理者である B と A１らを含む
多くの区分所有者との信頼関係が損なわれているとして、 A１らの解任請求を認容し
た。 
 事実によれば、｢区分所有原告らに当初から被告の管理体制に対する不満があったう
えに、管理者としての義務である業務及び収支状況の報告の遅れ、不備並びに説明の
遅延といった対応の杜撰さに加え、管理費などを徴収する義務のある管理者であり、
かつその徴収を受けるべき義務者としての区分所有者である被告が、理由もなくその
支払義務がないと独断した態度が区分所有者原告らの不信を一層募らせたものといえ
る。しかも原告組合に加入している者も約 70 パーセントもおり、他方被告の新規加入
者に対する前記のような脱退の勧誘行為をも考えると、管理者である被告と区分所有
原告らを多くの区分所有者との信頼関係はもはや無いと評価すべきである｣とされる。 
 要するに､被告には管理者として業務を行うに適しない事情があると解せられる。し
たがって、区分所有原告らの解任請求は理由がある。 
 
 【分析】 
それでは、本件以前の裁判例も､これと同じように判断していたのか。管理者の解
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任をめぐる裁判例はそれほど多くはないと思うが、管理者の解任請求を認めた事案と
しては、東京地判昭 53・1・26（判時 911・138）（１４）、管理者の解任請求が棄却され
た事案としては、大阪地判昭 61・７・18（判時 1222・90）等がある。東京地判昭和
53・1・26 は、土地賃借人である区分所有者らは、賃借権つき分譲業者であるＺと、
共用部分の管理委託契約を締結し、Ｚを管理者と任命したところ、Ｚの管理業務の怠
り、Ｚによる一方的な管理費､地代の値上げが行われ、区分所有者とＺの間に抗争が深
まり、区分所有者らはＺの管理者解任請求を求めた事案である。判決は、Ｚには管理
者としての共用部分の保存義務、管理事務の報告義務に反する債務不履行があるうえ
に土地賃貸人と管理者の地位を兼併することによる弊害が著しくて、しかも、これに
よって区分所有者との信頼関係が失われてその回復が困難な状況になっているから、
管理者としてその職務を行うのに適しない事情があると判断して､区分所有者らの管
理者に対しての解任請求を認めた。これに対し、大阪地判昭和 61・7・18 は、管理者
である Y(被告)に不正な行為その他職務を行うに適しない事情が認められないから解
任事由なしとして、区分所有者 X ら(原告)の Y に対しての解任請求を棄却した。 
 管理者の解任請求の要件になる 「不正な行為その他の職務を行うに適しない事情」
について、学説でいう「不正な行為」とは、管理者の充実義務に違反し、区分所有者
に損害を被らせるような故意による行為であり、「その他の職務を行うに適しない事
情」とは、職務の遂行に直接または間接に影響を及ぼす事実の存在を意味し、それが
重大なものであるとされている（１４）。       
管理者の解任事由となる事実とはなんなのか。具体的に見ると①補修を要する共用
部分の保存義務の懈怠、②管理事務の報告義務懈怠、③敷地賃貸人と 管理者の地位の
兼任による弊害、④区分所有者の信頼関係の喪失などであろう（１５）。 
 
  
【検討】 
 日本の区分所有法は、管理者の解任に関して、規約及び集会の決議によるほかにも、
各区分所有者は、管理者に｢不正な行為その他の職務を行うのに適しない事情｣がある
場合に、裁判所に管理者の解任請求ができると規定した(25 条 2 項)。そこで、要件と
なるのは｢不正な行為その他の職務を行うのに適しない事情｣である。本判例の場合裁
判所は、この要件をどのように判断したのか。本事案では、「未分譲部分の管理費の不
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払い、除雪の遅れや上下水道の水漏れに対する処置などの管理業務の懈怠、分譲の際
に高級マンションにふさわしい管理体制を約束したがそれを果してなかったこと、受
託業務の報告や収支状況の報告をなかなかしなかったこと、Ａ2 組合の加入者である区
分所有者に対するその組合脱退の勧誘等の事実を認めて、区分所有者と管理者の間に
は信頼関係がないと認定して」（１６）、ＡらのＢに対しての管理者解任の請求を認めた。
本判決は、先例の事実関係の比較から見ても､学説の理論から見ても妥当な判断をした
と思う。この判決は、管理者の解人請求を認めた事例として今後にも参考になり、ま
た、どのような場合が､「不正な行為その他の職務を行うのに適しない事情」になるの
か、その枠組を作ることにも参考になると思う。 
 
  
【私見】 
 中国で､本件と同様な紛争が起きた時、その紛争に対して法的にどのように対応すれ
ばよいか。中国物権法によれば、区分所有者は、自ら建物及び附属物を管理すること
ができ、管理会社またはその他の管理人に委託して管理させることができる。区分所
有者は、法律に従い、建設者の委託した管理会社またはその他の管理者を交代させる
ことができる(81 条)。中国のマンション管理の現状において、建築･分譲者またはその
委託を受けた管理会社が、分譲の際、買受人全員との間でマンション管理規約の合意
により、管理者になる場合が多い。そのため、管理者は建築・分譲者の利益を優先に
して職務を行う場合が多い。従って、区分所有者の管理者に対する不信感が強まり、
分譲マンションの区分所有者と管理者の紛争は続発している。それによって、管理者
の解任に関する規定も当然必要である。従って、中国の区分所有法制度も、解任請求
を含む管理者の解任に関する規定を明確にするべきである。日本の区分所有法は、管
理者として職務を行うに適さない事情がある場合は、集会における解任決議がなくて
も、各区分所有者は、裁判所に管理者の解任の求めを請求することができる（25 条 2
項）。この判例のもっとも重要な意義は、管理者の解人請求の要件とはなにか、そして、
その要件たる「不正な行為その他の職務を行うに適しない事情」とは具体的にどのよ
うな場合であるかを明らかにしている点にあって、解任請求の要件なども明確でない
中国物権法の下での同様の紛争の解決に重要な参考になるとともに示唆を与えるのは、
疑問の余地もないことである。 
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 二．規約に関する問題 
 
 
 【事案】 
東京地判昭和 61・9・25(判時 1240・88)は、区分所有者であり、原告である A１、A
２が、区分所有者であり、被告である B が看板をバルコニーに設置したことから、バ
ルコニーに看板を無断で設置した行為は、バルコニーを共用部分とし,共用部分に看板
などの設置を禁止する規約の条項に違反し、また、区分所有者の共同利益に反するも
のとし、B に看板の撤去を求めた事案である。 
 【判旨】 
このときバルコニーを共用部分とすることは、被告の権利に特別影響を及ぼすもの
といえるであろうか。本判決は、｢特別の影響｣とは、規約の設定・変更等の必要性及
び合理性とこれにより受ける当該区分所有者の不利益とを比較衡量して、区分所有者
が受忍すべき限度を超える不利益を受けることを意味すると判示し、本件の場合、そ
の必要性、合理性が認められるうえ、B には、バルコニー使用上の受忍限度を超える
不利益もないと認定し、A らの請求を認容した。 
 「ここでいう｢特別影響｣とは、右後段の規定が多数決の原理によって小数者の権利
が不当に害されることを防止するために設けられていることに照らすと、規約の設
定・変更等の必要性及び合理性とこれにより受ける当該区分所有者の不利益とを比較
衡量して、当該区分所有者が受忍すべき限度を超える不利益を受けることを意味する
と解される。思うに､中高層住宅に附属するバルコニーは、火災等の場合の緊急避難路
として重要な役割を果し、また､建物全体の美観と密接に関係する。そこで、従来､専
有部分とされていたバルコニーを建物の安全確保､美観の維持､向上の見地から共用部
分として規制の対象とすることの必要性は否定できないところである。他方､各区分所
有者においてもバルコニーが共用部分と定められても、建物の安全､建物の美観を害し
ない範囲で専用使用権が認められる限り､建物の使用に特段の支障が考えられず､通常
は格別の不利益を、被るものではないから､かかる態様での規約の設定･変更は、合理
性を有し､当該区分所有者が受忍すべき限度内のものということができる。従って､バ
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ルコニー使用に関する新規約の設定は被告の権利に｢特別影響｣を及ぼすものとは認め
られない」とした。 
【分析】 
規約の設定・変更または廃止が一部区分所有者の権利に対する特別影響があるかど
うかの判定は、規約の設定等の必要性ないしこれにより区分所有者全員が受ける利益
と対比して、一部区分所有者の受ける不利益が我慢すべき限度を超えているかどうか
という観点から決することになるものである(1７)。これは学説と判例の一般的な態度で
ある(１８)。これからすると、本判例の結論は妥当である。 
 これは規約の自治と、それにより生じる少数区分所有者の利益の侵害からの保護問
題である。中国の場合、規約に関連する紛争にはどのように対応しているのか。以下
においては中国の具体的な事例（１９）を取り上げて検討してみる。 
被告である李ら 12 人(以下被告という)は、北京大成住宅開発会社が建設したマンシ
ョンを購入した。そして、2002 年 6 月 28 日には、原告であるマンション管理会社 A
と管理サービス契約を締結し、原告が作成した｢長安新城居住者公約｣を承認した上で、
入居の手続きをした。ところが、2003 年 1 月 18 日に被告は、原告である管理会社と
協議もせず、許可なしで、開放式ベランダを密閉式に改造した。原告が、被告の行為
は｢マンション管理サービス契約｣と｢長安新城居住者公約｣に違反した行為であること
を理由に、被告に原状回復を求めたのが本件事案である。 
北京市中級人民法院は、管理会社と居住者間の法律関係、管理契約の性格、居住者
の所有権の性格(区分所有権)という三つの側面から総合的に本件の審議をおこなった
うえで、原告の訴訟請求を棄却した。ここでは、主に管理規約という側面から本件を
分析、検討することにする。 
 人民法院は、｢被告は住宅の所有者であり、ベランダに対して専有所有権を有する。
マンション売買契約が、ベランダに関して明確に約定をしていない状況のもとで、ベ
ランダの封じ込みを制限する約定を規約で定めることは不合理である。また、被告が
ベランダを封じ込むとき使用した材料及び様式が統一していることから、被告の行為
がマンションの全体美観、市内環境及びその他の公共利益に影響を与えるとはいえな
い｣と判断している。本本件の被告は区分所有者であり、｢長安新城居住者公約｣(以下
管理規約という)は、マンション管理規約である。本件の争点は、管理規約第 10 条の
規定が被告ら少数区分所有者の利益に特別影響を及ぼすかどうかの問題である。管理
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規約第 10 条は、｢本マンションの統一した外観を保つために、かってにベランダを封
じ込んだり、ベランダの色を塗りかえたりしてはならない｣と定めた。原告は、｢被告
がベランダに窓をつけることによって、本件マンションの全体的美観が破壊された。
また、ベランダを封じたため、緊急避難路としての重要な役割を果たすに影響がある｣
と主張した。これに対し被告は、｢安全、衛生、防寒、省エネルギー等の側面から考慮
すると、専有部分であるベランダの封じ込みを制限することは、区分所有者の権利に
特別影響を与えることであり、また、ベランダを封じ込むとき使用した材料とその色
が統一性を保つため、本件マンションの全体美観と環境及びその他の公共利益には影
響を与えていない｣と主張している。上述した日本の判例を参考に照らしてみると、こ
こで問題となるのは、ベランダの制限に関する管理規約の設定が、一部区分所有者の
権利に｢特別影響｣を及ぼすものといえるかである。思うに、マンションに附属するベ
ランダは、火事など場合の緊急避難路として重要な役割を果たし、また、建物全体の
美観と密接関係する。そこで、ベランダを建物の安全確保、美観の維持、向上の見地
からベランダの封じ込みを制限する必要性は否定できないところである。これによる
と、私見としては人民法院の認定には賛成できない。本件は、中国における建物区分
所有権の規約に関する紛争の一例として位置づけることができる。規約は、区分所有
建物管理において重要な位置を占めるだけに、中国物権法においても、規約に関する
規定はもっと具体的に検討すべきである。 
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 注 
（１）丸山英気『都市の法律学』(悠悠社、2000 年)13－15 頁参照。 
（２）拙稿『マンション管理六法全書』（恒星出版、2004 年）2 頁参照。 
（３）丸山英気『都市の法律学』(悠悠社、2000 年)15 頁。 
（４）（ ）内は財団法人マンション管理センター｢マンション管理判例集 CD―ROM 版
vol.2｣(2002 年)参照。 
（５）区分所有者の共同利益を保護するために、立法部門は｢訴訟主体としての区分所有
者大会、区分所有者委員会｣に関する規定を明確に定めなければならない。この問
題に関して、物権法草案第三次審議稿第 87 条は｢区分所有者の共同利益の侵害な
どの行為に対して、区分所有者会議（大会）は、三分の二以上の区分所有者の賛
成を得て、区分所有者会議(大会)の名義で提訴または仲裁の申請をすることがで
きる｣と定めた。審議のなかでこの規定に対して、①中国の現状からみると、集会
の決議で三分の二以上の賛成を得ることは難しい、②現実生活のなかで、区分所
有者の利益を保護するための実務的なことは、区分所有者大会の執行機関である
区分所有者委員会が担っている。そのため区分所有者委員会も提訴または仲裁の
申請をすることができると定めることが妥当であるという意見が出された。この
意見に基づいて立法部門は、この規定を｢区分所有者の共同利益を侵害した行為に
対して、専有部分の割合が建物総面積の半分を超える区分所有者または人数が全
体区分所有者の半数を超える区分所有者の賛成を得て、区分所有者大会或いは区
分所有者委員会は自分の名義で提訴または仲裁の申請をすることができる｣（第四
次審議稿第 86 条）と改正した。この改正に対して、｢区分所有者大会と区分所有
者委員会は、自分の独立した財産をもっていないため、敗訴した場合その民事責
任を果たすことは難しいである。このことに鑑みると、この規定を削除するのが
妥当である｣という意見が出された。立法部門はこの意見を参考した上で、今回の
立法においては、訴訟主体としての区分所有者大会或いは区分所有者委員会に関
する規定の定めを避けている。胡康生主編『中華人民共和国物権法釈義』(法律出
版社、2007 年)191-192 頁参照。しかし、区分所有者大会または区分所有者委員
会の法的性格の問題は区分所有権におけるひとつの重要な問題である。この問題
は、区分所有者と第三者の利益の保護と直接関係している。学者及び実務家はと
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もに、｢訴訟主体としての区分所有者大会または区分所有者委員会｣に関する問題
は、中国建物区分所有権制度における重要な問題であって、これに関する規定の
不備が中国物権法における建物区分所有権制度の大きな問題のひとつであると指
摘している。｢中国物権法実施における疑問・難問研究会｣（中国民商法律 ）参
照。 
（６）本章の記述中、特に第一節の部分については、指導教授である植木哲教授との議
論の中で特別な指導と多大な示唆を得たものである。 
  マンション紛争解決の前提である当事者適格性の問題は、マンション紛争解決場 
面で常に重要な意味をもつものである。マンション紛争の当事者適格一般の問題 
については、升田純｢マンション紛争と当事者適格｣(ジュリスト 1110 号、1997 年) 
101 頁参照。 
（７）玉田弘毅『区分所有法の現代的課題』（商事法務研究会、1981 年）84 頁。 
（８）損害賠償請求権の法的性質問題と絡み合うマンションの共用部分から生じる金銭
債権の問題は、新田敏｢マンションの共用部分から生じる金銭債権の性質｣（杏林
社会科学研究 18 巻 2 号、2002 年）69 頁参照。 
（９）奥田昌道『債権総論（増補版）』(悠悠社、1992 年)332 頁。 
（１０）西村信雄『注釈民法(11)』(有斐閣、1965 年)23 頁。 
（１１）奥田・前掲 335 頁。 
（１２）マンションの共用部分や敷地での事故には、エレベーターによる事故、共同の
遊び場における（子供の）事故、マンションの屋上からの(子供の)転落死、マン
ションの外壁の落下による死傷事故等が考えられる。玉田弘毅『マンションの
法律(2)〔第三版〕』(一粒社、1986 年)248 頁。 
（１３）常怡ほか『民事訴訟法』(四川人民出版社、1992 年)71 頁。 
（１４）大野秀夫・判例評論 467 号 13 頁。判例時報 1618 号 175 頁。 
（１５）丸山英気編『区分所有法』(大成出版社、1984 年)143－144 頁。 
（１６）大野秀夫・判例時報 1618 号 175 頁。 
（１７）法務省民事局参事官室編『新しいマンション法』(商事法務、昭和 58 年)196 頁。 
（１８）大野秀夫・判例時報 1637 号 166 頁。 
（１９）中国では、日本の判例のことを案例という。中国では案例をあまり公表しない。
この案例は、公表された民事案例のなかで、マンション管理に関する紛争の一
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例として取り上げられたひとつの事案である。http://www.ganbu.cn 2005.9.5
参照。中国物権法の施行(2007 年 10 月 1 日)に伴い、建物区分所有に関する案
例もこれから続々公表されると思う。 
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結  論 
 
 
 
 
現代中国の都市では住宅制度の改革に伴い、中・高層マンションが急増し現在もな
お増加かつ拡大の傾向を示している。ここで見逃してならないことは、住宅の商品化
による住戸の区分所有権化が急速に進展し、新たな都市問題の一因として区分所有関
係に基づくマンション管理をめぐる様々な課題がクローズアップされてきたこどであ
る。 
このような状況下にあって、中国政府は 2007 年 3 月、ようやく物権法を制定し、
この中で建物区分所有法制度の導入をはかった。本論文では、新設された区分所有制
度における管理者・規約・集会に的を絞ってマンション管理の現況を探り、その問題
点の抽出、整備方法についての提案を射程に検討を進めた。ここで、本論の概略を示
し、本論で何かが明らかにしたのかを結論として述べる。 
 
 
一、 第一章から第五章までの要約 
第一章は、中国不動産法制度の変遷を概観した上で、中国都市住宅に関する政策、制
度を考察した。特に中国物権法が制定されるまでの建物区分所有権法制度の整備現状を分
析し、中国物権法草案における区分所有権法制度を考察し、検討したうえで、その問題点
を指摘し､よって本研究の方向性を示した。 
 第二章では、立法されたばかりの中国物権法を概観しながら、物権法における区分所有
権制度の考察に検討を加えて、その特徴と問題点を明らかにした。 
第三章では、｢昭和 37 年区分所有法｣、それから、｢昭和 58 年区分所有法｣、｢平成 14 年
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区分所有法｣という順で、日本の区分所有権法制度の歴史的な変遷を概観した。このことに
よって、日本区分所有法の特徴および優れた点を見いたすとともに、管理の充実、管理の
適正化を図るためにどのように改正されたのか、というところに焦点化し議論を進めた。 
 第四章では、日本区分所有法における管理制度を概観し､中国物権法における建物区分所
有権法制度に与える示唆を構想した。 
 第五章では、区分所有建物の管理制度をめぐるいくつかの法律問題を日本の判例と、中
国の事案を取り上げて研究、分析し、検討してみた。 
  
  
二、中国建物区分所有権制度の整備に向けての提言 
 
 
 本論文は、比較法の観点から主に管理制度を重心に区分所有権に関する日中比較を
行い、日本区分所有法からの示唆、そして中国物権法における建物区分所有権の特徴
を明らかにすることを目的として考察を進めてきた。また、中国物権法制度を考察し、
検討を加えたうえで、私見として問題点を指摘し、その問題の解決策を提言すること
も本論文のもうひとつの目的とするところであった。以下においては、中国区分所有
権制度の整備に向けて、いくつかの提言をすることを試みにしてみる。 
 
 
１、 団体性について 
 
 日本区分所有法の大きな特徴は、団体性である。２回の改正を経て、個別的区分所
有権（昭和 37 年法）から団体的区分所有権（昭和 58 年法）に変遷し、現在の区区分
所有法（平成 14 年法）においては団体性がもっと強化された。これらについては第三
章で既に論じたためここでは繰り返さない。 
 中国物権法における建物区分所有権制度も日本法の示唆から｢団体性の優位｣確立し
た。日本法と同じように、これは中国建物区分所有権制度のひとつの特徴でもある。
しかし、中国建物区分所有権制度においての団体性は、区分所有者の意思形成の方法
として多数決議主義を（規約の設定・変更、建替え）取り入れることに止まっている。
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これは｢個別性の優位｣の指導思想の影響であると思われる。 
 周知のように、現代中国の従来の公有制理念の計画経済体制下では、｢集団主義｣の
観念が強調され、私権と個性が抑制されてきた。それが、改革開放以来市場経済体制
への転換に伴い、かえって個性尊重、私権の保護などが主張されることが社会の趨勢
になった。物権法は、私有財産に対する権利を認め、その範囲の拡大及び私有財産に
対しての保護を宣言した。この意味では、建物区分所有権制度が｢個別性の優位｣の確
立を指導思想とすることは当然であると思う。 
 しかし、建物区分所有権は、旧来の民法上の所有権と異なり、｢所有権｣の客体は一
棟の建物なかの自分の専有部分に当たる一部であって、多数の区分所有者が共同で生
活し、多数の所有権の客体が相接し、共通の柱、壁などによって建物が保持され、ま
た共用部分を共有することによって、始めてその権利の行使が可能になるという特性
を有する。つまり、区分所有建物は物権法上の｢一物一権｣の例外をなし、｢一物数権｣
という形式になり、団体性は区分所有建物自体本来の要請でもある。したがって、区
分所有権を円満に実現させるためには、団体による拘束力を行使しなければならない。 
 以上から、中国物権法における建物区分所有権制度においても｢団体性の優位｣を強
調することが重要かつ必須であると思う。その具体的な措置について私見を以下で述
べる。 
（１）｢区分所有建物の管理のための区分所有者団体｣ 
中国区分所有権制度は想定をしていながらも、その規定は明確ではない。日本区分
所有法（3 条）のように、法律上明確に規定して、その存在を法定化することである。
なぜならば、建物区分所有権の創設は、一棟の建物を母数とする。そのため、一棟の
建物に生活している全体区分所有者間にはひとつの共同体関係が形成される。しかし、
この共同体の構成員である区分所有者間の関係は、複雑である。全体区分所有者及び
その他の居住者の意思を統一することは、かなり困難である。区分所有建物の機能を
長く保持するためにも、区分所有者間の紛争を解決し、共同生活の秩序を維持し、区
分所有者間の共同利益を協調するためにも団体組織が必要である。区分所有者のこの
団体により、規約を設定し、管理機構を設置して共同事務を処理するからである（１）。 
（２）｢管理団体の法人化｣ 
中国建物区分所有権制度は、区分所有者は、自己の合法的な権益を侵害する行為に
対して、法律に従い、裁判所に提訴することができる（83 条 2 項）と規定した。いわ
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ば、区分所有者は共同利益の侵害行為に対して、代表を選んで提訴するということで
ある。しかし区分所有者団体に関する法的性格は明確化されていない。この問題に関
して、物権法草案の審議段階において議論された。第 3 回審議稿の第 87 条をみると、
｢区分所有者の共同利益を侵害する行為に対して、区分所有者会議は 3 分の 2 の区分所
有者の賛成をえて、区分所有者会議の名義で提訴又は仲裁申請をすることができる｣
と規定している。この規定に関して、3 分の 2 という定足数は高すぎる、又実務の執
行機関は区分所有者委員会であるため、区分所有者委員会も区分所有者の授権により
提訴又は仲裁申請をすることができるとの意見があった。このような意見に基づいて、
第 4 回審議稿第 86 条は、｢区分所有者の共同利益を侵害する行為、また管理業者など
契約違反により生じた紛争に対しては、専有面積が建築総面積の過半数を占める区分
所有者、又は区分所有者の過半数が賛成すれば、区分所有者大会或いは区分所有者委
員会の名義で提訴、又は仲裁申請をすることができる。区分所有者も自分の名義で提
訴、又は仲裁申請をすることができる｣と規定した（２）。今回の物権法にこの規定を設
けなかった理由に関して立法部門は、中国の現状から見ると区分所有者大会、区分所
有者委員会があまり普及していないため、このような規定を設けることは妥当ではな
いと説明している（３）。 
 中国建物区分所有権制度は、管理団体の法的性格について規定すべきである。これ
は、区分所有者の権利保護につながる重要な問題である。管理団体の法人化について
は、そのメリットとデメリットを充分考慮した上で慎重に選択しなければならない。
私見としては日本法の模式を採用するのが妥当であると思う。一般管理団体は権利能
力なき社団とし、この管理団体が管理制度の核心になる。また一定規模の区分所有者
管理団体には法人格を与え、区分所有者管理団体の法的地位を高め、この団体が権利
義務帰属の主体になることである。日本の区分所有法は、区分所有者の人数が 2 人以
上の管理組合に法人格を取得することを認めている（日本法 47 条 1 項）。世界の趨勢
も区分所有建物の管理を強化へと向かっている。したがって、区分所有者管理団体の
法人化という方向性に進んでいると考えられる。 
 （３）｢区分所有者大会決議の拘束力｣ 
区分所有法理論によると、区分所有者大会決議効力は、区分所有者及び特定承継人
にもその拘束力がある。この問題に関して肯定説と否定説が存在するが、通説は肯定
説である。中国区分所有権制度は、｢区分所有者大会又は区分所有者委員会の決定は、
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区分所有者に対して拘束力を有する｣（78 条 1 項）。この規定からみると、区分所有者
以外の特定承継人に対しても拘束力があるかどうかは明確ではない。私見としては、
区分所有権理論を基に通説を尊重しながら、区分所有者大会の決定が区分所有者だけ
ではなく、特定承継人にも拘束力があることを明確に定めるべきだと考える。 
 
 
２、 規約の重視と標準管理規約の導入 
 
 区分所有建物では管理が最も重要である。日本の区分所有法も管理の充実化、適正
化を図るために 2 回の改正が行われた。日本の区分所有法では、管理について、集会・
規約の自治主義を貫いている。 
 中国では、同じ棟の区分所有建物に住んでいる人々の文化水準、経済力の差が日本
よりはるかに大きい。また、日本人が比較的に集団的意識が強いのに対して、中国人
社会は個人主義傾向が強いといわれている。しかし、区分所有建物において、団体性
の優位は不可欠である。この個別性と団体性を両立させるためには、やはり団体性を
保障する具体的な管理制度が必要となる。｢結果重視｣の国民性から考えれば、具体的
な管理制度では規約を重視しなければならない。なぜならば、管理の骨格となるのは、
管理規約たからである。また、実際に区分所有建物を管理していく為には、特別な場
合（たとえば、極少数の区分所有者から構成される建物の場合など）を除いて、規約
の設定は必要不可欠たと考えべきである（４）。 
 規約とは、区分所有者が共同利益を計り、良好な生活環境を確保するため、区分所
有者大会の決議による共同で遵守すべき事項をいう（台湾法 3 条 12 項）。区分所有法
の中での規約は、国家憲法と同じように区分所有者団体の根本的自治法規の法性を有
し、区分所有者団体の最高の自治規則である。規約の性質について、法律行為の中の
共同行為とみるのが通説である（５）。 
 中国建物区分所有権制度は、規約の設定・変更、効力については規定を設けている
が、規約で定める事項については規定がない。共用部分、専有部分、区分所有者間の
基礎法律関係、区分所有者間の共同事務的事項、区分所有者間利害調節の事項、義務
違反者に対する処置事項（６）などを法条文をもって明確に定めなければならない。こ
れは、管理業者又は他の管理者による委託管理を行う中国区分所有法制度の管理方式
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とも関連する問題だと考えられる。 
 諸外国と同じように中国でも規約は、実際には分譲者によって分譲のとき制定され
ている。法は基本的に、区分所有関係が成立後に区分所有者の集会においての設定さ
れることを想定している。実情から見ると、分譲者により設定された規約（原始規約）
には、業者がマンション敷地内の駐車場の専用利用権を留保して、これを他に賃貸し
て利益を上げたり、マンションに広告塔を付設して使用量をとったり、管理費が不公
平に定められているなどの、区分所有者の利益を侵害する事項が設けられたりする場
合もある。原始規約の公平性は注目すべき問題である。日本の場合は、区分所有者に
よる｢規約｣の設定に当たって参照されるべきモデルとして｢マンション標準管理規約｣
が存在する。これに関しては本論で既に論じたため、ここでは繰り返さない。私見と
して、中国の場合も標準管理規約制度を導入し、政府から、区分所有者が規約を設定
するに当たってモデルとなる標準管理規約を作るべきであると思う。もちろん規約自
治原則によって、自由に設定することができるが、規約の設定を完全に区分所有者に
任せる場合は、規約に定める事項などに関して良くわからないため、結局管理業者又
は分譲者の原始規約（７）に依存し、実際には分譲者に拘束されるようになる。また、
規約が一度制定されるとその変更がなかなか難しいため、標準モデルを参照しながら
慎重に設定しなければならない。地方においては標準管理規約が既に存在する（８）。 
 中国区分所有権制度は、管理業者又はその他の管理者は、区分所有者の委託に従い、
建築区画内の建物及び附属施設を管理するとしている。つまり管理者方式で区分所有
建物を管理すると規定している。この場合は、区分所有者の利益を損ねる管理が行わ
れる恐れがある。この点を配慮して、マンション管理士、専門化された管理会社の育
成にも力を入れなければならない。 
 
 
３、 専有部分・共用部分の範囲 
 
専有部分の範囲を区分所有法の中で規定しないで、学説をもって解釈するのが、各 
国の区分所有法立法の通例であると思われる。中国の区分所有権も同じ立場を採って
いるように見える（９）。中国の区分所有権は、建物部分については、これを専有部分
と共用部分に分ける。建物内の住居又は事業等に用いる部分を専有部分とし、専有部
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分以外の部分を共用部分とすると規定した(70 条)。その上で、｢建築区画内の道路、緑
地、他の公共場所、公用施設及び管理用の建物は共用部分に属する｣(73 条)としている。
また｢共用部分に属する道路、その他の場所を占用して作った駐車場は、共用部分に属
する｣(74 条 3 項)と規定した。専有部分か共用部分かは法律上確定しており、規約によ
り任意にこれを定めることはできないとしている。私見としては、専有部分の範囲を
明確化する上では、専有部分の定義を定める必要があると考える。専有部分と共用部
分の相互関係も区分所有権立法の重要なポイントである。 
 建物と敷地が別個独立の不動産となる法制度を前提とした日本の区分所有法(以下
日本法と称する)は、建物部分については、これを専有部分と共用部分に分ける。法は、
まず専有部分について定義し（日本法 1 条、2 条 1 項~3 項）、共用部分については「専
有部分以外の建物部分｣というように消極的に定義している。その上で、｢数個の専有
部分に通ずる廊下又は階段室その他構造上区分所有者の全員又はその一部の共用に供
される建物の部分｣は専有部分とはならないとしている(日本法 4 条 1 項)。日本法も、
専有部分と共用部分の範囲は法律上確定しており、規約により任意に定められるもの
ではないとの立場をとっている。日本法は中国建物区分所有権と違って、専有部分を
規約により共用部分とする｢規約共用部分｣については認めている(日本法 4 条 2 項)。
しかし、共用部分を専有部分とすることは認めない。専有部分か共用部分かは、法律
上当然に確定しているというが、実際には明確でない部分が存在する。そこで、日本
の標準管理規約では、それぞれの範囲をできるだけ明示することによって明らかにし
ている（１０）。しかし、特定のある部分については、従来の法務省立法担当者及び標準
管理規約の立場ではこれを専有部分としていたが、最高裁判所の判決は、これを共用
部分とした判例もある（１１）。 
 日本の立法課題について鎌野邦樹は、「専有部分・共用部分の範囲に関しては、わが
国では法律上は確定しているとのことであるが、現実には一義的に明確にならない部
分があることが少なくない。また、今後新たな建築物(専有部分・共用部分が相互に可
変的である構造を持つような建築物)が出現した場合や、既存の建築物でもこの両者を
相互に変換できることが望ましい場合にどのように対応するのかという問題であろ
う」（１２）と指摘している。 
 専有部分・共用部分の範囲に関しては、中国の建物区分所有権と日本の区分所有法
は大体同じ位置付けがなされていると考えられる。そのため、中国建物区分所有権も、
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上述した日本の立法的課題と同様の課題を抱き合えることになるだろう。この問題に
ついて、今後中国の建物区分所有権は、立法上ないし政策上の方策を検討することが
必要である。 
 中国の物権法は、今採択されたばかりで(2007 年 3 月)まだ実施されていない(2007
年 10 月 1 日施行)。建物区分所有権に関する規定も同様である。しかし、物権法が実
行された後、今までのマンションの増大に伴って、現実において生ずる様々な法的問
題に対して、現在の建物区分所有権の法規定が十分に対応できるかは疑問に残る。現
実において生ずる問題に対しては、現実に即して最も妥当な解決策を模索することが
重要である。その意味では、法の改正も必要であるし、最終的には、中国の区分所有
権制度も特別法として立法せざるを得ない。法の立法と改正の際には、現実と共に、
自国の法体系や法理論を見据えた上で行うことが、そのとき、諸外国の法律も参考す
べきだろう。  
現在の物権法における建物区分所有権制度を適正に改革するうえでは、専攻する日
本の区分所有法に学ぶことが必要である。また、中国の建物区分所有制度を整備する
上では、区分所有者団体の法的性格の明確化、管理者の権限の拡大・強化、規約の強
化等の問題こそ不可欠であると筆者は考える。本研究の成果は、今後の中国建物区分
所有制度の整備・発展の上での一助となりうるだろう。 
 周知のように、マンション問題は複雑多岐である。本論文の主旨であるマンション
管理制度に関する問題以外にも、最近日本で焦点とされているのが建替え問題である。
マンションの建設から相当な年数が経過してマンションが老朽化し、多くの区分所有
者が当該建物が寿命を迎えたと判断したときには、建替えという問題が登場してくる
であろう。中国の場合、マンション(商品住宅)建設から 20 年近く経っている(中国のマ
ンション寿命は 30 年ともいわれている)。そのうえで、欠陥住宅の問題で紛争が続出
している中国のマンション事情においても、建替え問題は避けることができないひと
つの焦点とされてくると考えられる。建替え問題を含め、これより先の問題について
は今後の課題として研究を進めたい。 
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（７）天安マンション管理有限会社は､19994 年設立され､国家 1 級マンション管理企
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｢資料４｣を見ることにする。 
（ ８）天津市は中国で三番目の大きい大都市。現在商品住宅の面積は､736 万平方メー
トルに達する。本論文では中国で先行している天津市管理規約（モデル）を標
準管理規約の一例として取り上げることにする。その内容については｢資料５｣
を見ることにする。 
（９）陣華彬『現代建築物区分所有権制度研究』、（法律出版社 1995 年）104 頁。 
（１０）鎌野 邦樹ほか｢区分所有関係の成立及び専有部分・共用部分の範囲に関する比
較法研究覚え書き｣(千葉大学『法学論集』第 16巻第 2号)63 頁以下。 
（１１）最判平成 12 年３月 21 日判時 1715 号 20 頁（評釈、鎌野邦樹・私法判例リマー
クス 2001 年(下)30 頁）。 
（１２）鎌野 邦樹ほか｢マンション管理制度の比較法研究覚え書き｣(千葉大学『法学論
集』第１７巻第２号)113 頁を参照。 
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｢資料１｣ 
 
    ｢社会科学院草案｣における建物区分所有権に関しての条文  
 
 
この草案において、建物区分所有権に関しての条文の構成は、第二章所有権の第三 
節建物区分所有権の２４カ条（９０条―１１３条）からなる。その条文は以下の通り
である。 
第９０条〔建物区分所有権の定義〕 
建物区分所有権 数人が一棟の建物を区分してその一部を専有し､その専有部分に
ついて単独所有権を有し､かつ､建物及びその附属物内の共同部分について､別段の約
定（規約に別段の定めが）ある場合を除き､専有部分の（床面積の）割合に応じて共有
することをいう。 
専有部分 区分所有の建物が構造上及び使用上の独立性を有し、かつ、独立的に区
分所有の目的となる部分｡ 
共有部分 区分所有建物の専有部分以外の部分及び専有部分に属しない附属物。 
第９１条〔専有部分についての区分所有権者の権利〕 
区分所有権者は､法律上別段の制限ある場合を除き､その専有部分に対し、自由に使
用、収益、処分、及び他人の干渉の排除をすることができる。 
専有部分を、その所属する建物の共用部分の持分及び敷地使用権の持分と分離して、
移転又は担保権の設定をすることはできない。 
第９２条〔専有部分の正当な使用及び共同利益違反の禁止〕 
区分所有権者が専有部分を使用するについては、建物の正常な使用を妨げ、又は区
分所有権者の共同の利益に反する行為をしてはならない。 
前項の規定は、区分所有権者以外の専有部分の占有者に準用する。 
第９３条〔区分所有権者と専有部分の占有者の遵守事項〕 
区分所有権者と専有部分の占有者は、次の事項を遵守しなければならない。 
（一） 専有部分を維持、若しくは修繕し、又は専有部分についての権利を行使す
るときは、他の区分所有権者の安寧、安全及び衛生を妨げてはならない。 
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（二） 他の区分所有権者が、その専有部分を維持、若しくは修繕するために、又
は、配管や配線のために、自己の専有部分に立ち入る必要があるときは、正当な理由
無しに拒んではならない。 
（三） 管理者又は管理委員会が、共用部分を維持若しくは修繕するために、又は、
配管や配線をするために、自己の専有部分に立ち入り又は専有部分を使用するときは、
正当な理由無しで拒んではならない。 
（四） その他法令又は規約で定める事項 
前項の第（二）及び第（三）に言う立ち入り又は使用については、その損害の最も
少ないところ及び方法を選択しなければならず、損害が生じたときは、その損害を補
償しなければならない。 
区分所有権者又は専有部分の占有者が第（一）の規定に違反した場合において、協
議を経たにもかかわらず、なお履行しないときは、管理者又は管理委員会は、必要な
処置をとることを人民法院に請求することができる。 
第９４条〔共用部分変更等の禁止〕 
区分所有建物の周囲、上下、外壁面、屋上バルコニー及び防空避難室については、
法令の規定によるほか区分所有権者会議によらなければ、区分所有権者又は専有部分
の占有者は、構造、色及び使用目的の変更並びに広告物の設置をしてはならない。 
区分所有権者又は専有部分占有者が前項の規定に違反した場合、管理者又は管理委
員会はそれを制止しなければならず、制止ができなかった場合又は、奏効しなかった
場合には、人民法院にその行為の停止、又は原状回復を請求することができる。損害
が生じたときは、区分所有権者又は専有部分の占有者が賠償責任を負う。 
第９５条〔建物共用部分及び敷地に対しての区分所有権者の使用収益権〕 
区分所有権者は、その共有持分の割合に応じて建物の共有部分及び敷地に対する使
用収益の権利を有する｡但し、規約に別段の定めがあるものは、その定めに従う。 
区分所有権者と専有部分の占有者は、共用部分の使用については、その設置の目的
及び通常の使用方法に従わなければならない。但し、規約に別段の定めがあるものは、
その定めに従う。この別段の定めは都市規劃法及び建築法の規定に違反してはならな
い。 
区分所有権者と専有部分の占有者が前項の規定に違反した場合、管理者又は管理委
員会は、それを制止しなければならず、また、人民法院に必要な処置をとることを求
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めることができる。損害がある場合は、損害賠償を求めることができる。 
第９６条〔専有部分、共用部分等の管理、修繕、維持及びその費用の負担〕 
専有部分の修繕、管理、維持は、各区分所有権者が行い、かつ、その費用を負担す
る。 
共用部分の修繕、管理、維持は、管理者又は管理委員会が行う｡その費用は区分所有
権者がその共有部分の割合に応じて分担する｡但し、その修繕費用が区分所有権者の責
に帰することのできる事由で生じた場合には、当該区分所有権者の負担とする。 
前項の共用部分又は約定共用部分の管理及び維持の費用については、区分所有権者
会議の決議又は規約に別段の定めがあるときはそれに従う。 
第９７条〔共用部分及び関連施設の取壊し、重大な修繕又は改良〕 
共用部分及び関連施設の取壊し、重大な修繕，又は改良は、区分所有者会議の決議
によってなさなければならない。 
前項の費用は、区分所有権者が分担する。 
第９８条〔一部共用部分の修繕及びその費用の負担〕 
専有部分の共同壁及び共同床又はその中の配管、配線の維持･補修の費用は、その共
同壁の双方又は共同床の上下の区分所有権者が共同で負担する｡但し、その修繕費用が
区分所有権者の責に帰することのできる事由で生じた場合には、当該区分所有権者の
負担とする｡ 
第９９条〔区分所有建物の建替え〕 
老朽、損傷、傾斜、一部の滅失により、建物がその効用を維持し、又は回復するの
に過分の費用を要するに至った場合、又は地震、水害、風害､火災又はその他の重大な
事変によって区分所有建物が公共の安全に危害を与えるに至った場合､区分所有建物
を建替えることができる。 
区分所有建物の建替えは､区分所有権者会議において､決議をしなければならない。
この決議は､区分所有権者の三分の二以上及び区分所有権割合の三分の二以上の出席
を必要とし､出席者の四分の三以上及び出席者の区分所有権割合の四分の三以上の賛
成を得て行使しなければならない。 
第１００条〔区分所有権の譲渡〕 
区分所有建物が前条（９９条）規定のいずれかに該当する場合､区分所有権者会議に
おいて建替え決議があったときに､決議に同意せず､かつ区分所有権を譲渡しない区分
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所有権者､又は同意後その義務の履行につき決議に従わない区分所有権者に対して､管
理者又は管理委員会は､その区分所有権の譲渡を命ずる事を人民法院に訴えることが
できる。 
前項の譲受人は建替えに同意するものとみなす。 
第１０１条〔区分所有者と専有部分占有者の義務〕 
区分所有権者と専有部分占有者は､みだりに､ゴミの放置､各種の汚染物､悪臭物質の
排出､騒音､振動の発生及びその他これに類似した行為をしてはならない。 
区分所有権者と専有部分占有者は､階段室、共同廊下､消防設備及び防空施設等の場
所において､物品の堆積､又は､柵､扉の設置をしてはならず､又、違法な広告物の設置､
路障の私設､及び駐車による通路の占拠又は出入りの妨害をしてはならない。 
区分所有権者と専有部分占有者は､動物を飼育する場合には、公共の衛生､公共の安
寧及び公共の安全を妨げては成らない｡但し､法令又は規約に飼育禁止の規定がある場
合は､その規定に従う｡ 
区分所有権者又は専有部分占有者が前三項の規定を違反した場合､管理者又は管理
委員会は､それを制止し､又は、規約に基つき措置を講じなければならず､必要があると
きは､人民法院に措置を求めることができる。 
第１０２条〔管理基金の設立〕 
区分所有権者の人数が二十人以上である場合には､管理基金を設立しなければなら
ない。その財源は次の各号に定めるものとする。 
（一）区分所有権者は､区分所有権者の会議の決議により､納めるものとする。 
（二）本金による利息。 
（三）その他の収入。  
管理基金には専用の預金口座を設けるものとし、管理者又は管理委員会が管理の
責任を負う。 
その運用は区分所有権者会議の決議によりなさなければならない。 
第１０３条[負担又は分担費用の強制納付] 
区分所有権者又は専有部分占有者が､負担又は分担すべき費用を滞納し､既に一月
を越え又は相当の金額に達した場合､相当の期間の催告を経たにもかかわらず､なお
給付をしないときは､管理者又は管理委員会は､人民法院に提訴して納付すべき金額
及び遅滞利息の給付を命じることを求めることができる。 
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第１０４条[行為の強制停止] 
次の各号に該当する場合､管理者又は管理委員会が改善を催促し､二ヶ月内になお改
善しないものについては､管理者又は管理委員会は､区分所有権者会議の決議により､
人民法院に提訴してその行為の強制停止をもとめることができる。 
（一）専有部分の利用が､建物の正常使用を妨げ及び区分所有権者の共同利益に違反
した場合に､制止をもとめられたにもかかわらず､その行為を停止しないとき； 
（二）共用部分の構造､色､使用目的変更､広告物の設置又はその他の類似した行為を
した場合に、制止をもとめられたにもかかわらず､その行為を停止しないとき； 
（三）その他法令又は管理規約に著しく違反したとき。 
前項の当事者が区分所有権者である場合､管理者又は管理委員会は､区分所有権者会
議の決議により区分所有権者にその区分所有権及びその敷地使用権の持分の譲渡を命
ずることを人民法院に訴えにより求めることができる。判決の確定後三ヶ月内に､自ら
譲渡及び移転登記の手続を完了しないときは､管理者又は管理委員会は､人民法院に競
売の申立てを求めることができる。 
第１０５条[管理規約] 
建物､敷地又は附属施設の管理､使用及び区分所有権者間の相互関係に関することは､
法律に別段の定めがある場合を除いて､管理規約で定めることができる。 
第１０６条[権利義務の承継] 
区分所有権者の承継人は､本法又は管理規約によって定められた前区分所有権者の
全ての権利義務を承継する。 
第１０７条[区分所有権者会議､臨時会議及びその招集人] 
区分所有権者会議は､区分所有権者全員により構成され､少なくとも年一回の定期会
議を開催しなければならない。次の事由の一があった場合､臨時会議を開催しなければ
ならない。 
（一）重大な事故が起き､直ちに処理する必要があって､管理者又は管理委員会の請
求があった場合； 
（二）区分所有権者の五分の一以上及び区分所有権の割合の五分の一以上により､
開催の目的及び理由を記載した書面を以って､開催が請求された場合。 
区分所有権者会議は管理者が招集する。 
第１０８条[区分所有権者会議の招集方式及び期間] 
 130 
区分所有権者会議は､集会の十五日前までに､集会の内容を書面を以って各区分所有
権者に通知しなければならない｡但し､緊急な事情があって臨時集会を開催しなければ
ならないときは、公告を以ってなすことができる。公告期間は二日より少なくするこ
とはできない。 
第１０９条[普通事項の決議方法] 
区分所有権者会議の決議は､本法又は管理規約に別段の定めがある場合を除いて､区
分所有権者の過半数の出席があり､かつ出席者過半数の賛成を得て行使しなければな
らない。 
各専有部分の区分所有権者は一つの議決権を有する｡一つの専有部分を数人が共有
する場合､一人を定めて議決権を行使しなければならない。区分所有権者が区分所有権
者会議に出席できないときは､他人に出席の代理を委託することができる。 
第１１０条[特別事項の決議方法] 
区分所有権者会議の決議は､次の各号の事項に関しては､区分所有権者の三分の二以
上及び区分所有権割合の三分の二以上の出席を必要とし､出席者の四分の三以上及び
出席者区分所有権の四分の三以上の賛成を得て行使しなければならない： 
（一）管理規約の設定又は変更； 
（二）区分所有建物の重大な修繕又は改良； 
（三）区分所有建物の建替え； 
（四）区分所有権の強制譲渡； 
（五）約定専用部分又は約定共用部分に関する事項。 
第１１１条[管理委員会､管理者等の選任と任期] 
区分所有建物においては､管理委員会を成立させるか､管理者を推選するか又は管理
者を委託しなければならない。 
区分所有建物において､管理委員会を成立させるときは､管理委員から選挙又は互選
により一人の主任委員を決めなければならない｡主任委員は対外的に管理委員会を代
表する。管理委員会の組織及び管理委員の選任については､規約に定めなければならな
い。 
管理委員､主任委員及び管理者の任期は一年とし､再任するのを妨げない。 
第１１２条[管理委員会の職責] 
管理委員会と管理委員の職責は次の通りである： 
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（一）共用部分の清潔保持､保存､修繕及び一般の改良； 
（二）区分所有権者共同事務の建議； 
（三）区分所有権者と専有部分占有者の規約違反行為に対しての制止； 
（四）区分所有建物及び周囲環境の維持； 
（五）収益及びその他経費の収支､保管及び使用； 
(六)区分所有権者会議の決議事項の執行； 
（七）管理規約､議事録等文書の保管； 
（八）管理服務人の委任､雇用及び監督； 
（九）会計報告､決算報告及びその他管理事項の提示及び公告； 
其の他管理規約に定めた事項。 
第１１３条[管理委員会の訴訟主体資格] 
管理委員会と管理者は当事者能力を有し､独立の被告又は原告になることができる。 
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｢資料 2｣ 
 
｢人民大学草案｣における建物区分所有に関する条文 
 
人民大学草案において、建物区分所有権に関しての規定は、第二章第 7 節１２条 
からなる（１８０条－１９１条）。その条文の内容は以下になる。 
第１８０条（建物区分所有権の定義） 
一棟の建物の内，各区分所有者がその専有部分の専有権及び共用部分の共有権を有
することを建物区分所有権という。 
第１８１条（専有権） 
各区分所有者は、その専有部分を目的とする権利について所有権の一般規定を適用
する。 
前項において専有部分とは，構造上及び使用上の独立性を有し，かつ，単独で所有
権の目的となる建物部分。 
区分所有者は専有部分に対して，法令の制限内において占有、使用、収益又は処分
する権利を有する。但し、専有部分の所有権の行使については，建物の正常な使用を
妨げ，または他の区分所有者の利益に損害を与える行為をしてはならない。 
区分所有者は、規約により，共有部分に対して専有使用権を有することができる。 
各区分所有者がその権利の範囲を越えて専有権を行使したときは，その侵害行為を
停止するとともに損失を賠償しなければならない。 
第１８２条（共用部分の権利） 
専有部分以外の，共用の廊下、庭園及び通路、共用厨房､共用便所、上下水道施設等，
共有に属する部分に対しては共有の規定を適用する。 
共用部分の管理権は各区分所有者に属する。法律に別段の定めがない限り，各区分
所有者は専有部分の持分に応じて管理権を行使しなければならない。 
各区分所有者が権利の範囲を越えて共有権を行使したときは，侵害行為を停止する
とともにその損失を賠償しなければならない。 
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第１８３条（建物の命名と経営） 
建物の命名権は区分所有者全員に属する。 
法律または契約に別段定めがある場合を除き，建物を利用して広告等経営活動のた
めに使用するときは，区分所有者全員の賛成を得なければならない。 
第１８４条（区分所有建物の修繕） 
区分所有建物が自然毀損若しくは不可抗力による毀損が発生した場合，または人に
よる毀損で賠償が得られない場合において，修繕費用の分担を決定するときは，次の
方法による： 
(一) 建物を維持するための基礎、柱、梁、壁の修繕については、各区分所有者がそ
の持分に応じて分担する。 
(二) 共有壁の修繕は，構造を維持するための相隣部位の修繕も含め，両側によって
均分後、再び各部屋の区分所有者が持分に応じて分担する。 
(三) （楼蓋）の修繕は，其の楼面と天頂部位は，部屋がある層の区分所有者が持分
に応じて分担する；その構造部位は、隣接層上下の部屋の区分所有者が持分に
応じて分担する。 
(四) 屋根の修繕は，修繕に渉る範囲に覆われた各層部屋の区分所有者が持分に応じ
て分担する；屋上の修繕は，部屋面と周辺保護欄干を含め，各層の共有の場合
は、修繕に渉る範囲に覆われる各層部屋の区分所有者が持分に応じて分担する。
一部の部屋だけの場合は、使用層部屋の所有者が持分に応じて２分の１を分担
し，残りの２分の１は修繕に渉る範囲に覆われた各層部屋の区分所有者が持分
に応じて分担する。 
(五) 各層共用階段は区分所有者が持分に応じて分担する；専用階段は階段を使用す
る区分所有者が持分に応じて分担する。 
(六) エレベーター、ポンプ、スチーム、電気照明、給排水管、ゴミダクト、給排水
設備等共有で共用の設備及び附属の建物等の修繕は、区分所有者が持分に応じ
て分担する。 
第１８５条（区分所有者の義務） 
各区分所有者は共有の施設に対して，維持、保全、管理及び改良等の義務を負わな
ければならない。 
第１８６条（建物の売買） 
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建物の専有部分を共有部分と分離して独立に譲り渡すことはできない。区分所有建
物全体についての引渡しまたは抵当権の設定は、区分所有者全員の賛成を得なければ
ならない。 
建物の部屋を売買するにおいての、売主と買主間に建物の屋上、ベランダ等共用部
分の所有権を売主が留保する特別な約定においては、その約定は買主がその共用部分
を使用する権利を制限するものではない。 
第１８７条（共有権の確定） 
建物の敷地の使用権は各区分所有者がその専用部分の持分に応じて共有する。但し、
区分所有者間に規約の別段の定めがある場合を除く。 
区分所有者間に規約の別段の定めがある場合を除き，各区分所有者はその持分に応
じて地下駐車場，屋上ベランダに対して使用権を有する。 
第１８８条（区分所有者の請求権） 
区分所有者がその専有部分を不当に使用して，他人の利益に損害を与える場合，他
の区分所有者はその侵害行為の停止、危険の排除、妨害の排除、原状回復を請求する
ことと共に損害賠償を請求することができる。 
第１８９条（区分所有建物の建替えと取壊し） 
区分所有建物の建替えについては，区分所有者全員の賛成を得なければならない。 
区分所有建物の取壊しにおいて，その解体費用の支払又は残余価値の収取は，区分
所有者がその持分に応じて配分を行う。 
第１９０条（共有部分の管理） 
共有部分の重大な改良又は共有部分の用途の変更については，管理協議(集会)または
管理規約に別段の定めがない場合は，区分所有者全員の一致によって決定しなければ
ならない。 
区分所有者全員の賛成を得ないで，建物の構造，色又は使用目的を変更することは
できない。 
第１９１条（区分所有建物の管理） 
各区分所有者は、協議(集会)または規約によって，共有部分及び建物に関する事務全
体の管理方法を定めなければならない。 
管理協議は、区分所有者の過半数または区分所有持分の過半数の賛成を得なければ
ならない。管理協議または管理規約に違反した者は、その違約責任を負う。 
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区分所有者は、管理協議によって管理委員会を設立することができる。区分所有者
の人数が非常に多い場合は，管理基金を設立することができ，その基金は管理委員会
が管理を行う。 
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｢資料 3｣ 
｢法制委員会草案｣における建物区分所有に関する条文 
 
この草案は、第二部分第 8 章のなかに 11 カ条（６６条―７６条）をもって建物区分 
所権に関して規定を設けている。条文の内容は次のようである。 
第 66 条 建物区分所有権者は、当該建物内の居室等の専有部分については所有権、
廊下､エレベーター等の共有部分については共有権､当該建物及びその附属施設の維持､
保護等については共同管理の権利を有する。 
第 67 条 建物区分所有権者は、その専有部分に対して占有､使用､収益と処分の権利
を有する。但し､当該建物の管理に関しての規定に反した行為またはその他の区分所有
権者の正当な利益に損害を与える行為をしてはならない。 
第 68 条 建物区分所有権者がその専有部分の所有権を譲渡するときは、その共有部
分について有する共有権、当該建物及び附属施設について有する共同管理の権利も同
時に譲渡したものと見做す。 
第 6９条 建物区分所有権者は、販売原価に入っている物業管理用の部屋､商業用部
屋等の建物及び小区内の空き地に対して共有の権利を有する。当該不動産については
共同管理の権利を有し､当該不動産の維持､修繕費用は共有者が負担する。 
第７０条 建物区分所有者会議は､区分所有者全員によって構成される。建物区分所
有者会議は､当該建物及び附属施設の管理機構である。 
第７１条 建物区分所有権者の数が多い場合は､建物区分所有権者委員会を設立す
ることができる。当該委員会は､建物区分所有権者会議の決議によって管理の職責を履
行する。 
第７２条 建物区分所有権者会議または建物区分所有権者委員会は､当該建物及び
その附属施設に関しての土地使用権証､居住区管理用の部屋､居住区の企画図､竣工總
平面図､地下地上の配管､配線竣工図及びその他の必要な工程建設資料を取得する権利
がある。建物区分所有権者会議または区分所有権者委員会は､土地使用権証を取得後土
地使用権者の変更登記をしなければならない。 
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第７３条 建物区分所有者会議及び建物区分所有権者委員会は､建物及び附属施設
の管理規約を制定することができる。また物業管理機構（管理会社）に当該建物及び
附属施設の管理を委託することができる。 
第７４条 建物及びその附属施設の管理規定及び維持､建替え､費用の分担､収益の
分配等の重大な事項は､建物区分所有権者会議の議決権の三分の二以上の同意を得な
ければならない。 
第７５条 建物区分所有権者会議または建物区分所有権者委員会は、みだりにゴミ
の放置、通路の占有、汚染物の排出、騒音の発生及び規定に反する動物の飼育等の公
共利益または他人の権益に損害を与える行為に対しては、区分所有権者会議による物
業管理の規定によって処理する権利がある。 
第７６条 建物及びその附属施設の建替えに対して、少数の建物区分所有者が反対
する場合、建替えの決議がなされても補償等の措置をとって、建替えに反対する建物
区分所有権者の権益を合理的に保護しなければならない。 
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｢資料４｣ 
天安世家（マンション）管理規約 
 
天安世家（以下は“本マンション”と略する）の管理を強め、区分所有者とマンシ
ョンの使用者全員の合法的権益を保護し、そして、公共環境と秩序を保護、維持する
ために、また、マンションの安全と合理的な使用を保障するため、国の区分所有建物
の管理に関する法規政策によって、本規約を制定する。区分所有者とマンションの使
用者は、この規約を遵守しなければならない。 
一、 所有しているマンションを使用、経営、譲渡するときは、区分所有建物管理
の法規政策を守らなければならない。 
二、 区分所有者委員会または区分所有者大会の決議、決定を執行する。 
三、 管理会社に住宅、施設、設備、環境衛生、公共秩序、安全の保護、緑化など
の管理を委託する。区分所有者とマンションの使用者は、管理会社が政府の
法規制策及び区分所有者委員会の委託によって制定した規制を守らなければ
ならない。 
四、 区分所有者及びマンションの使用者は、管理会社の管理活動に積極的に配合
する。 
五、 区分所有者及びマンションの使用者が、管理会社の管理業務に意見または建
議がある場合、管理会社に直接提出することができる。争議が発生した場合
は、区分所有者委員会を通じて解決することができる。 
六、 安全防犯意識を高めて、安全防犯の規制を遵守し、防火防盗対策を強化する。
管理会社は、住戸の人身財産の安全に対しては責任を負わない。 
七、 区分所有者及び本マンションの使用者が部屋の内装工事を行うときには、建
物の内装に関する規制を遵守し、かつ、管理会社に事前に告知しなければな
らない。管理会社は、部屋の内装活動に対して指導と監督をする同時に、区
分所有者及び区分所有建物使用者に注意事項と禁止行為を告知しなければな
らない。区分所有者及びマンションの使用者の内装行為は、他人の正常な使
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用を妨げてはならない。損害が生じた場合は賠償責任を負う。改正を拒否す
る者に対しては、管理会社が相応な措置をとってその行為を制止し、かつ、
区分所有者委員会に告知する当時に行政管理部門に報告して処理しなければ 
ならない。 
八、 区分所有者が自用部位または隣接部位の施設、設備に対しての維持、修繕、
保護を管理会社に委託した場合は、費用を支払わなければならない。 
九、 建物及び附属施設、設備が隣接建物の他人の利益、安全を妨げ、規定によっ
て区分所有者が単独または連合で修繕を行う場合、区分所有者は直ちにその
修繕行為を行わなければならない。その行為を拒否した場合は、区分所有者
委員会が管理会社にその修繕行為を委託することができる。その費用は、当
該区分所有者が規定によって分担する。 
十、 本管理規約は賃借人にも効力を及ばす。区分所有者は連帯責任を負う。 
十一、本マンションの範囲内では、以下の行為は禁止されている： 
１、 部屋の構造、外観（外壁、外側の窓、ベランダ等部位の色、形状と規格）、
設計用途、功能等を変更する行為； 
２、 部屋の内外壁、梁、柱、床、ベランダに対しての破損行為； 
３、 階段、通路、部屋面、屋上、道路、駐車場、自転車置場等の公用施設及
び敷地に対しての占用または破損行為； 
４、 送電、送水、通信、ケーブルテレビ、排水、汚染の排出、消防等の公用
施設に対しての破損、取壊し､改造行為； 
５、 みだりに雑物の堆積、ゴミの放置、高空に物を投げるなどの行為； 
６、 規定を違反して燃え易い、爆発易い、極毒、放射性等の物品と有毒、有
害､危険物質の保存､放置行為； 
７、 緑化用地の占用行為、 
８、 駐車違反行為； 
９、 公共利益を害する行為または不道徳な行為； 
１０、家畜､家禽、ペットの飼育行為； 
１１、法律､法規及び政府の規定により禁止されたその他の行為。 
十二、部屋の修繕責任は、以下のような規定によって分ける。 
  １、室内部分の修繕は区分所有者が行う。 
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  ２、部屋の外壁面、階段、通路、屋上、上下水道管、ポンプ､エレベーター、電
気･機械設備、公用アンテナ､消防施設等建物本体の公用施設は、管理会社が定
期的に維持･修繕等の保全行為を行い、その費用は住宅維持･修繕基金から支出
する。 
   住宅維持･修繕基金は、区分所有者が規定によって分担し、それを分割払いで
納める。この基金は、住宅区管理会社が建物本体を単位に専用口座を設立し、
それを代理管理する。この基金は、建物本体の公用施設の維持･修繕用途に使用
される。その以外の用途の使用は禁止する。 
  ３、住宅区の道路、街灯、緑化､駐車場等住宅区内の公用施設は、管理会社が維
持･修繕管理を行い、その費用は管理費から支出する。人為的に公用施設を損害
した場合は、損壊行為をしたものが修復責任を負う。損失が生じた場合は、賠
償責任を負う。 
  ４、部屋及びその附属施設が、隣接した部屋の安全及び公共安全を害する場合、
区分所有者は、規定によって直ちに修繕行為を行わなければならない。区分所
有者がその修繕行為を拒否した場合、管理会社が修繕を行い、その費用は、区
分所有者が分担する。 
十三、規定によって、管理会社に管理費用を納付する。 
十四、区分所有者が本マンション内の有料の文化・娯楽、スポーツ施設及び駐車場
等の公用施設、敷地を使用する場合には、規定によって費用を払わなければな
らない。 
十五、公共場所の清潔､美観及び公用施設の完璧を維持､保護しなければならない。 
十六、本規約は２通作成し、区分所有者と管理会社が各１通にする。 
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｢資料５｣ 
天津市標準管理規約 
 
本マンションの管理を強化して、区分所有者全員の合法権益を保護するため、また､
本マンションの安全と合理的な使用の保障、公共秩序の維持･保護及び優良な環境を創
造するために、本契約を結び､かつ共同で遵守する。 
 
一、区分所有者の権利義務 
（一）権利 
１、法により、所有しているマンションの各項権利を有する。 
２、法による部屋、建物共用施設、共同部位と本マンション内公用施設及び公共場所
の合理使用の権利； 
３、関連規定によって、部屋の内装を行う権利がある； 
４、法規､政策の規定によって、専門部門または専門機構が施工することを除いて、自
らまたは、他人に委託して専有部分の各種管道、電線、水箱及びその他の施設に対し
て、合理的な修繕を行う権利がある； 
５、区分所有者大会の参加権、本マンションの重大な管理事項対して議決権を有する。 
６、管理事項に関して､管理委員会､管理会社に諮問する権利がある。 
７、規定した期限内に、定期的にマンション管理の支出会計状況を報告することを、
管理委員会､管理会社に求める権利がある。 
８、マンション管理に関して、建議､意見を提出する権利がある。 
９、管理の主管部門に意見と建議を提出する権利がある。 
（二）義務 
１、所有しているマンションを使用､経営､譲渡するとき、管理法規､政策をまもらなけ
ればならない。 
２、管理委員会または区分所有者大会の決議､決定に服従し、それを執行しなければな
らない。 
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３､管理費、建物本体の維持･修繕基金等の費用を納付する。 
４、区分所有者が、部屋の内装を行う場合、本マンションの内装管理規定を遵守しな
ければならない。 
５、区分所有者が管理会社に委託して、専有部分及び施設･設備、隣接部位及び施設･
設備の維持･修繕行為をおこなうとき、費用を支払わなければならない。 
６、区分所有者及び専有部分使用人と管理会社は、本マンション内おいて、人身、財
産保管または保険関係が存在しないことを､承知かつ承諾しなければならない。 
７、本マンションにおいて、以下のような行為があってはならない。 
①許可なしで建物及びその施設・設備の構造､外観（外壁､外側の窓、ベランダ等の部
位､施設の色、形状､規格）、設計用途､功能等。 
②部屋の内外壁､梁､柱､床､ベランダに対しての変更行為。 
③階段､通路、部屋面､屋上､道路､駐車場､駐輪場等公用部位､施設及び公共場所に対し
ての占用または破損行為。 
④電気､水､ガスの供給施設、通信、排水､排汚､消防等公用施設に対しての損壊、取除
き行為。 
⑤有害、有毒、放射性物品の保管、家禽､ペットの飼育等の行為。 
二、区分所有者大会及び管理委員会 
１．区分所有者大会は、区分所有者全員によって構成された、管理の重大な事項を決
定する区分所有者自治管理組織である。 
管理委員会は区分所有者大会の常設機構で、政府の認可を得て成立後全区分所有者の
権益を保護し、また、法によって権利を行使する。区分所有者大会と管理委員会は、
市、区管理主管部門の指導及び監督を受けなければならない。 
２．第一次区分所有者大会は、本マンションが使用に交付され､かつ居住率が５０パー
セント以上に達しだとき、区のマンション管理部門が分譲会社または、分譲会社の委
託を受けた管理会社と共同で、法定手順及び形式によって招集し、かつ、選挙によっ
て初の管理委員会が設立される。 
３．本マンションの投票権を有する区分所有者は、区分所有者大会へ出席して、投票
に参加する。また、法定権利を行使すると同時に、法定義務を負う。 
４．区分所有者は、区分所有者大会に本人または、代理人が参加して投票することが
できる。他人を委託する場合は、授権委託書を作らなければならない。 
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５．区分所有者大会は、会議または書面をもって意見を求める形式を採用することが
できる。大会の決議方式は､投票、挙手などの形式をとることができる。 
６．管理委員会が設立された後は、区分所有者大会は管理委員会が招集する。少なく
とも年に１回招集する。１０パーセント以上の投票権をもつ区分所有者の提議によっ
て、管理委員会は、提議を受けてから１４日以内に、その提議に関して区分所有者大
会を招集しなければならない。管理委員会は、区分所有者大会を招集する７日前に会
議の場所、時間、内容、方式及びその他事項に関して予告を出し、また、区の管理主
管部門に報告をしなければならない。 
７．区分所有者大会は、５０パーセント以上の投票権(議決権)を持っている区分所有者
が参加しなければ、開くことができない。５０パーセント以上の投票権を持っている
区分所有者の決定により、区分所有者大会の招集を見送ることができる。 
８．区分所有者大会に参加した人数が規定人数(定足数)に達した場合、議決事項は、区
分所有者大会に参加した区分所有者の過半数で決議することができる。 
９．区分所有者が投票するとき、一住居にひとつの議決権をもっている。非住宅部屋
の場合は、建築面積が百平方メートル付きひとつの議決権を有し、百平方メートル以
下の場合は、ひとつの不動産証書付きひとつの議決権を有する。 
１０．区分所有者大会の決議と管理委員会の規定の内容は、憲法、法律、法規と政策
に抵触してはならない。規定を違反したものに対して、区の管理部門は是正または取
消す権利がある。 
三．違約責任 
１．本規約の区分所有者義務に関する規定を違反した者に対して、管理会社は処理す
る権利がある。改正勧告を受けたにもかかわらず、改正しない場合には、強制改正を
求める権利があって、水道、電気、ガスを止める措置をとることができる。本マンシ
ョンの公共利益に損失を与えた場合には、管理会社は、その責任者に対して賠償かつ、
違約金の請求をもとめることができる。賠償金と違約金は、本マンションの公共収入
に入る。賠償金と違約金の項目及び標準は、管理会社と管理委員会が定める。管理委
員会が設立さえていない場合には、区の管理主管部門の許可を得て執行することがで
きる。 
２．区分所有者が管理費、維持･修繕基金等の費用及び賠償金、違約金を滞納する場合
は、毎日千分の三の滞納金、そして、正当の理由なしで三ヶ月経っても納付しない場
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合、管理会社は、水道、電気、ガス等を止める措置をとる。 
四．その他の事項 
１．本規約は、分譲会社または分譲会社の委託を受けた管理会社が、区の管理主管部
門に報告し許可を得た後、区分所有者がマンションの入居手続きをする際にこれにサ
インをし、１５パーセントの区分所有者のサインを得て効力が生じる。 
２．本規約は、区分所有者と専有部分の使用者にも同等の効力がある。区分所有者が
更新されても効力がある。 
３．区分所有者大会は、本マンションの実情によって、本規約を変更することができ
る。改正された規約の事項は、区分所有者大会の決議によって発効する。区分所有者
とあらたに契約を結ぶ必要はない。 
４．区分所有者間、区分所有者と管理委員会間、そして、区分所有者と管理会社間に
本規約によるトラブルが生じた場合、協商が成立しないときには、市管理主管部門に
よる和解か、または、市仲裁委員会に法による裁決を求める｡ 
５．本規約は３通作成し、区分所有者、管理委員会、管理会社が各１通を保管する。 
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